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論 文 内 容 の 要 旨  
 
 
本研究は日本語学習者の終助詞の習得と使用において見られる問題点を明らかにするべく、文末におけ
る終助詞ネ、ヨ、ヨネに焦点を当てて分析を行った。具体的には、既存のネ・ヨ・ヨネの機能分類が、日
本語学習者の談話レベルにおける使用を説明する際に不十分な点があることを指摘したうえで、宇佐美ま
ゆみが 2011 年に監修した「BTSJ による日本語話し言葉コーパス(以下 BTSJ コーパス)」から、初対面で
の日本語母語場面の会話データ(6 組)を用い、談話上における統合的機能を分類した。さらに、その機能分
類を本研究の枠組みとして用いつつ、実際に調査した初対面での接触場面の会話データ（18 組）の母語話
者(以下 NS)と学習者(以下 NNS)の終助詞ネ・ヨ・ヨネの使用を、BTSJ コーパスの母語場面の母語話者(以
下 NS`)と比較しながら分析を行った。以下では本稿の各章概要、並びに結論と意義、最後に今後の課題を
挙げる。 
 
本研究は全 7 章で構成される。第 1 章では本研究の着想となった動機、さらに研究背景について述べた。
第 2 章では先行研究をまとめた。まず、日本語教育と関連性の深い終助詞ネ・ヨ・ヨネの意味用法の研究
と発話機能の研究を取り上げた後、第二言語としての NNSの終助詞使用に関する先行研究を取り上げた。
これら先行研究の課題から、本研究の視点として、①文法性と談話性の統合する視点、②接触場面の参加
者による相互行為の視点、③学習者の立場から終助詞使用を考察する視点を取り入れる必要性を指摘した
うえで、次のような 3 つの研究課題を提示した。 
（１） NNSの終助詞の使用と習得問題を説明できる機能分類を行う 
（２） 母語場面の NS`、接触場面の NS、NNSの終助詞の使用実態と使用傾向を分析・考察する 
（３） NNSの視点から NNSのネ、ヨ、ヨネの中間言語の使用実態を明らかにする 
続く第 3 章では、本研究の研究方法について取り上げた。まず、終助詞ネ・ヨ・ヨネの機能を捉える枠
組みと、NNS の中間言語分析のアプローチを定めた。その後、本研究の分析で用いるデータの概要につい
て述べた。第 4 章では本研究の理論的枠組みとして、BTSJ コーパスの母語場面のデータを用い、ネ・ヨ・
ヨネの談話上における統合的機能を分類した。その結果、終助詞ネ・ヨ・ヨネは、命題内容の事柄の領域、
即ち聞き手領域、話し手領域、中立領域の 3 つの領域の違いにより、それぞれ要求系、提示系、表明系の
3 つの発話連鎖効力を持つ、11 種類の談話上における統合的機能に分類されることが分かった。ネ・ヨ・
ヨネの種類別でみると、ネが 5 つの機能に、ヨが 3 つの機能に、ヨネも 3 つの機能に分類された。第 5 章
では、第 4 章で考案した機能分類を分析の枠組みとして用い、母語場面の NS`及び接触場面の NS と NNS
の使用に対し、機能の使用頻度と使用の特徴について分析・考察した。第 6 章では第 5 章の NNS の終助
詞の使用実態の結果を基に、NNS の終助詞使用の問題を取り上げた。NNS の終助詞の言語問題として扱
ったものは、NNS の正用の中での過剰使用とみられる問題と、不自然な使用、誤用、終助詞の不使用の問
題、以上 4 つである。 
以上、各章で論じた内容を基に、本研究の結論は次の 3 点にまとめることができた。第一、本研究は終
助詞ネ・ヨ・ヨネの機能を談話レベルで捉えるために、文法的側面に位置づけられる命題内容の事柄領域
を上位レベルの機能と捉え、さらに発話連鎖において果たす発話連鎖効力という談話レベルの機能を、事
柄の領域の下に位置するものとして取り入れ、終助詞が持つ多様なレベル別機能を統合させた。この本研
究で考案した談話上における機能を統合させる方法の導入により、従来区別がはっきりしていなかった、
ネ・ヨ・ヨネの機能を区別することに成功した。また、文レベルの意味機能を超え、終助詞の機能は談話
展開においても働くことを指摘できたのと同時に、終助詞の使用を通して談話展開の志向を明らかにする
ことができた。本研究の機能分類は、NNS の使用を分析する目的から考案されたものであるが、このよう
な統合的機能分類のアプローチにより、終助詞の機能がより短い文レベルの文法性において上位レベルに
なっており、長い談話レベルの機能が下位レベルの機能として命題内容の事柄領域によって「支配」され、
細分類される形で、談話上にて統合的に働くといった、終助詞の多様な機能が持つ階層関係も示すことが
できた。 
第二、母語場面の NS`、接触場面の NS、NNS の終助詞ネ、ヨ、ヨネの 3 つを同時に取り上げて、その
使用実態の分析と相互比較を行うことで、NS`、NS、NS の使用実態の全貌を初めて明らかにすることに
成功した。特に、本研究では接触場面の場面性がもたらす NS の使用特徴と、NNS の中間言語の特徴を明
らかにすることに重点を置いた結果、接触場面の NS と NNS の使用特徴について以下のことが分かった。 
 
接触場面の NS の使用特徴 
まず領域の面からみると、NS は聞き手領域の終助詞、中でも特に要求系の機能を多用し、NNS に働き
かける特徴が見られた。また、NS は NNS の理解支援を工夫するために話し手領域の機能を使用し、文末
形式または談話展開をシンプルにしようとする特徴が見られた。次に発話連鎖からみると、個人差はある
ものの、NS 全体的に自らが主導して談話展開をする提示系の使用を控えていた。このような NS の使用特
徴を生み出す要因としては、接触場面の NS は NNS の談話展開や発話理解を促進する発話を多く発して
いることに起因することを指摘できる。そのような発話調整が、終助詞機能の使用頻度に影響していると
解釈することができる。 
 
接触場面の NNS の使用特徴 
まず領域の面からみると、NNS は話し手領域の機能を早く習得し、使用頻度も高いのに対し、聞き手領
域の機能は使用が少なく、習得が遅れていた。その要因としては聞き手に働きかける発話の難度が高く、
産出する機会も少ないためだと考えられる。次に、発話連鎖からみると、NNS は提示系の機能は使用頻度
が高く、正しく使用する頻度も多いことから習得が早いものと推察される。さらに、提示系の機能は談話
レベルを通して使いこなせており、NNS の独自な使用の在り方として定着していることが分かった。それ
に対し、要求系の機能と表明系の機能は、提示系の機能に比べると談話レベルを通して使う性格が弱く、
どちらかというと文レベルに留まった使用として定着したものが多く含まれる。その要因として、NNS は
自身の後続発話の産出に対する強い意識から、提示系の機能を頻繁に使用しているのに対し、聞き手と協
調的な相互行為を図る発話や、先行発話に向けた発話の産出する意識が比較的弱く、結果としてそれに関
係する発話連鎖効力の使用も比較的少なくなっている実態が明らかになった。 
第三、NNS の言語問題を NNS の視点から捉えなおすことができた。具体的には NNS の言語問題につ
いて、本研究では談話レベルを中心に NNS の視点から捉えなしているが、その結果として以下 4 点を明
らかにすることができた。 
1)NNS の過剰使用は、使用頻度の問題を超えて NNS の独自な使用(ストラテジー)であることを明らか
にした点である。NNS の過剰使用の分析と考察からは、NNS の終助詞の使用が NS の使用の特徴と類似
し、NS に近づく使い方をしている場合もあれば、対照的に NNS の独自な使用を増やしていくケースもみ
られる。また種類別の使用からは、発話産出や談話展開において活用するヨのほうは定着後には独自の使
用が増えるのと対照的に、独自な使用として定着したネのほうは、文レベルのスーパー文末詞として過剰
使用することで定着し、かつ NS の使用に近づけるため、使用頻度も NS に近づけて減少した可能性が考
えられる。 
2)不自然な使用は、単純なネとヨの混同ではなく、提示系の連鎖効力の濫用として捉えることができる。
しかし、過剰使用の問題は、NNS の視点から捉え直すと、発話の生成や談話展開のために NNS の独自な
使用方法の一つとしてみることもできる。 
3)不使用の問題は、単純に終助詞の使用頻度が少ないという問題ではなく、NNS の習得の視点から捉え
た場合、談話展開において働く終助詞が未習得である問題として捉えることもできる。さらに、不使用の
問題が影響を及ぼすケースは、接触場面における NS とのやり取りの方にあって、聞き手の NS の応答や
調整行動に影響し、会話の相手としての NS の調整行動の負担が重くなる可能性が生じることが示唆され
た。 
4)産出された使用における誤用数をみると、極めて少なかった。さらに、上記 3 点を踏まえて考えると、
誤用分析では NNS の使用は説明しきれないことが再確認された。 
 
本研究の意義と日本語教育への示唆については、主に以下の 2 点をあげることができる。 
第一、接触場面研究としての意義である。本研究では母語場面と接触場面の両方の会話データを用い、
分析の枠組みとなる機能分類方法を独自に考案し、その機能分類の枠組みを使うことで、母語場面と接触
場面それぞれにおける終助詞の使用を分析・考察した。それによって、接触場面の NSの使用を、母語場面
の NS`と比較し、接触場面の使用の特徴を明らかにすることができた。これらは学習者の終助詞の習得問
題のみならず、広く接触場面の言語使用や特徴を明らかにした研究としても意義があると考えられる。 
第二、学習者の中間言語研究としての意義である。学習者の中間言語研究としての意義として以下の 2
点を挙げたい。 
1)誤用分析の研究を深めることができた点。本研究では NNS の終助詞ネ・ヨ・ヨネの使用を文ベルから
談話レベルに拡大して考察したことで、学習者の終助詞使用の問題の原因が文法的側面にあるのか、それ
とも談話展開の側面にあるのかを明らかにすることが出来たと同時に、終助詞の誤用分析を談話レベルで
行うことでさらに深い考察ができた。このようなアプローチを通して、NNS の終助詞の言語問題は文法的
側面における問題は一部に過ぎず、多くの問題は文末の産出や談話展開といった NNS の独自な使用からく
る点が分かった。そして、さらに NNSの視点から行う中間言語分析の意義を指摘することが出来た。 
2)NNSの中間言語にみられる独自の使用実態を指摘することができた。本研究は NNSの視点を取り入れ、
終助詞の談話上の機能と実際の接触場面の相互行為の中で、NNS の中間言語の実態を体系的に分類して提
示することができた。このように実際の接触場面を対象として、NNS の中間言語として終助詞の使用と働
きを捉えることで、これまで主に誤用を中心に NNS の使用問題をネガティブに捉えてきた誤用分析の領域
を超え、そもそも NNS は NS とは異なる視点と目的を持って終助詞を使用することを指摘した。即ち、NNS
にとって、終助詞はモダリティよりも、談話展開や発話産出のために使用されるものであり、談話展開の
仕方(母語の影響も含めて)が終助詞の使用に影響することを明らかにした。このような NNS の終助詞使用
の分析視点は、従来の成果にはみられなかったものである。本研究の成果により、終助詞ネ・ヨ・ヨネの
第二言語習得研究に初めて新たな示唆を与えることができたと考える。 
 
一方、本研究はいくつか今後の課題も残されている。例えば NNS の調査対象者を滞在期間別に分けてい
るにも関わらず、短期、中期、長期の比較が十分になされていなかったことなどが挙げられる。また、本
研究では相互行為の視点を入れているが、主に話し手としての NNS の使用に焦点が当てられており、NNS
の発話に対する NS の応答や、NS の終助詞の使用に対する NNS の応答を相互的に捉える分析には至ってい
ない。NS が使用する終助詞に対し、NNS は適切な応答を返しているか否かも、NNS の終助詞の習得問題の
一部であると考えるのであれば、NSの終助詞発話に対する NNSの応答に注目した分析と考察も必要である
と言えよう。以上の課題については、今後研究を継続していきたいと思う。 
 
 
 
 
 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
本論文は日本語の日常会話において頻繁に使用される終助詞「ね」「よ」「よね」（以下、ネ、ヨ、ヨネ）
について、日本語学習者の使用実態と言語問題を、本研究において独自に考案した談話上の機能分類を中
心に学習者側の視点から分析・考察することを試みた論文である。 
本論文は７章から成り、まず第１章では、本論文の研究目的、研究対象、論文の構成について説明され
る。第 2 章では文法研究をはじめ、誤用分析、第二言語習得研究、接触場面研究などから終助詞に関する
指摘が幅広く批判的に検討され、学習者の終助詞の使用と問題の分析には、(1)文法性と談話性を統合する
視点、(2)接触場面（日本語母語話者と非母語話者による会話場面）における参加者の相互行為の視点、(3)
学習者の立場からの問題分析の３つの視点が必要であることが示される。第 3 章では本研究の分析の枠組
みとなる統合的機能分類の視点として、文レベルと発話レベル、さらに発話連鎖からなる談話レベルから、
それぞれ①モダリティに関わる命題内容の事柄の領域、②終助詞の発話機能、③一連の発話連鎖に及ぶ発
話連鎖効力のあり方が検討される。その上、これらの３つのレベルの働きを統合的に捉えなおすことによ
り、本研究の独自の終助詞の談話上における機能分類法の必要性が提示される。加えて学習者の終助詞の
正用と誤用を含むすなわち「中間言語」の捉え方とその分類規定が説明され、また分析に用いられる初対
面の日本語母語場面のコーパスデータ（6 組の計約 98 分）と、本調査において新たに収集された 18 組の
接触場面のデータの詳細が説明される。第４章では統合的な視点を基にコーパスの日本語母語場面のデー
タを用い、終助詞の談話上における統合的機能について分析と考察が行われる。その結果、終助詞ネ、ヨ、
ヨネは命題内容の事柄の領域、すなわち、聞き手領域、話し手領域、中立領域の３つの領域の違いにより、
それぞれ要求系、提示系、表明系の３つの連鎖効力をもつ 11 種類の機能に分類できることを明らかにして
いる。第 5 章では、4 章で考案した機能分類を基に母語場面と接触場面の終助詞の機能の使用実態が比較
検討される。接触場面の母語話者の場合、母語場面の母語話者と違って、聞き手領域の命題内容の事柄で、
談話進行を協調的に展開する要求系の連鎖効力をもつ終助詞を多く使用しており、そこでは接触場面特有
の母語話者の調整が終助詞の使用に影響している可能性が示唆される。一方で、接触場面の学習者は聞き
手領域に関わる要求系の終助詞の使用が少なく、後続する談話進行を一方的に展開しながら情報提示を行
う連鎖効力をもつ提示系のヨと、話題をまとめ、談話進行を終了に向かわせるための表明系のヨの使用が
顕著に多いといった、両場面の母語話者との違いが明らかにされる。第 6 章では学習者の終助詞ネ、ヨ、
ヨネの問題をとりあげ、学習者の視点から中間言語として捉え直している。とくに、過剰使用の問題の場
合、発話連鎖の働きは弱く、主に文末処理や当発話内容の強調のための「スーパー文末詞」などの文レベ
ルにおける過剰使用と、後続する談話展開の仕方や方向性を作る談話標識としての連鎖効力を活用すると
いった談話レベルにおける過剰使用の２つのタイプに分けられることが明らかになった。これらは、先行
研究にはない本論文の考察によって新たに分かった特徴である。また不自然な使用の場合は、談話展開の
ための提示系の連鎖効力を汎用することによる問題であることも明らかにしている。第７章では本論文の
分析と考察を通し、本研究の談話上における統合的機能分類の有効性が再度主張されるとともに、学習者
の談話展開の仕方が終助詞の独自の使用に影響していることが示される。 
以上のように本論文は、終助詞の研究を談話レベルにおける機能にまで広げたこと、接触場面の相互行
為の中で学習者の終助詞の多くは談話標識として働いており、その独自な使用が接触場面の特徴や言語問
題を創りだしていることを明らにしたことで、日本語教育研究並びに第二言語習得研究の発展に重要な貢
献をしたと考えられる。よって、審査委員会は全員一致で本論文を高く評価し、博士号を授与するに値す
るものと判定した。 
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論 文 内 容 の 要 旨  
 
 
いわさきちひろ(1918～74)は、戦後の日本において活躍した画家であり、主に絵本や童画の分野で数多
くの作品を遺した。子どもや母親、草花といった親しみやすい画題と、万人に受け入れられやすい画風に
よって現在も高い人気を得ている 。いわさきが死去してから 40 年以上が経過する現在において、彼女の
画業を研究する意義は以下に挙げた二つの側面に即して、絡み合いながら存在すると考える。 
いわさきは、現在「母性の画家」 として広く親しまれ、水彩による滲みやぼかしを用いて描かれた柔ら
かなタッチの作品に特に人気が集中している。そして、それら図像には、彼女自身の母親という属性が重
ねられて鑑賞される。しかし、実際には戦後に運動が復活したプロレタリア美術に強く影響を受けていた
ことを示す初期作品群や、戦後の社会運動に連動した作品活動といった政治的な要素も、彼女の画業のな
かで大きな比重を占めている。単に、子どもと母、花を牧歌的に描くことで現在のような人気や地位を形
成したわけではない。 
では、「母性の画家」といういわさきのイメージの固定化は、何に起因するのだろうか。人気の高さや情
報量に比して、客観的立場からの学術的な研究が極端に不足しているという問題がこうした事態を招いて
いると考える。特に、美術史分野の研究者が彼女の芸術を独立した対象として、自らの問題意識に沿って
論究してこなかった事実があげられる。また、彼女の画業中、初期から中期の作品や共産党との関わりが
重要視されてこなかったことも、いわさきの画業を全体的に理解することを阻んでいる。 
そして、いわさきに対してアプリオリ付される母性のイメージについては、母性の内実に踏み込んで検
討するジェンダーの視点の導入は必須であるが、その内容、イメージ発生の経緯が本格的に検討されるこ
とがなかった。 
加えて、「絵本画家」「童画家」という職業における女性の位置についても、ジェンダーの視点を導入し
た考察をおこなう必要がある。戦前・戦後の女性画家全般の位置づけに留まらず、絵画のジャンルや活動
領域のヒエラルキーもまた、ジェンダーの問題と密接に関わっているからである。さらに注目すべき点は、
いわさきが共産党員としての帰属を一貫して維持しつつ、絵本や童画の分野で活動し、広く一般に受容さ
れたことである。このような立場の画家は、戦前・戦後を通じいわさきちひろを措いて他に例がない。こ
の問題については、童画におけるジェンダー構造が深く関与していると考えられるため、その理由につい
て解明が必要である。 
一方、現代の日本社会におけるライフスタイルの多様化は、従来の固定化した価値観や社会システムの
機能不全を招き、さまざまな問題を際立たせている。それに反し、すでに学問上はその神話性が喝破され
ているにもかかわらず、母性というものへの期待や理想は相変わらず根強い。 
母性への強い社会的関心は、近代日本社会の成立とともに発生し、強化されてきた歴史があるが、現代
に直結する母性のあり方と社会システム、およびライフスタイルとの関係性が確立されたのは、戦後から
高度成長期においてである 。そこで、戦後を代表する「母性の画家」として認識されるいわさきの作品と
活動を詳細に検討することで、日本社会が母性に何を期待してきたのかを、その問題点と併せて明らかに
できると考える。以上が本研究の意義と目的である。 
以上、いわさきの活動の実態への認識や、母性イメージへの問い直しが決定的に不足している原因を整
理すると、以下の 4 点にあると考え、それに対する解決策を本稿の視座とした。 
 
①戦前を含む初期の活動や作品に対する認知、評価が低く顧みられない 。 
いわさきの初期作品については、美術史的に価値が低いと見なされる傾向があり、研究対象から外され
るに留まらず、情報自体が不足している。また、活動面については、戦前と戦後が分断されて伝わる。こ
れら問題について、戦前と戦後の活動との間の連続性を探る。また、戦後の芸術の潮流のなかでも特に、
画家としての出発点であるプロレタリア美術運動との関係を重視し、後の時代に及ぶ影響を検証する。時
代をまたいで醸成されていったいわさきの画風や画題の選択、画家としての姿勢が、作品においては、ど
の時期に出現し、いかに変化を遂げていったのかを浮かび上がらせる。 
 
②「母性の画家」としてアプリオリに語られる。 
いわさきについて、「母性の画家」としてのイメージが広く共有されるに至った歴史的経緯が明らかにさ
れていない。いわさき作品に、母性がどのように表現されているのか曖昧なまま、アプリオリにそれが備
わっているかのように称揚されている。また、母性に付随して語られる反戦・平和のイメージについても
同様の傾向が見られるため、各時期に重要視された「母性」の内容を、当時の社会背景に照らして検討、
整理し、いわさきが描いた図像との関係を解明する。いわさき作品と、その受容者が共有、あるいは反応
した各時代に特有のジェンダー観、ジェンダー編成との相関関係、相互作用を問い直す。 
 
③当初の媒体から切り離された観賞が主流となる。 
現在、いわさきの作品は掲載された媒体から分離したかたちで展示、掲載、商品化される場合がほとん
どである。こうした状況は、いわさきの作品の普及を促進する効果がある反面、当初の制作事情や作品の
依頼主の意図を不明にする。この問題を解決するため、作品を発表当時の媒体に再度関連付け、当時の文
脈に置き直して検討する。制作当時のさまざまな分野における依頼者側の意図が、いかなるものであった
かを明らかにし、時代ごとにいわさきの作品に期待されていた要素とその変容を分析する。 
 
④現代における「批評」の不在。 
1970 年代までは、特に戦争絵本に関して、外部の批評に開かれていたことが確認できる。しかし、いわ
さきの死後、年を追うごとにこのような批評が減少することで、イメージの固定化と再生産が促され、新
たな評価や解釈の可能性を逃していると考えられる。したがって、現代社会の状況もふまえて生前の作品、
活動から発生したイメージと、彼女の没後において美術館や言説によって普及されるイメージを整理する。
さらにはそれを超える解釈の可能性を呈示する。 
 
以上の視座をもって、いわさきの画業を初期（終戦～1950 年代中頃）、中期（1950 年代後半～1960 年
代中頃）、後期（1960 年代後半～1970 年代から現代も含む）の三つの時期に区分し、それぞれ第Ⅰ部（第
1～3 章）、第Ⅱ部（第 4～6 章）、第Ⅲ部（第 7～9 章）として考察した。その結果を、各章の概要として以
下にまとめた。 
 
第 1 章では、戦中と戦後間もない頃のいわさきの足跡を追った。戦中は、エリートキャリア女性であっ
た母・文江という存在にコントロールされながらも自立をめぐる悪戦苦闘をみせ、一定の主体性をもって
銃後の社会に活躍の場を求めていた姿が確認された。一方、いわさきが希望を見出した戦後の日本共産党
は、いわさきだけでなく多くの文化人にとって新しい活躍の舞台となった。いわさきも戦前・戦中に果た
せなかった画家になる目標と、自己実現を果たす場として共産党を選択したと考えられる。ただし、戦前
に培われた良妻賢母主義は、その後のいわさきと作品の受容者の双方に根強く共有され続け、いわさきが
人気を得る条件の一つでもあった。 
第 2 章では、共産党周辺で開始した活動内容と、1950 年を境に、多様な媒体に拡大した仕事を分析し、
いわさきに期待される母性のイメージがいかにして萌芽したのかを検討した。現存する油彩画や、美術団
体への出品履歴からは、伝統的に女性画家に期待された画題を選択する傾向を確認したが、それらによっ
て画家としての評価を高めることはできず、プロレタリア芸術運動のなかでは「プチブル」との厳しい批
判を受けた。初期の画業のなかには、母性のイメージを特に強調しようとする姿勢はみられず、むしろ、
母性を強調することは、外部からの要請によってもたらされていた。その転換点の一つとして、1950 年の
レッドパージおよび、共産党分裂による党関連の仕事の停滞から開拓された主婦向けの広告の仕事があっ
たと考察した。 
第 3 章では、いわさきの画業において最も重要な童画というジャンルに注目した考察をおこなった。戦
前は、プロレタリア童画と伴走しつつ童画全体のあり方が模索されていた。そのなかでも、プロレタリア
女性画家たちは、男性画家に比較してあらゆる面で不利な環境におかれていた。戦後は、民主化が掲げら
れた童画界に有名女性画家の進出も相次いだが、依然として強固な男性中心の体制は引き継がれていた。
いわさきにとって不利な条件のなか、セールスポイントを時代に即した形で引き出す編集者・稲庭桂子と
の仕事を契機に、童画分野で「母性の画家」としての期待が萌芽したことを明らかにした。 
第 4 章では、戦後から高度成長期にかけて拡大の一途を辿った絵本出版業界と、時期を同じくして増加
した専業主婦層との関係性に着目し、いわさきが絵本分野で評価を高めた過程を考察した。この時期に実
現した社会の安定とともに、教育への関心が高まり、子ども向けおよび母親向けの出版業は活況を呈した。 
それらは、母親は子どもの養育を何よりも優先させるべきという考え方を顕著に示し、「月刊保育絵本」を
はじめとする文化的装置を通して、この時期の多くの母親たちの間に浸透した。そうしたなか、母親から
の共感や憧れを獲得できるいわさきの画風は出版業界からの期待を集めたことを資料から示した。 
第 5 章では、いわさきが「月刊保育絵本」に描いた図像を中心に、それらに表象された当時の社会にお
けるジェンダー構造や主婦・母親のあり方を明らかにした。それら図像には全て「母から子への愛情の深
さ」が表現されていたことが考察された。その背景には、高度成長社会が要請する理想的な母親像を、自
らのアイデンティティとして内面化した既婚女性の存在が大きく影響していた。そうした女性たちにとっ
て、いわさきの描くきわめてジェンダー化された高度成長期の日本社会の縮図は、自身の欲望や存在価値
を肯定できる図像として歓迎され、人気を高めたと結論づけた。 
第 6 章では、1960 年代に目立つようになるいわさきの社会的活動について、その前後の時期の女性によ
る社会運動の状況を確認しつつ、受容層と画業の拡大との関連を検討した。初期の共産党周辺の芸術活動
のなかでは「プチブル」と批判を浴びたいわさきであったが、大量消費社会の膨張に伴い、政治的な場面
においても大衆の心をとらえられる画家として、期待がもたれるようになった過程を明らかにした。特に
母親たちに向けた発信力は、女性が主導する社会運動の場での活躍につながった。有職・無職にかかわら
ずあらゆる女性の共感を得ることができたいわさきは、作品だけでなく本人自身が女性運動の求心力とし
て期待感を高め、活動範囲は拡大していった。 
第 7 章は、1960 年代末期にみられる母親像や画風全体の変化がいかにして起きたのかを、当時の社会の
変化、また絵本業界の実情と並行させて理由を探った。この頃、高度成長が失速し、女性の生き方がさま
ざまに議論されるようになると、教育熱心な母親たちは一転して厳しい批判を浴びるようになった。一方
で、絵本業界における販路拡大路線は海外にも及び、海外で評価を高めるための絵本制作が模索された。
こうした要因を受け、曖昧な母親像や、滲みやぼかしを多用する描き方が生み出されたと分析した。ただ
し、図像として母親像は曖昧となっても、母子の絆を前面に押し出す方向性は一層強化された。母親のあ
り方が揺らいでいた時代だからこそ、より強い母性の表象は自身の存在意義を再確認したい女性側からも
一層希求されるものであったと考えられる。この時期に描かれた母子像は、時代の波に揺れる女性たちの
姿を反映しつつ、エンパワーメントにもなっていたことを考察した。 
第 8 章では、いわさきについて母性と共にもたれる「反戦・平和の画家」というイメージは、いかに形
成されたのかを現代の状況も含めて考察し、母性イメージの定着が「反戦・平和の画家」としての活動内
容を促進した可能性について検討した。1960 年代末から、ベトナム戦争に反対する数々の平和運動が多様
な女性団体によって繰り広げられ、母性は運動の根拠として重視された。そこで、すでに母性のイメージ
が広く持たれていたいわさきに、反戦・平和をテーマとした仕事が次々と依頼されるようになった。また、
戦争体験者としての親世代の減少は、いわさきの絵本のような「万人に受け入れやすい」戦争の表象を歓
迎し、彼女の「反戦・平和の画家」イメージは時代を追うごとに強まっていった可能性を指摘した。 
第 9 章では、いわさきの人気と評価は現在も衰えず、新しい受容者を獲得し続ける理由を、美術館の取
り組みや言説の流布、現代社会の状況から分析した。さらに、従来の典型的ないわさきのイメージの再生
産に留まらない、新たな解釈の可能性を呈した。美術館や多数の出版物は、画業の中・後期以降に形成さ
れた母性や反戦・平和のイメージが発信し続けているが、それは、受容者との間に構築された需要と供給
の強固な関係に由来していた。それ故にいわさきに付与されるイメージは繰り返し再生産され、ますます
固定化している。その一方で、注意深く観察すると、いわさきの「自作絵本」のなかには伝統的なジェン
ダー規範の踏襲に対する微かな懐疑が見出された。そこに、現代にまで持ち越されたいわさきからの問題
提起を掬い上げ、従来の枠にとらわれない解釈も可能であることを呈示した。 
 
以上の各章での考察内容をふまえ、序論で示した 4 点の問題への答えを以下にまとめた。 
 
①について 
戦前の活動と、童画界の状況を再検討したことで、いわさきの戦後の画家活動がそれらと地続きである
ことを示した。母からの良妻賢母教育や戦前の自立を巡る葛藤が、戦後の共産党入党と画家という職業の
選択に結び付き、戦後の美術界のジェンダー編成の変化にのって、活動範囲を拡大できたという一連の流
れがあったことを明示した。しかし、初期においては、いわさきの活動の中心となる場では男性中心的な
価値観と体制が固持され続けており、美術運動のなかでは低い評価をうけていたという実態も確認した。
いわさきは、そうした状況のなかであえて女性画家に期待される役割を積極的に担うことで、次第に評価
を高めたことを明らかにできた。 
 
②、③について 
これらについては、作品の制作背景や、発表された媒体を分析することで、いわさきに付与される「母
性の画家」というイメージ、またそれに付随して語られる反戦・平和のイメージは、社会の要請をうけ、
外部からもたらされていたことが判明した。また、要請される母親像は社会の揺らぎに応じて変化してお
り、いわさきはその変化を捉え、積極的に作品に反映させることで、さまざまな分野から重用される画家
となった過程が分かった。そして、いわさき自らもそうした役割を内面していき、母性の重要性を一貫し
て表現したことで、作者と作品の同一視をもたらし、さらに強固なイメージが確立した過程を示すことが
できた。 
 
④について 
いわさきの没後、美術館が情報や作品を一元化して管理するようになったことで、外部からの批評が次
第に減少したことがその一因であった。そして、中期、後期に確立したイメージは、受容者の要望とも重
なり、美術館を拠点に再生産され続けている。美術館は、画家のイメージの向上と作品の普及という当然
の使命があるため、これは必然的な現象ともいえる。しかし、本稿では、いわさきのイメージは、社会の
さまざまな局面が母性を要求することで作り上げられていったものであることや、母性偏重に対する問題
提起も読み取れるという新しい解釈を呈示した。したがって、これまで見落とされてきた「批評」という
空白部分に貢献できたと考える。 
 
以上の考察から得られた結果から、いわさきちひろを研究する意義について改めて検証すると以下のよ
うになる。 
まず、これまで注目されなかったいわさきの多岐にわたる活動内容や、画家としての戦略的な側面を掘
りおこすことができた。その新しい側面とは、次のようなものである。「母性」イメージを確立する以前の
初期においては、プロレタリア芸術運動の潮流と、戦前からの女性画家に求められた画題や画風との間で
せめぎ合いながら、自身の個性を打ち出す作品制作が模索されていた。しかし、いわさきの出自に対する
偏見も重なり、その作品は特に仲間うちから「プチブル」と排撃された。いわさきは、こうした場におけ
る活躍の可能性に見切りをつけ、自らの活動の舞台をより一般大衆に向けた印刷媒体へと定めていく。こ
の選択は、いわさきの画家として成功する道を切り拓いたといえる。 
中期になると、軟弱と批判された画風や、主婦・母親としてのバックグラウンドは、児童出版界の編集
者や広告制作者たちによって、新時代にマッチする画家として注目されるようになった。そして、彼らの
思惑通り主婦層の台頭と消費主義の進展に伴い、いわさきの評価や人気は高まりをみせた。高度成長前後
の時代の変化を敏感に捉える彼らとの協働なしには、いわさきの成功はなかったといえよう。戦後の混乱
を抜けて豊かな生活を手に入れつつあった主婦・母親層を意識したテーマ設定に加え、大正期の童画のノ
スタルジーと同時代的な要素を同時に盛り込んだいわさきの作品は、夢と現実の境界を曖昧とした。こう
した手法で、当時のジェンダー規範を肯定的に描き出し、広い範囲の「母親」という女性たちの目を満足
させた。 
そして後期においては、新しい時代の波に翻弄される女性たちの不安や混乱を包み込むような画風が出
現した。この時に確立した滲みやぼかしを生かし、説明的な要素を排除した画風は、時代や場所、階層、
思想といったあらゆる差異を超越する普遍性を獲得した。そうした際にも、いわさきの絵本制作には常に
敏腕の編集者が伴走し、彼女の画業を裏側から支えていた。 
さらに晩年には、いわさきが画家を目指した当初の目的に立ち戻るような画業が展開されていた。政治
色の感じられない後期の作品は、むしろ政治的な場において有用であった。戦前は「非合法」組織であっ
た共産党は、戦後になり徐々に市民権を得たことと、一般女性も参加するような女性運動との間に回路が
形成されたことで、いわさきのような双方において支持される画家は重用されるようになった。いわさき
自身も反戦・平和運動につながる作品制作を自ら積極的におこなうようになり、そのシンボルとなる威厳
に満ちた母親像を新たに創出した。 
ただし、いわさきの作品における女性性や母性の強調は、単純に男性側の望む女性・女性画家のあり方
に応えただけではなかったことは、改めて強調したい。本人は「たたかう」姿勢を明確には示さなかった
が、いわさきの画業全体は、依然として支配的であった男性中心の価値基準への挑戦でもあった。結果と
しては、いわさきはこれまで戦後の日本美術界における重要な「芸術家」としては見なされてこなかった。
しかし、その垣根の低さが親しみやすさにつながり、世代や立場を限定しない受容を促進し、いわさきの
一般大衆における知名度や人気は、あらゆるジャンルの画家のなかでも圧倒的に高いという実態がある。
いわさきは、男性中心の価値観や美術界のヒエラルキーを、迂回路を通じて乗り越えたといえる。このこ
とは、従来は低い位置に押し込められてきた童画や女性画家に対して新たな可能性を開拓した功績として
評価できよう。 
各時期の画業と画風の変遷を、戦後の社会、文化と緊密な関係性をもった一連のものとして再検討する
ことで、これまで看過されてきたいわさきの作品制作の実態と功績を明らかにし、戦後を代表する重要な
画家の一人であることを示すことができた。 
また、「母性の画家」という従来のイメージとは異なる新しい見解を呈示することを試みた点にも意義が
あったと考える。画業の全時期にわたる外部からの要請と絶え間ない交渉、試行錯誤の結果として、トレ
ードマークとしての母親像や子ども像が生み出されていた。いわさきの遺した夥しい数の母子の表象は、
母性というイメージは、時代ごとの「創造の産物」であることを逆説的に示している。そして、いわさき
の描いた母子像は、あらゆる局面において目的や問題解決を達成するためのイデオロギーとして機能する
側面もあった。ただし、その図像や自作絵本は、理想像を表象する一方で、その裏側には現代にも持ち越
される社会問題も内包しており、解釈の幅を広げている。この点がいわさきの作品に特有の潜在的な力と
いえる。 
 しかし、いわさきちひろに対する客観的立場からの研究の不足は、こうした実態を見えにくくし、「い
わさきちひろ＝母性」として、共に神聖視する現状を招いている。そうした状況に対して本稿では、いわ
さきちひろの描いた母性でさえ、社会のなかのさまざまな思惑の集積によって創り上げられたという現実
を示し、現代においてもなかなか切り崩されない母性信仰に対して一石を投じたことに、本研究のもう一
つの意義があったと考える。 
全体の考察を通し、母性という幻想が不可視にしてきたものは何か、また、その幻想に依存しなくては
維持できないものが抱えている問題、それ自体に目を向ける必要性を、いわさきの作品や画業から新たに
見出すことができたと考える。 
 
 
 
 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
本論文は、戦後日本を代表する絵本作家として今なお人気の高いいわさきちひろ（1918～1974）の画業
の全体像を歴史的、社会的文脈のもとに解明し、従来の評価の枠組みを批判的に再検討するものである。
女性の作品に対し、いわゆる「女性らしさ」を見て取る研究は、今日でも絶えない。特にいわさきの場合、
淡い色づかいや愛らしい子供をモティーフとするため、ステレオタイプな視線にさらされ、「母性の画家」
というイメージの固定化を招き、長らく美術史的評価や研究の対象とされてこなかった。これに対し本論
は、戦前の修学期から晩年までを通観し、いわさき作品における主題やモティーフ、表現の特徴の変遷を
浮かび上がらせる。そしてこれらが、社会的な要請に応えながら模索を経て、各時代に積極的に選ばれた
ことを、丹念な作品・資料調査に基づき指摘する。また、作品を発表する媒体や活動の舞台が、新聞・雑
誌、広告、絵本、教科書へと広がる過程を踏まえ、いわさきの画業の意味を、教育や戦後平和運動におけ
る女性の役割、位置付けと関らせて考究する。 
論文は三部構成をとり、いわさきの画業を三期（初期：終戦～1950 年代中頃、中期：1950 年代後半～
1960 年代中頃、後期：1960 年代後半～1970 年代）に区分する。第Ⅰ部（１～3 章）では、戦前における
いわさきの生育環境の検討からはじめ、満州の国策的女子教育にも主導的立場で携わった教育者の母との
関係、併せて幼少期に親しんだ「童画」というジャンルにおける画家と表現の両面におけるジェンダー構
造を分析する。そして、戦前・戦中から戦後へと連続する良妻賢母主義の影響、職業的自立への志向に基
づいて、いわさきが戦後に入党する共産党周辺の女性画家として期待された役割や機会に応え、次第に「母
性」を打ち出す仕事にシフトする状況を明らかにした。第Ⅱ部（4～6 章）では、戦後から高度成長期にか
けて隆盛する絵本出版業界と、同時代に増加する専業主婦層との関係に踏み込みながら、いわさきの作品
を分析する。幼稚園、保育園の園児とその母親を対象とする『こどものせかい』『チャイルドブック』他月
刊保育絵本、社会運動団体「新日本婦人の会」、教科書の表紙や挿絵等を主要な舞台として展開するいわさ
きの作品は、美的で洗練されたライフスタイルを提示することで、消費者として存在感を増す母親たちの
憧れを受けとめ、また母親の教育的役割を組み込んだ画面で社会の期待に応えて、人気を確立したと論じ
た。第Ⅲ部（7～9 章）では、いわさきの描く母親像の 60 年代末からの変化に注目する。この時期、専業
主婦、「教育ママ」に対する社会的批判が強まり、女性自身による内省と新たな母親像の模索が始まる。い
わさきは、絵と文の両方を手がける「自作絵本」の中で、滲みやぼかしの表現を磨き、後ろ姿の母に抱か
れる子供という新たな母子像を創出した。具体的、説明的な表現を排して象徴性を高めつつ、母と子の一
体感や絆を強調する「自作絵本」は、いわさきの代表作となっていった。併行して、出版社の支援、編集
者との協働を経て海外進出が実現し、国際的評価を受ける過程の解明をも試みる。さらには、ベトナム戦
争に対する反戦・平和運動の最中に手がけた戦争をテーマとする晩年の作品を対象とし、その中の母子像
が総じて、抒情的な画風と相まって子供＝平和の守護者としての母のイメージとして歓迎され、誰にでも
受け入れやすい戦争像を提供したことの功罪について論じた 
以上、本論文は、いわさき作品において変化、更新される母親像を中心に、表裏の関係をなす一貫して
希薄な父親像にも言及しつつ洞察力溢れる分析を展開する。そして、女性の役割や使命を「母」であるこ
とに特化し、「母性」に働きかける表象の力が今なお失効していない現実を明示すると共に、女性と子供、
教育、戦争といった領域を強固に結びつけてきたイメージと批評言説とを過去に遡って読み解き、両者の
構築過程を明らかにした。母性をめぐる今日的な課題に迫る本論文は、学位論文にふさわしい独自の成果
を上げたものと評価する。 
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論 文 内 容 の 要 旨 
 
Land subsidence is identified as a global problem and intensive studies are being conducted worldwide 
to detect and monitor this problem. However, in Nepal no research has been done regarding subsidence 
even though the existing conditions indicate the probability of subsidence occurrence. Therefore, 
this study will be the first to detect land subsidence and assess its risk in Kathmandu valley, 
Nepal. 
 
Differential Synthetic Aperture Radar Interferometry (DInSAR) is a remote sensing technique that 
is capable of detecting land surface deformation with centimeter accuracy with a large spatial 
coverage. In this research, this technique was applied to two pairs of Advanced Land Observing 
Satellite (ALOS) Phased Array L-band SAR (PALSAR) data to detect land subsidence in Kathmandu valley 
from 2007 to 2010. DInSAR was also applied to three pairs of ALOS 2 PALSAR 2 data (from 2014 to 
2015) to detect land subsidence in Kathmandu valley after the 2015 Gorkha earthquake event and see 
if the earthquake event had any effect on the subsidence. 
Risk assessment is simply an evaluation of the probability and frequency of occurrence of a hazardous 
event, exposure of people and property to the hazard and consequence of that exposure. Disaster 
Risk Index method, Analytic Hierarchy Process (AHP) along with Geographic Information System (GIS) 
tools were used to assess risk of land subsidence in Kathmandu Valley, Nepal. 
 
The DInSAR result for ALOS PALSAR data revealed several subsidence areas towards the center of the 
valley ranging from a maximum of 9.9 km2 to a minimum of 1 km2 coverage. Majority of the subsidence 
was observed in old settlement areas with mixed use development namely, Central Kathmandu, Chauni, 
Lalitpur, Imadol, Thimi, Madhyaour Thimi, New Baneshwor, Koteshwor and Gothatar. The subsidence 
depth was found to be gradually increasing from the periphery towards a center in almost all detected 
subsidence area. The subsidence depth was found to be in a range of 1 cm to 17 cm and the maximum 
subsidence velocity was found to be 4.8 cm/yr. The subsidence volume for each subsidence affected 
area was also calculated using a simple mathematical formula. It was found that the concentration 
of deep water extraction wells was higher in areas with higher subsidence rates. It was also found 
that the detected subsidence area was situated over geological formations mainly consisting of 
silica, sand, silt, clay and silty sandy gravel. 
 
DInSAR results for ALOS 2 PALSAR 2 revealed that no difference was found in the location of subsidence 
occurrence to that from 2007 to 2010 data. However, a little change in velocity and area covered 
were observed. The subsidence depth was found to be in a range of 1 cm to 25 cm. The maximum subsidence 
velocity was found to be 15 cm/yr. 
 
The location where maximum subsidence was observed (i.e. Maximum depth of 17 cm and 14 cm in Central 
Kathmandu and Lalitpur) was found to at high risk of experiencing land subsidence induced damage. 
Other location where subsidence was observed was found to be at medium risk and the rest of the 
Kathmandu valley was found to be at low risk with current data situation. 
 
Due to lack of previous land subsidence measurement data and difficulty to acquire GPS measurement 
data, the outcomes of this study have not been validated. But, owing to that fact that DInSAR is 
a well-developed methodology that has been capable of accurately detecting land subsidence is 
similar location to that of Kathmandu valley, the accuracy can be assumed to be acceptable. 
 
This study can be considered as the first step towards other comprehensive study relating to land 
subsidence. The outcome of this research provides a basic understanding of the current situation 
that can further assist in developing prevention and risk management techniques. 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
 ネパールの首都カトマンズはかつての湖が埋積された軟弱地盤の上に立地する都市である。人口増加、
都市化が進行しており、水資源として大量の地下水が揚水されている。そのため、地下水位の経年的低下
と地盤沈下の発生が認められていたが、系統的な地盤沈下モニタリングは行われていない。そこで、本研
究では ALOS衛星の合成開口レーダ （ーSAR)画像を用いたリモートセンシングによる地盤沈下量マップ作成
を試み、その成果に基づきカトマンズで地盤沈下がもたらすリスクの評価を試みた。地盤変動を検出する
DInSAR技術を適用できる SAR画像は 2007年から 2015年の間で 5つのペアが得られ、それぞれの期間の地
盤沈下量の分布と経年変化を明らかにすることができた。研究期間中の 2015 年にはカトマンズの北西約
80km を震央とする M7.8 の地震が発生し、カトマンズも大きな被害を受けた。地震前後の SAR 画像ペアか
ら広域の地盤変動を検出できたが、カトマンズでは地盤沈下による変動も継続して認められた。地震後の
地盤沈下域は地震前と大きな変化はなかったが、地震を挟んだ期間の最大沈下速度は 15.0cm/年となり、
地震前の 4.8cm/年より大きくなっていた。本研究で得られた地盤沈下量マップに基づき、カトマンズの人
口密度、GDP、建物集住人口密度の統計情報を用いて地盤沈下がもたらすリスクの程度を表す分布図を作成
した。これはカトマンズの都市計画策定の基礎資料としても高く評価される。 
 本審査会は7月21日に行われた。審査の結果、予備審査で指摘された事項について適切に対応していると
判断された。本研究で作成された地盤沈下量およびリスクマップはカトマンズが抱える進行中の地盤災害
の状況を適切に把握する上で有効な学術的ツールであり、ネパールの持続的発展を支える上で本研究の社
会的意義は大きい。よって、本申請論文は博士論文に値すると結論づけられた。 
 
７月２５日に本論文に関して剽窃チェックを行い、問題がないことを確認した。 
以上述べたように、審査委員会は本論文が博士（ 学術 ）の学位に値するものと判断した。 
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論 文 内 容 の 要 旨 
 
食品に含まれるストロンチウム 90の放射能を１時間程度で測定する検出器「リアルタイムストロンチウ
ム 90カウンター」を開発し、性能を実用水準に向上させた。これは屈折率 1.041のシリカエアロゲルを用
いたチェレンコフ検出器を応用することによって背景雑音である 40Kからのβ線γ線で応答しないように
設計している。90Srと娘核の 90Yは放射平衡状態なので、90Yからのβ線を計測することで間接的に 90Sr
の放射能濃度が測定できる。有効領域は 100mm×300mmである。このチェレンコフ検出器に天頂角 0-90度
で飛来する宇宙線ミューオンを抑制するベトーカウンターを設計し導入した。ミューオンに対して 99.9％
以上の検出効率を持つ。建屋のコンクリートに含まれている 214Biや 208Tlからのγ線は鉛と真鍮を用い
て遮蔽したことによって抑制した。空気中の 214Biからのβ線は無視でき、試料表面に付着した 214Biは
密閉状態で待機することで崩壊する。90Srの放射能濃度の測定限界は測定時間、背景頻度、90Srの絶対効
率、試料質量に依存する。性能試験の結果、背景頻度は 34.9±5.6/h、90Srの絶対効率は(1.11±0.53)×
10-3/Bq s、効率比(90Sr/40K)は 320倍、そして１時間測定における乾燥試料の測定限界は海産物で 43±
20Bq/kg、海水で 1.5±0.7Bq/kgと評価された。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
  
福島第一原発事故で環境中に放出された放射性核種の中で内部被曝で最も危険な核種は 90Srである。
90Srはアルカリ土類金属でありカルシウムのように骨組織に沈着し造血作用のある骨髄を半永久的に被曝
させる。90Srは容易に観測できるγ線を全く放出しないため測定が困難で、JIS規格に定められた測定法
では一ヶ月程度の測定期間が必要である。農産物や畜産物では 90Srと 137Csの濃度比が一定であるので、
測定の容易な 137Csの検査によって安全性が保証されている。ところが水産物では食物連鎖などで 90Srが
上位魚種に蓄積するので、137Cs濃度測定によって 90Sr濃度を推定する手法は利用できない。現在でも 90Sr
の短時間測定法は存在しない。 
伊藤は屈折率 1.041のシリカエアロゲルを用いたチェレンコフカウンターを開発した。これは 90Srの娘
核である 90Yが放出する高速β線に反応し、大部分の自然放射能や今回の事故で放出された他の核種には
反応しない。伊藤の開発した測定器は波長変換ファイバーを用いることによって 0.03平方㍍という大きな
有効面積を持ちながら直径 6mmという最小の光電子増倍管を使用して雑音頻度を大幅に削減している。こ
の測定器は測定時間１時間で食品では 46Bq/kg、飲料水では 1.5Bq/㍑の 90Sr汚染が 99％の効率で発見で
きる。さらに大面積化も容易であり、漁港で水揚げされた魚を出荷までの短時間で検査できる能力を持っ
ており、今後の福島県水産業の復興に大いに貢献するであろう。また伊藤は測定器における雑音の主因が
空気中の自然放射能 214Biからのβ線と石灰石に含まれる 208Tlからのγ線であることを発見し、現在原
因不明といわれている肺野部の肺がんの原因が吸入した 222Rnとその娘核による被曝の可能性を指摘して
いる。伊藤の研究は学術的にも社会的にも高い価値がある。 
 
７月２６日に本論文に関して剽窃チェックを行い、問題がないことを確認した。 
以上述べたように、審査委員会は本論文が博士（理学）の学位に値するものと判断した。 
氏 名 
学位（専攻分野）
学 位 記 番 号
学位記授与の日付 
学位記授与の要件 
学 位 論 文 題 目
論 文 審 査 委 員
李 理 
博 士（学 術） 
千大院工博甲第学２９号 
平成２９年９月３０日 
学位規則第４条第１項該当 
中国型コーポラティブ住宅普及の可能性に関する研究 
（主査） 教 授：柘植 喜治  
（副主査）教 授：中山 茂樹  教 授：上野 武 
教 授：小林 秀樹 
論 文 内 容 の 要 旨
中国では商品住宅が一般化しているが、開発会社が土地の購入から管理会社の決定まで全プロセスを主
導しており、居住者が参加する余地が乏しい。これに対して近年、居住者が主体的に関わる建設手法が注
目されている。具体的には、入居希望者が協力団体を形成し、開発会社の協力の下に土地を取得し、設計
会社や建設会社と委託契約を締結する方式であり、中国型コーポラティブ（CH）住宅といえる。しかし、
その実現事例は２例のみであり、専門家が十分に育成されていない段階である。今後、多様な住要求に応
えるために、中国型ＣＨの可能性を探ることが重要な課題といえる。 
 そこで、本研究では、中国の一般分譲住宅の実態を調査し、未内装、精装飾、全装飾の各タイプの特徴
を明らかにした。次いで、ＣＨの２事例（理想佳苑、関山偃月）の調査を行い、一般分譲との違いを把握
した。その結果、内装自由設計は一般分譲でも行われているが、ＣＨはスケルトン形状の変更が可能にな
っていること、さらに、企画段階で入居希望者が出資するため、価格上昇局面では、多く開発利益を得て
いることが分かった。さらに、日本のＣＨと比較した結果、中国では入居希望者の途中離脱への対応が不
十分であるため事業リスクが大きいこと、内装自由設計だけではメリットにならないこと等が明らかにな
った。以上を通して、今後の中国型ＣＨへの提案を行っている。 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨
中国では商品住宅が一般化しているが、開発会社が土地の購入から管理会社の決定まで全プロセスを主
導しており、居住者が参加する余地が乏しい。これに対して近年、居住者が主体的に関わる建設手法が注
目されている。具体的には、入居希望者が協力団体を形成し、開発会社の協力の下に土地を取得し、設計
会社や建設会社と委託契約を締結する方式であり、中国型コーポラティブ（CH）住宅といえる。しかし、
その実現事例は２例のみであり、専門家が十分に育成されていない段階である。今後、多様な住要求に応
えるために、中国型ＣＨの可能性を探ることが重要な課題といえる。 
 そこで、本研究では、中国の一般分譲住宅の実態を調査し、未内装、精装飾、全装飾の各タイプの特徴
を明らかにした。次いで、ＣＨの２事例（理想佳苑、関山偃月）の調査を行い、一般分譲との違いを把握
した。その結果、内装自由設計は一般分譲でも行われているが、ＣＨはスケルトン形状の変更が可能にな
っていること、さらに、企画段階で入居希望者が出資するため、価格上昇局面では、多く開発利益を得て
いることが分かった。さらに、日本のＣＨと比較した結果、中国では入居希望者の途中離脱への対応が不
十分であるため事業リスクが大きいこと、内装自由設計だけではメリットにならないこと等が明らかにな
った。以上を通して、今後の中国型ＣＨの可能性への提案を行っている。本論文は、中国での先駆的調査
分析であり高く評価された。 
 2017 年 7 月 18 日に公開発表会・審査会を開催し、論文発表と適切な質疑応答が行われた。また、7 月
13日に剽窃チェックソフトを用いて、本論文がオリジナルであることを確認した。 
以上述べたように、審査委員会は本論文が博士（ 学術 ）の学位に値するものと判断した。 
氏 名 
学位（専攻分野）
学 位 記 番 号
学位記授与の日付 
学位記授与の要件 
学 位 論 文 題 目
論 文 審 査 委 員
河瀬 絢子 
博 士（学 術） 
千大院工博甲第学３０号 
平成２９年９月３０日 
学位規則第４条第１項該当 
ＯＴＣ医薬品外箱デザインの改善に向けた実験心理学的研究 
－日本人消費者の選択行動特性における検討－ 
（主査） 教 授：林 孝一 
（副主査）教 授：魯 云  教 授：寺内 文雄 
教 授：日比野 治雄 
論 文 内 容 の 要 旨 
急速な社会の高齢化や生活習慣病の増加に伴い、セルフメディケーション（自己治療）の考え方が注目
されている。OTC医薬品を正しく選択するためには消費者が外箱記載事項をよく読む必要がある。OTC医薬
品の外箱記載情報に関する研究では、質問紙調査や面接調査を用いた意識調査や印象評価が多く行われて
いるが、視線計測等の手法を用いた実験心理学的研究はほとんど行われていない。本研究は、消費者の OTC
医薬品選択時の安全性向上に役立つ知見を得ることを目的とし、日本人消費者が OTC医薬品外箱を見る際
の行動特性について検討した。検討１では専門家と一般消費者の外箱記載項目に対する注視方法や OTC医
薬品に対するリスクの評価をすることにより、専門家よりも一般消費者はリスクを低く評価し、リスクに
関する情報をあまり読まないことが示唆された。検討２では日本人とアメリカ人で比較を行うことにより、
日本人はアメリカ人よりもリスクに関する情報をあまり読まない傾向がみられた。検討３ではブランドの
認知度による消費者の注視方法を比較することにより、消費者はナショナルブランドではブランド名、プ
ライベートブランドでは詳細な情報に依存した選択を行うことが示唆された。以上から、日本人消費者は
リスクに関する情報をあまり見ずにブランドやキャッチコピーに関する情報を見て選んでいることが示唆
された。OTC医薬品の適正使用を支援するためには、消費者の行動特性やリスクの捉え方を考慮してより
安全性を高めた外箱表示にすることや啓蒙活動が重要であると思われる。 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
現在はセルフメディケーション（自己治療）の概念の普及により、消費者が OTC 医薬品の正しい選択を
行うことが求められるようになって来ている。そこで、本研究は、OTC 医薬品の外箱記載情報のデザイン
の問題について実験心理学的手法を用いて詳細に検討を加えた。具体的には、OTC 医薬品選択時の日本人
消費者の行動特性について検討するため、被験者に視線計測実験や質問紙調査を行い、外箱記載項目に対
する注視方法や OTC 医薬品に対するリスクの評価について調べたのである。検討１からは、専門家と一般
消費者で比較を行うことにより、専門家よりも一般消費者はリスクを低く評価し、リスクに関する情報を
あまり読まないことが示唆された。検討２からは、日本人とアメリカ人で比較を行うことにより、日本人
はアメリカ人よりもリスクに関する情報をあまり読まない傾向が明らかになった。検討３からは、ブラン
ドの認知度による消費者の注視方法を比較することにより、消費者はナショナルブランドではブランド名、
プライベートブランドでは詳細な情報に依存した選択を行うことが示唆された。以上の結果は、日本人消
費者はリスクに関する情報をあまり見ずに、ブランドやキャッチコピーに関する情報を見て選んでいるこ
とを示唆するものである。したがって、OTC 医薬品を正しく選択するためには、消費者の行動特性やリス
クの捉え方を考慮してより安全性を高めた外箱表示にすることが重要であることが判明した。本研究のオ
リジナリティーは、OTC 医薬品の外箱記載情報デザインの問題に実験心理学的手法を応用し、多角的に検
討を加えているところに存する。平成 29 年 5 月 31日に開催された学位論文予備審査会においても、本論
文は学術的に高い価値を有していることが認められたが、審査委員よりいくつかの改稿すべき点も指摘さ
れた。そこで、それを踏まえ、改稿済の本学位論文に対し、平成 29年 7月 1日に剽窃チェックを行い、オ
リジナルであることを確認した上で、平成 29 年 7月 25 日に公開論文発表会・審査会を開催し、論文発表
と質疑応答が行われた． 
このような審査過程の結果、本論文は学術的に高い価値を有していることが認められた。 
以上述べたように、審査委員会は本論文が博士（ 学術 ）の学位に値するものと判断した。 
氏 名 
学位（専攻分野）
学 位 記 番 号
学位記授与の日付 
学位記授与の要件 
学 位 論 文 題 目
論 文 審 査 委 員
ＰＡＮＤＵ ＰＵＲＷＡＮＤＡＲＵ 
博 士（学 術） 
千大院工博甲第学３１号 
平成２９年９月３０日 
学位規則第４条第１項該当 
The Rice Postharvest Utilization Culture in Javanese Community of 
Indonesia： Case Study in Klaten Regency of Central Java 
インドネシアにおけるジャワ人コミュニティーにみられる収穫後の稲の
利活用の文化：中部ジャワ・クラテン地域における事例研究 
（主査） 教 授：寺内 文雄 
（副主査）教 授：佐藤 公信  教 授：柘植 喜治 
  教 授：植田 憲 
論 文 内 容 の 要 旨 
インドネシア・中部ジャワにおいて、人びとは、稲作を主な生業とした独自の生活文化を構築してきた。
しかしながら、1967年の政府主導による「緑の革命」の実施以降、米のみが換金作物として重視され、米
以外の部位はほぼ全てが野外で焼却処分されているのが現状である。このことは、大気汚染の一因となる
ばかりか、収穫後の稲の全体活用の知恵の潜在化、ひいては、人びとの地域社会への参加性や共同体意識
の低下を招いており、今日、伝統的な稲作文化の再確認が急務である。 
本研究は、インドネシア・中部ジャワにおける収穫後の稲の利活用の様相を現地調査によって調査し記録
するとともに、その社会的意義を把握し、生活者が主体となった今後の内発的な地域づくりの指針を導出
することを目的としたものである。 
中部ジャワ・クラテン地域をフィールドとして、かつての生活用具の復元を含む調査・記録ならびに考察
を行った。明らかになった知見は以下の通りである。(1)収穫後の稲を材料にした生活用具は計 64種類が
確認された。(2)日常生活にみられる生活用具は 41種類であり、いずれも稲田や家屋において用いられて
きた。(3)非日常生活にみられる生活用具は 23種類であり、稲田や家屋における年中行事・人生儀礼の他、
伝統芸能、王室の儀式、聖なる月の準備の儀式などで使用されてきた。(4)上記の生活用具の制作に必要な
技法は 11種類に分類され、多くの生活用具が「束ねる」「結ぶ」というきわめてシンプルな技術に基づい
て制作されてきた。(1)～(4)に基づき、収穫後の稲は、個人・社会・環境・神話の各要素をつなぐ重要な
媒体として機能してきたことが判明した。 
さらに、本研究では、上記の結果を踏まえ、クラテン地域の高等学校において収穫後の稲の利活用を若者
に紹介するためワークショップを企画・試行し、同文化の継承ならびに生活者主体の地域づくりへ向けた
可能性を検討した。 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
本研究は、インドネシア・中部ジャワにおける収穫後の稲の利活用の様相を現地調査に基づき記録する
とともに、その社会的意義を把握し、生活者が主体となった今後の内発的な地域づくりの指針を導出する
ことを目的としたものである。中部ジャワ・クラテン地域をフィールドとして、かつての生活用具の復元
を含む調査・記録ならびに考察を行った。明らかになった知見は以下の通りである。(1)収穫後の稲を材料
にした生活用具は計 64種類が確認された。(2)日常生活にみられる生活用具は 41種類であり、いずれも稲
田や家屋において用いられてきた。(3)非日常生活にみられる生活用具は 23 種類であり、稲田や家屋にお
ける年中行事・人生儀礼の他、伝統芸能、王室の儀式、聖なる月の準備の儀式などで使用されてきた。(4)
上記の生活用具の制作に必要な技法は 11 種類に分類され、多くの生活用具が「束ねる」「結ぶ」というき
わめてシンプルな技術に基づいて制作されてきた。さらに、本研究では、上記の結果を踏まえ、当該地域
において収穫後の稲の利活用を若者に紹介するためのワークショップを企画・試行し、本文化の継承なら
びに生活者主体の地域づくりへ向けた可能性を検討した。平成 29 年 7 月 13日、提出された論文に対して
公開論文発表会を開催し上記論文に関する発表ならびに内容に関する質疑応答を行った。 
また、平成 29年 7月 22日、剽窃チェックソフトを用いてそのオリジナリティーを確認した。その結果、
総じて、これまで明らかにされてこなかったインドネシア・中部ジャワにおける収穫後の稲の利活用の文
化が明らかになるとともに、今後のあるべき姿が導出されており、学術的に高い価値を有していると判断
された。 
 以上述べたように、審査委員会は本論文が博士（ 学術 ）の学位に値するものと判断した。 
氏 名 
学位（専攻分野）  
学 位 記 番 号  
学位記授与の日付 
学位記授与の要件 
学 位 論 文 題 目  
 
 
論 文 審 査 委 員  
張 紅霞 
博 士（工 学） 
千大院工博甲第工２６８号 
平成２９年９月３０日 
学位規則第４条第１項該当 
Hydration Reaction Analysis of CaO Particles for Chemical Heat 
Storage/Pump 
化学蓄熱・ケミカルヒートポンプ用石灰系粒子の水和反応分析 
（主 査）准教授：劉 醇一 
（副主査）教 授：佐藤 智司  教 授：塩田 茂雄 
     教 授：小倉 裕直 
 
 
論 文 内 容 の 要 旨  
資源・エネルギー問題および環境問題の観点から、本研究では、日本国内で自給可能な天然資源である
石灰石を焼成して得られる酸化カルシウム粒子の化学蓄熱・ケミカルヒートポンプ用反応材としての実用
性能向上に向けた反応分析を行った。1章の序論にて、各産地石灰石を原料とした化学蓄熱反応材の熱力
学特性や反応特性と化学蓄熱・ケミカルヒートポンプとの理論的関係を述べた。2章にて、純度が 99%以上
の長年ケミカルヒートポンプに使用されてきた広島・岡山産寒水石を粒径別に速度実験を実施し、グレイ
ンモデルをベースにして触媒モデルを提案し検討した結果、粒子が大きくなるにつれて内部の物質移動抵
抗が増加したことを触媒有効係数の導入によって明かにした。3章では、まず 2章で用いた広島・岡山産
寒水石に加えて地質年代や鉱床型が異なる香春産寒水石および不純物を含む峩朗産石灰石について、成分
や結晶構造の違いから化学蓄熱反応材としての耐久性を含めた性能予測を行った。次に、広島・岡山産寒
水石、香春産寒水石および峩朗産石灰石から焼成した酸化カルシウム粒子を利用し、粒子単層の試料にて
膨張・収縮による試料の崩壊等の違いを比較しつつ、化学反応特性を検討した。その結果、純度の高い 2
つの寒水石は、産地が異なっても反応特性における差が大きくないことがわかった。一方、不純物の多い
峩朗産石灰石においては、初回の反応率や反応速度は寒水石に比較すると低いが繰り返し反応によって活
性が高くなり、比較的強度を保った機能性材料として使える可能性が示された。以上より、峩朗産石灰石
を原料とした酸化カルシウム粒子が化学蓄熱・ケミカルヒートポンプ用の機能性材料として比較的実用性
能が高いことを明らかにした。 
 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨  
資源・エネルギー問題および環境問題の観点から、本研究では、日本国内で自給可能な天然資源である
石灰石を焼成して得られる酸化カルシウム粒子の化学蓄熱・ケミカルヒートポンプ用反応材としての実用
性能向上に向けた反応分析を行った。1章の序論にて、各産地石灰石を原料とした化学蓄熱反応材の熱力
学特性や反応特性と化学蓄熱・ケミカルヒートポンプとの理論的関係を述べた。2章にて、純度が 99%以上
の広島・岡山産寒水石を粒径別に速度実験を実施し、グレインモデルをベースにして触媒モデルを提案し
検討した結果、粒子が大きくなるにつれて内部の物質移動抵抗が増加したことを触媒有効係数の導入によ
って明かにした。3章では、まず 2章で用いた広島・岡山産寒水石に加えて地質年代や鉱床型が異なる香
春産寒水石および不純物を含む峩朗産石灰石について、成分や結晶構造の違いから化学蓄熱反応材として
の耐久性を含めた性能予測を行った。次に、これらの石灰石を焼成した酸化カルシウム粒子の化学反応特
性を検討した。その結果、純度の高い 2つの寒水石は、産地が異なっても反応特性における差が大きくな
いことがわかった。一方、不純物の多い峩朗産石灰石は、初回の反応率や反応速度は寒水石に比較すると
低いが繰り返し反応によって活性が高くなり、比較的強度を保った機能性材料として使える可能性が示さ
れた。以上より、峩朗産石灰石を原料とした酸化カルシウム粒子が化学蓄熱・ケミカルヒートポンプ用の
機能性材料として比較的実用性能が高いことを明らかにした。 
 平成 29年 7月 26日に公開論文発表会・審査会を開催し、論文発表と質疑が行われた。 
 平成 29年 7月 14日に剽窃チェックソフトを使用し、オリジナルであることを確認した。 
 以上述べたように、審査委員会は本論文が博士（ 工学 ）の学位に値するものと判断した。 
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論 文 審 査 委 員  
ＧＯＮＺＡＬＥＳ ＴＲＵＪＩＬＬＯ Ｃａｒｌｏｓ Ｅｄｕａｒｄｏ 
博 士（工 学） 
千大院工博甲第工２６９号 
平成２９年９月３０日 
学位規則第４条第１項該当 
Influence of Topography and Irregular Soil Substructure on Seismic 
Ground Motion in Two Contrasting Populated Slopes in Lima, Peru 
ペルーのリマ市内の 2 つの対照的な住民の多い斜面における地震動に与
える地形と不整形地盤構造の影響 
（主 査）教 授:山崎 文雄 
（副主査）教 授：岡野 創  教 授：荒井 幸代 
     准教授：関口 徹 
 
 
論 文 内 容 の 要 旨 
ペルーの首都リマはこの 60年の間に人口が急増したため、平野部だけでなく台地や山の斜面にも人が多
く住むようになった。これまでそのような斜面について地質・地形学的な観点での踏査はされてきたが、
地震動について定量的に評価された例はない。そこで本研究では、斜面のような不整形な地形および地盤
構造における地震動特性を定量的に評価することを目的として、表面波探査等の各種地盤調査を行い、そ
の結果から 2次元地盤モデルを作成し、有限要素法による地震応答解析を行った。 
 対象地は、岩山の山肌の地域と砂からなる台地の端で斜面付近の地域であり、どちらも以前は人が住ん
でいなかったが近年の人口増加により人が住むようになった典型的な地域である。地盤調査および解析の
結果、岩山の地域では、地盤が非常に硬いため地震動は平野部よりも小さくなり、山の不整形な形状によ
る地形効果は限定的であった。一方、砂の台地上では局所的に地震動が大きくなる地点があることが分か
った。その後の検討により局所的な増幅は、鉛直下方から来た地震波が斜面で反射・屈折し表面波として
地表を伝わることが原因であることが分かり、岩山の地域では山の麓の平野部において同様の現象が起こ
ることが分かった。 
 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
ペルーの首都リマはこの 60年の間に人口が急増したため、平野部だけでなく台地や山の斜面にも人が多
く住むようになった。これまでそのような斜面について地質・地形学的な観点での踏査はされてきたが、
地震動について定量的に評価された例はない。そこで本研究では、斜面のような不整形な地形および地盤
構造における地震動特性を定量的に評価することを目的として、表面波探査等の各種地盤調査を行い、そ
の結果から 2次元地盤モデルを作成し、有限要素法による地震応答解析を行った。 
 対象地は、岩山の山肌の地域と砂からなる台地の端で斜面付近の地域であり、どちらも以前は人が住ん
でいなかったが近年の人口増加により人が住むようになった典型的な地域である。地盤調査および解析の
結果、岩山の地域では、地盤が非常に硬いため地震動は平野部よりも小さくなり、山の不整形な形状によ
る地形効果は限定的であった。一方、砂の台地上では局所的に地震動が大きくなる地点があることが分か
った。その後の検討により局所的な増幅は、鉛直下方から来た地震波が斜面で反射・屈折し表面波として
地表を伝わることが原因であることが分かり、岩山の地域では山の麓の平野部において同様の現象が起こ
ることが分かった。 
 平成 29 年 7 月 20 日に公開論文発表会・審査会を開催し、論文発表と質疑が行われた。その結果、本論
文の内容は関連分野の研究に大きく寄与し、工学的に価値があるものと認められた。 
 平成 29年 7月 19日に剽窃チェックソフトを使用し、オリジナルであることを確認した。 
 以上述べたように、審査委員会は本論文が博士（ 工学 ）の学位に値するものと判断した。 
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論 文 審 査 委 員  
ＨＯＭＡ ＺＡＫＥＲＩ 
博 士（工 学） 
千大院工博甲第工２７０号 
平成２９年９月３０日 
学位規則第４条第１項該当 
Application of Polarimetric Synthetic Aperture Radar Imagery for 
Land Cover Classification of Urban and Suburban Areas 
多偏波合成開口レーダ画像を用いた市街地および郊外地域の土地被覆分
類 
（主 査）教 授：岡野 創 
（副主査）教 授：山崎 文雄  教 授：塩田 茂雄 
     准教授：丸山 喜久 
 
 
論 文 内 容 の 要 旨 
合成開口レーダ(SAR)センサは天候の影響を受けずに昼夜撮影できるため、都市における継続的な観測に
利用されている。近年、センサ技術の発展により、従来一つの偏波成分しか撮影できなった SARが、同時
に複数の偏波成分を観測できるようになった。多偏波画像はより多くの情報量を含むため、都市の土地被
覆分類に有効である。本研究では、多偏波衛星 SAR画像を用いて、都市およびその周辺域の土地被覆分類
を試みた。対象地域は、イランの首都テヘランと日本・熊本を選定した。テヘランは近年人口の増加につ
れ都市域が拡大し、土地利用の変化が著しい。そこで、光学センサ Landsat 8の画像、2偏波の ALOS-2 
PALSAR-2画像と Sentiel-1画像を用いて、土地被覆分類を行った。分類手法として最尤法とサポートベク
ターマシン(SVM)を使用した。また、SAR画像にテキスチャ分析を適用し、分類精度の向上を試みた。まず
テキスチャ分析における最適なウィンドウサイズを求めた。次に 1つの偏波画像から得られた 8つテキス
チャ特徴量と後方散乱係数を合わせて教師つき分類を行った。テキスチャ情報を加えることで、SAR画像
は光学センサ画像より高精度の分類結果が得られた。熊本においては、地震後に撮影された 4偏波の ALOS-2 
PALSAR-2画像を用いて、土地被覆分類と被害把握を行った。またテキスチャ分析以外に、四成分散乱モデ
ル分解も行った結果、設定条件により土地被覆分類の更なる精度向上の可能性が示された。 
 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
合成開口レーダ(SAR)センサは天候の影響を受けずに昼夜撮影できるため、都市における継続的な観測に
利用されている。近年、センサ技術の発展により、従来一つの偏波成分しか撮影できなった SAR が、同時
に複数の偏波成分を観測できるようになった。多偏波画像はより多くの情報量を含むため、都市の土地被
覆分類に有効である。本研究では、多偏波衛星 SAR 画像を用いて、都市およびその周辺域の土地被覆分類
を試みた。対象地域は、イランの首都テヘランと日本・熊本を選定した。テヘランは近年人口の増加につ
れ都市域が拡大し、土地利用の変化が著しい。そこで、光学センサ Landsat 8 の画像、2 偏波の ALOS-2 
PALSAR-2画像と Sentiel-1画像を用いて、土地被覆分類を行った。分類手法として最尤法とサポートベク
ターマシン(SVM)を使用した。また、SAR画像にテキスチャ分析を適用し、分類精度の向上を試みた。まず
テキスチャ分析における最適なウィンドウサイズを求めた。次に 1 つの偏波画像から得られた 8 つテキス
チャ特徴量と後方散乱係数を合わせて教師つき分類を行った。テキスチャ情報を加えることで、SAR 画像
は光学センサ画像より高精度の分類結果が得られた。熊本においては、地震前後に撮影された 4 偏波の
ALOS-2 PALSAR-2 画像を用いて、土地被覆分類と被害把握を行った。またテキスチャ分析以外に、四成分
散乱モデル分解も行った結果、設定条件により土地被覆分類の更なる精度向上の可能性が示された。 
 ２０１７年 7月 2１日に公開論文発表会・審査会を開催し、論文発表と質疑が行われた。 
 ２０１７年 7月 19日に剽窃チェックソフトを使用し、オリジナルであることを確認した。 
 以上述べたように、審査委員会は本論文が博士（ 工学 ）の学位に値するものと判断した。 
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論 文 審 査 委 員  
高田 健司 
博 士（工 学） 
千大院工博甲第工２７１号 
平成２９年９月３０日 
学位規則第４条第１項該当 
集住体ガバナンス形成論の構築に関する研究 
（主 査）教 授：柘植 喜治 
（副主査）教 授：中山 茂樹  教 授：上野 武 
    教 授：小林 秀樹 
 
 
論 文 内 容 の 要 旨 
 本研究は、人々が集まって住む地域社会（集住体）が、自律的かつ民主的に調整や意思決定とその執行
を行うことを集住体ガバナンスと定義し、その形成構造を明らかにしたものである。 
 近年、マンションの管理組合、一戸建住宅地の地域組織等において、良好な住環境を形成・維持してい
くために管理ルール等の創設・変更が必要となり、住民が主体的に参加し運営することの重要さが指摘さ
れている。しかし、このような集住体ガバナンス形成の構造、及びそれを左右する「人的環境」「物的環境」
「慣習的環境」「制度的環境」の具体的内容については十分に解明されていない。そこで、本研究では、民
間分譲マンション、区分所有型コーポラティブ住宅、小規模分譲マンション、賃貸型コーポラティブ住宅
を対象としてアンケートとヒアリング調査を行い、その形成構造を解明している。 
調査の結果、人的環境として参加型計画であることが有効であり、また居住者間交流がガバナンス形成
を促すこと、物的環境として集会室の存在や小戸数であることがプラスの効果をもたらすことが分かった。
一方、慣習的環境としては、入居時の顔合わせ会が入居後の参加意識に結びつくこと、また制度的環境と
しては、組合所有に近い形態をもつことが有効であることが明らかとなった。以上を通して、集住体ガバ
ナンス形成の構造とその影響要件をまとめ、今後の集住体運営に向けた提言を行っている。 
 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
本研究は、人々が集まって住む地域社会（集住体）が、自律的かつ民主的に調整や意思決定とその執行
を行うことを集住体ガバナンスと定義し、その形成構造を明らかにしたものである。 
 近年、マンションの管理組合、一戸建住宅地の地域組織等において、良好な住環境を形成・維持してい
くために管理ルール等の創設・変更が必要となり、住民が主体的に参加し運営することの重要さが指摘さ
れている。しかし、このような集住体ガバナンス形成の構造、及びそれを左右する「人的環境」「物的環境」
「慣習的環境」「制度的環境」の具体的内容については十分に解明されていない。そこで、本研究では、民
間分譲マンション、区分所有型コーポラティブ住宅、小規模分譲マンション、賃貸型コーポラティブ住宅
を対象としてアンケートとヒアリング調査を行い、その形成構造を解明している。 
 調査の結果、人的環境として参加型計画であることが有効であり、また居住者間交流がガバナンス形成
を促すこと、物的環境として集会室の存在や小戸数であることがプラスの効果をもたらすことが分かった。
一方、慣習的環境としては、入居時の顔合わせ会が入居後の参加意識に結びつくこと、また制度的環境と
しては、組合所有に近い形態をもつことが有効であることが明らかとなった。以上を通して、集住体ガバ
ナンス形成の構造とその影響要件をまとめ、今後の集住体運営に向けた提言を行い、有意義な論文として
評価できる。 
 2017年 7月 18日に公開論文発表会・審査会を開催し、論文発表と質疑が行われ適切な対応がなされた。
また、7月 10日に剽窃チェックソフトを使用し、オリジナルであることを確認した。 
 以上述べたように、審査委員会は本論文が博士（ 工学 ）の学位に値するものと判断した。 
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論 文 審 査 委 員  
李 志炯 
博 士（工 学） 
千大院工博甲第工２７２号 
平成２９年９月３０日 
学位規則第４条第１項該当 
実験心理学的手法による文字の太さと印象の関係の検討 －ひらがなと
カタカナを中心に 
（主 査）教 授：佐藤 公信 
（副主査）教 授：柘植 喜治  教 授：植田 憲 
     教 授：日比野 治雄 
 
 
論 文 内 容 の 要 旨 
文字の太さは文字の読む際の快適感と関係があり、可読性や視認性に影響を与える場合がある。また、
人間の感情や態度とも関係があり、これらによって文字に対する理解度が変化する場合もある。そのため、
正確なコミュニケーションの実現のためには文字の太さと印象の関係について検討する必要がある。 
 そこで、本研究では、その基礎研究として実験心理学的な手法を用いて検討を行った。具体的には、明
朝体と角ゴシック体の 2書体それぞれのひらがなとカタカナを対象に、印象評価実験、眼球運動計測実験
およびインタビュー調査を行い、文字の太さによる印象の変化を検討した。さらに、商品パッケージを用
いた印象評価実験を行い、背景（色、画像等）がある場合における文字の太さによる印象の変化を検討し
た。 
結果、文字の太さによって重さ、読みやすさ、上品さなどの印象が変化することが明らかになった。ま
た、文字の太さによる打ち込みやウロコなどの造形の変化、字面や懐の変化が印象に影響を与えることが
明らかになった。さらに、商品パッケージを用いた実験でも同様な結果が得られ、文字の太さによる印象
の変化は背景があっても同様な傾向がみられることが明らかになった。 
 本研究により、文字の太さによる印象の変化が明らかになった。また、従来はほとんど用いられること
のなかった実験心理学的な手法を用いることによって、文字の太さと印象の関係に対する科学的なアプロ
ーチの幅を広めたところに最大の意義があると考えられる。 
 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
本研究は、グラフィックデザイン等における実践的なデザインの場面においても重要な文字デザインに
関する基礎研究である。文字の太さは、文字の印象あるいは可読性や視認性へ影響を及ぼすこともある。
そのため、正確なコミュニケーションの実現には、文字の太さと印象の関係について検討を加える必要が
ある。そこで、本研究では、その基礎研究として実験心理学的な手法を用いて多角的に検討を行った。具
体的には、明朝体と角ゴシック体の２書体それぞれのひらがなとカタカナを対象に、印象評価実験、眼球
運動計測実験およびインタビュー調査を行い、文字の太さによる印象の変化について検討を加えた。さら
に、商品パッケージを用いた印象評価実験も行い、背景（色、画像等）がある場合における文字の太さに
よる印象の変化についても検討した。その結果、文字の太さによって重さ、読みやすさ、上品さなどの印
象が変化することが明らかになった。一方、文字の太さによる打ち込みやウロコなどの造形の変化、字面
や懐の変化が印象に影響を与えることも判明した。さらに、商品パッケージを用いた実験でも同様な結果
が得られ、文字の太さによる印象の変化は背景があるような場合でも同様な傾向が見られることも示され
た。本研究の結果により、文字の太さによる印象の変化の様相の詳細が明らかになった。本研究のオリジ
ナリティーは、従来は文字デザインの問題にはあまり用いられることのなかった実験心理学的手法を適用
し、文字の太さの変化による印象の変化について多角的に検討を加えているところに存する。平成 29年 5
月 31日に開催された学位論文予備審査会においても、本論文は工学的に高い価値を有していることが認め
られたが、審査委員よりいくつかの改稿すべき点も指摘された。そこで、それを踏まえ、改稿済の本学位
論文に対し、平成 29 年 7 月 1 日に剽窃チェックを行い、オリジナルであることを確認した上で、平成 29
年 7月 24日に公開論文発表会・審査会を開催し、論文発表と質疑応答が行われた。 
 このような審査過程の結果、本研究はデザイン科学の観点から重要で意義のある成果を提供する工学的
に価値のある研究であると認められた。 
 以上述べたように、審査委員会は本論文が博士（ 工学 ）の学位に値するものと判断した。 
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論 文 審 査 委 員  
王 志龍 
博 士（工 学） 
千大院工博甲第工２７３号 
平成２９年９月３０日 
学位規則第４条第１項該当 
On-Line Evaluation of the Electrochemical Characterizations of 
Lithium-Ion Battery (LIB) Slurry by Electrochemical Impedance 
Spectroscopy(EIS) Method 
電気化学インピーダンス法によるリチウムイオン電池スラリーの電気特
性オンライン評価 
（主 査）教 授：田中 学 
（副主査）教 授：松野 泰也  教 授：武居 昌宏 
     准教授：太田 匡則   
（外部審査委員）教 授：大川 富雄（電気通信大学） 
 
 
論 文 内 容 の 要 旨 
This thesis is mainly investigated the on-line dynamic electrochemical characterizations of 
Lithium-ion battery (LIB) slurry by electrochemical impedance spectroscope (EIS) method. Firstly, 
off-line static electrochemical characterizations of three samples which are PVDF-NMP solution, 
Carbon Black (CB) absent slurry and CB present slurry with different components weight ratios are 
measured by EIS method. Besides, the morphological images of LIB slurry are observed by Scanning 
electron microscope (SEM). By combining EIS Nyquist and Bode plots of three samples and SEM images 
of LIB slurry, a 10-parameter electrical equivalent circuit (EEC) is established for LIB slurry. 
Secondly, on-line dynamic electrochemical characterizations of LIB slurry under different shear 
rotational conditions of rotation speed n and rotation time t are investigated by EIS method with 
the established 10-parameter EEC. Thus, morphological structure characterizations of LIB slurry 
are obtained from the on-line dynamic electrochemical characterizations of LIB slurry, which was 
verified by morphological images of LIB slurry under different n. Namely, in the low rotation speeds 
of n=50rpm and n=150rpm, CB particles are aggregated into CB clusters with the increase of t. Moreover, 
in the high rotation speeds of n=300rpm and n=720rpm, the network structure of LIB slurry is well 
constructed with the increase of t.  
  
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
本論文は、リチウムイオン電池（LIB）製造ラインにおける LIBスラリーの性能動的評価のために、新し
い電気化学インピーダンス・スペクロスコピー法（EIS）法によるスラリーのオンライン計測手法を提案し、
スラリー内微粒子の形態構造の推定を行った。まず、PVDF-NMP溶液、カーボンブラック（CB）なしスラリ
ー、および重量比の異なる CB存在スラリーの 3種類のサンプルについて静的な条件下で、本手法により計
測を行った。さらに、回転速度 n および回転時間 t の異なるせん断回転条件下で、本手法により、スラリ
ーのオンライン電気化学的特徴について詳細を調べた。その結果、本手法であるナイキスト線図、ボード
線図、および、新たに提案された 10パラメータ法とを組み合わせることにより、スラリーの形態学的構造
の特徴が、推定可能であることを明らかにした。具体的には、本手法により、低回転(n = 50rpm、n = 150rpm)
では、CB 粒子は t の増加とともに CB クラスタに凝集し、高速回転(n = 300rpm、n = 720rpm)では、網目
構造が tの増加とともに良好に構築されることを示した。走査型電子顕微鏡(SEM)画像と比較し、本手法の
定性的な評価を行い、良好であるとの結論を得た。 
 平成 29 年 7 月 21 日に公開論文発表会・審査会を開催し、論文発表と質疑が行われ、審査委員の審議の
結果、以上の内容は、工学的に重要な知見であることが認められた。第 1回 平成 29年 5月 15日、第 2回 
平成 29年 7月 8日及び第 3回 平成 29年 7 月 28日(金)に剽窃チェックソフトを使用し、オリジナルであ
ることを確認した。 
 以上述べたように、審査委員会は本論文が博士（ 工学 ）の学位に値するものと判断した。 
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論 文 審 査 委 員  
ＦＥＢＲＹ ＰＡＮＤＵ ＷＩＪＡＹＡ 
博 士（工 学） 
千大院工博甲第工２７４号 
平成２９年９月３０日 
学位規則第４条第１項該当 
Energy Saving Enhancement of Battery Electric Vehicle over 
Electrified and Non-Electrified Railway Line Improving Kinetic 
Energy Recovery and Reducing Loss on Charging 
電化・非電化区間用蓄電池鉄道車両の運動エネルギー回収量の向上と充
電時の損失低減による省エネルギー効果の改善 
（主 査）教 授：劉 康志 
（副主査）教 授：佐藤 之彦   教 授：小圷 成一 
教 授：近藤 圭一郎  准教授：早乙女 英夫 
准教授：残間 忠直 
（外部審査委員）教 授：関屋 大雄（融合科学研究科） 
 
 
論 文 内 容 の 要 旨 
電化区間・非電化区間直通可能な蓄電池電車は、高効率で環境負荷の低い電気駆動の鉄道車両を低コス
トに実現する方法として注目されている。一方で蓄電池電車は、蓄電池の質量増による走行抵抗増加、蓄
電池充放電に伴う損失増加などにより、通常の電気車に比べ、消費エネルギーが増える傾向にある。その
ため、本論文では蓄電池電車の電化区間、非電化区間を通じた、消費エネルギー低減策として３つの方法
を検討、提案している。 
 １つ目の方法として、減速時に車両の運動エネルギーを極力多く回収し、消費エネルギーを低減する回
生ブレーキノッチを提案している。２つ目の方法として、電化区間走行時に遠方の負荷車に回生電力を多
く送電することで、変電所の消費エネルギー低減が期待できる、インバータ直流電圧を高く保つためのダ
ンピング制御法を提案している。また、３つ目の方法として、非電化区間で非接触給電を用いて車上蓄電
池を充電する際に、地上・車上コイルの位置ずれがあっても、充電電力の増加を抑え、損失低減を図るた
めの車上電力変換回路制御系の具体的な設計法を提案している。以上のように蓄電池電車のエネルギー消
費の低減を図る本研究成果は、蓄電池電車の普及に寄与するものである。 
 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
電化区間・非電化区間直通可能な蓄電池電車は、高効率で環境負荷の低い電気駆動の鉄道車両を低コス
トに実現する方法として注目されている。一方で蓄電池電車は、蓄電池の質量増による走行抵抗増加、蓄
電池充放電に伴う損失増加などにより、通常の電気車に比べ、消費エネルギーが増える傾向にある。その
ため、本論文では蓄電池電車の電化区間、非電化区間を通じた、消費エネルギー低減策として 3 つの方法
を検討、提案している。 
 1 つ目の方法として、減速時に車両の運動エネルギーを極力多く回収し、消費エネルギーを低減する回
生ブレーキノッチを提案している。2 つ目の方法として、電化区間走行時に遠方の負荷車に回生電力を多
く送電することで、変電所の消費エネルギー低減が期待できる、インバータ直流電圧を高く保つためのダ
ンピング制御法を提案している。また、3 つ目の方法として、非電化区間で非接触給電を用いて車上蓄電
池を充電する際に、地上・車上コイルの位置ずれがあっても、充電電力の増加を抑え、損失低減を図るた
めの車上電力変換回路制御系の具体的な設計法を提案している。以上のような蓄電池電車のエネルギー消
費の低減を図るための本研究成果は、蓄電池電車の普及に寄与するものである。 
 平成 29年７月 20日に公開論文発表会・審査会を開催し、論文発表と質疑が行われた。また、平成 29年
7月 18日に剽窃チェックソフトを使用し、オリジナルであることを確認した。 
 以上述べたように、審査委員会は本論文が博士（ 工学 ）の学位に値するものと判断した。 
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論 文 審 査 委 員  
長浜 佑樹 
博 士（工 学） 
千大院工博甲第工２７５号 
平成２９年９月３０日 
学位規則第４条第１項該当 
ホログラフィックプロジェクタの画質改善アルゴリズムおよび投影手法
の検討 
（主 査）教 授：小圷 成一 
（副主査）教 授：中口 俊哉  教 授：伊藤 智義 
     准教授：下馬場 朋禄 助 教：角江 崇 
（外部審査委員）主任研究員：市橋 保之（情報通信研究機構） 
 
 
論 文 内 容 の 要 旨 
 ホログラフィックプロジェクタは、ズームレンズを用いることなく投影画像の拡大、縮小が可能であり、
光学系をシンプルに構築できることから小型化が期待されている。さらに、複数のスクリーンに対してそ
れぞれ異なる映像を投影するマルチプロジェクションや、自由曲面のスクリーンに対して全面に合焦した
映像の投影など、既存のプロジェクタでは不可能であった映像投影が理論上可能とされている。しかしな
がら、再生像に重畳するノイズによる画質の劣化などがネックとなり、現在に至るまで実用化されていな
い。 
 本研究ではまず、同システムにおいて課題となっている、再生像に重畳するノイズを高速に除去するア
ルゴリズムを開発することによりこの問題の解決を図った。本研究では、GS(Gerchberg-Saxton)アルゴリ
ズムに基づいたアルゴリズムと再生像に重畳するノイズが原画像によらず類似したパターンを持つことに
着目した原画像の補正アルゴリズムの 2つのアルゴリズムを開発し、比較を行った。その結果、ホログラ
ム１枚当たりの計算時間を GSアルゴリズムと比較した場合で約 20倍の高速化を両方のアルゴリズムで実
現した。 
 また、ホログラフィックプロジェクタ独自の映像投影手法として、複数のスクリーンに対してそれぞれ
異なる映像を投影するマルチプロジェクションについて検討を行った。さらに、マルチプロジェクション
用のホログラムを生成し、再生シミュレーション及び光学系での再生を行った。 
 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
ホログラフィックプロジェクタは、ズームレンズを用いることなく投影画像の拡大、縮小が可能であり、
光学系をシンプルに構築できることから小型化が期待されている。さらに、複数のスクリーンに対してそ
れぞれ異なる映像を投影するマルチプロジェクションや、自由曲面のスクリーンに対して全面に合焦した
映像の投影など、既存のプロジェクタでは不可能であった映像投影が理論上可能とされている。しかしな
がら、再生像に重畳するノイズによる画質の劣化などがネックとなり、現在に至るまで実用化されていな
い。 
 本研究ではまず、同システムにおいて課題となっている、再生像に重畳するノイズを高速に除去するア
ルゴリズムを開発することによりこの問題の解決を図った。本研究では、GS(Gerchberg-Saxton)アルゴリ
ズムに基づいたアルゴリズムと再生像に重畳するノイズが原画像によらず類似したパターンを持つことに
着目した原画像の補正アルゴリズムの 2 つのアルゴリズムを開発し、比較を行った。その結果、ホログラ
ム１枚当たりの計算時間を GS アルゴリズムと比較した場合で約 20 倍の高速化を両方のアルゴリズムで実
現した。 
 また、ホログラフィックプロジェクタ独自の映像投影手法として、複数のスクリーンに対してそれぞれ
異なる映像を投影するマルチプロジェクションについて検討を行った。さらに、マルチプロジェクション
用のホログラムを生成し、再生シミュレーション及び光学系での再生を行った。 
 平成 29年７月１８日に公開論文発表会および本審査委員会を開催し、提出された論文の説明を受けた後、
質疑および討論を行い、学術的に価値のあるものと認めた。また、平成 29年７月１１日に剽窃チェックソ
フトを使用し、オリジナルであることを確認した。 
 以上述べたように、審査委員会は本論文が博士（ 工学 ）の学位に値するものと判断した。 
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論 文 審 査 委 員  
小岩 健太 
博 士（工 学） 
千大院工博甲第工２７６号 
平成２９年９月３０日 
学位規則第４条第１項該当 
ウィンドファーム併設型電力貯蔵システムの制御系設計 
（主 査）教 授：近藤 圭一郎 
（副主査）教 授：劉 康志   教 授：石谷 善博   
     准教授：残間 忠直 
（外部審査委員）教 授：田村 淳二（北見工業大学） 
 
 
論 文 内 容 の 要 旨 
本論文では、風力発電の導入拡大に貢献するために、低容量・低定格出力でウィンドファームの変動出
力を平滑化する電力貯蔵装置の制御系設計法を提案する。近年、化石燃料の枯渇や地球温暖化などの問題
が深刻化するにつれ、風力発電に注目が集まっている。しかしながら、風力発電の出力は風況によって変
化するため、電力系統の周波数変動を引き起こすことが懸念されている。このような背景から、風力発電
の変動電力を平滑化する電力貯蔵装置は広く研究されている。しかし、これまで提案されている電力貯蔵
装置の制御系は、低域通過フィルタを持つものだけであり、限定的な議論しか行われてこなかった。加え
て、そのフィルタのパラメータは試行錯誤的に設計されているため、それに付随する電力貯蔵装置の kWh 容
量および定格出力に関しても適切な値に設計することは困難である。したがって、場合によっては過剰な
電力貯蔵装置を用いてしまい、コストの増加が懸念される。また、制御器に低域通過フィルタを持つ電力
貯蔵装置は、電力系統の周波数制御で対応可能なウィンドファーム出力変動までも過剰に抑制するため、
必要以上に電力貯蔵装置が大型化することが懸念される。そこで、本論文では、電力貯蔵装置制御系にお
いて、従来の低域通過フィルタから脱却し、電力貯蔵装置の低容量・低定格出力化を実現する広いクラス
の制御器を提案し、その設計法を構築する。 
 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 近年、化石燃料の枯渇や地球温暖化などの問題に対処できる技術として、風力発電に注目が集まり、導
入数が指数的に増加している。しかしながら、風力発電の出力は風況によって変化するため、電力系統の
需給バランスを崩し、周波数変動を引き起こす恐れがある。このため、風力発電の変動電力を平滑化する
電力貯蔵装置は世界的に広く研究されている。 
 電力貯蔵装置の制御は単に電力の品質に影響を与えるだけでなく、必要な設備容量への影響も支配的で
ある。投資コスト削減のために、必要容量を最小化できる制御法が望まれる。しかし、これまで提案され
ている電力貯蔵装置の制御系は低域通過フィルタに限定したものだけであり、必要な設備容量は大きく、
コストは高い。 
 この問題に対して、本論文では、まず既存の電力系統に一定の電力変動を吸収する能力があることに着
目しウィンドファーム出力から電力系統周波数偏差までの周波数特性を調べ、蓄電設備で吸収するべき周
波数帯域を明らかにした。次に、ワーストケースの応答解析によって蓄電設備に必要な電力容量とエネル
ギー容量の上限を解明した。これらの関係は、設備容量を最小化する制御系設計の礎をなす。さらに、電
力の品質を保ちつつ、蓄電設備容量を最小化できる制御系の具体的な設計方法を 2 種類提案した。実風速
データを用いたシミュレーションにより、蓄電設備の定格出力を３０％程度削減できる結果になった。 
 平成２９年７月２０日に公開論文発表会・審査会を開催し、論文発表と質疑を行った。その結果、本論
文は風力発電の出力平滑化技術の基礎を築くものであり、学術的にも技術的にも価値が高いと全員一致で
認められた。また、平成２９年７月１４日に剽窃チェックソフトを使用し、オリジナルであることを確認
した。 
 以上述べたように、審査委員会は本論文が博士（ 工学 ）の学位に値するものと判断した。 
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論 文 審 査 委 員  
根尾 敦 
博 士（工 学）  
千大院工博甲第工２７７号 
平成２９年９月３０日 
学位規則第４条第１項該当 
ホログラフィを用いた映像投影システムの画質改善および計測システム
の検出精度向上に関する研究 
（主 査）教 授：小圷 成一   
（副主査）教 授：中口 俊哉  教 授：伊藤 智義 
     准教授：下馬場 朋禄 
     助 教：角江 崇 
 
 
論 文 内 容 の 要 旨 
ホログラフィとは物体の 3次元情報を干渉縞として記録する技術である。記録した干渉縞をホログラム
と呼び、ホログラムに照明光を照射することで元の 3次元情報を再生することができる。この原理を応用
した映像投影システムと計測システムの開発が進められている。これらシステムの性能は、表示デバイス
や撮像デバイスの性能に大きく依存する。本論文ではデバイスの性能に依存するこれらのシステムにおい
て、デバイスの変更を実施せずにシステムの性能を向上させる手法の検討が実施された。 
第一に、ホログラムの記録と再生を実施するシミュレータが MATLABを用いて計算機上で構築された。本論
文では取り扱う情報を行列化するとともに計算処理の GPU化を実施することで、繰返し処理を多用する計
算手法に比較して 453倍の計算速度向上が実現された。 
次いで、開発されたホログラムの記録再生シミュレータを用いて、映像投影システムにおける再生像の高
画質化技術と計測システムにおける超解像技術の検討が実施された。映像投影システムでは、従来のラン
ダム位相を付加する手法に代わって収束球面波をホログラム生成の際に付加することでカラー映像につい
て 6。9dB以上の画質改善が実現された。計測システムでは、検出した再生像の輝度の等高線を計算し、理
論的に計算して得られる点光源が形成する輝度の等高線と比較することで、検出分解能を向上させる手法
が検討された。この結果、イメージセンサのサイズによって決定される検出分解能以上の再生像を検出す
る実現の見通しが得られた。 
 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
ホログラフィとは物体の 3次元情報を干渉縞として記録する技術である。記録した干渉縞をホログラム
と呼び、ホログラムに照明光を照射することで元の 3次元情報を再生することができる。この原理を応用
した映像投影システムと計測システムの開発が進められている。これらシステムの性能は、表示デバイス
や撮像デバイスの性能に大きく依存する。本論文ではデバイスの性能に依存するこれらのシステムにおい
て、デバイスの変更を実施せずにシステムの性能を向上させる手法の検討が実施された。 
第一に、ホログラムの記録と再生を実施するシミュレータが MATLABを用いて計算機上で構築された。本論
文では取り扱う情報を行列化するとともに計算処理の GPU化を実施することで、繰返し処理を多用する計
算手法に比較して 453倍の計算速度向上が実現された。 
次いで、開発されたホログラムの記録再生シミュレータを用いて、映像投影システムにおける再生像の高
画質化技術と計測システムにおける超解像技術の検討が実施された。映像投影システムでは、従来のラン
ダム位相を付加する手法に代わって収束球面波をホログラム生成の際に付加することでカラー映像につい
て 6。9dB以上の画質改善が実現された。計測システムでは、検出した再生像の輝度の等高線を計算し、理
論的に計算して得られる点光源が形成する輝度の等高線と比較することで、検出分解能を向上させる手法
が検討された。この結果、イメージセンサのサイズによって決定される検出分解能以上の再生像を検出す
る実現の見通しが得られた。 
 平成 29年 7月 18日に公開論文発表会・審査会を開催し、提出された論文の説明を受けた後、質疑およ
び討論を行い、学術的に価値あるものと認めた。 
平成 29年 7月 11日に剽窃チェックソフトを使用し、オリジナルであることを確認した。 
 以上述べたように、審査委員会は本論文が博士（ 工学 ）の学位に値するものと判断した。 
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山手 太軌 
博 士（工 学） 
千大院工博甲第工２７８号 
平成２９年９月３０日 
学位規則第４条第１項該当 
CH/π相互作用を用いた実用的な接着システムの構築 
（主 査）教 授：坂本 昌巳 
（副主査）教 授：岸川 圭希  教 授：上川 直文  
     教 授：赤染 元浩 
     准教授：松本 祥治  
 
 
論 文 内 容 の 要 旨 
本論文は、これまで困難であったポリオレフィン材料に対して、接着機能にかかわる構造因子を詳細に
検討することで、CH/π相互作用を用いる実用的な接着システムの開発に成功したことをまとめたものであ
る。 
 第１章では、研究の背景としてのポリオレフィン材料に対する有効な接着システムのニーズと既存の接
着材の概要を述べて、本研究の目的を明確にしている。第２章では、ポリ（メタクリレート）を接着材の
母骨格として、多点 CH/π相互作用に有利な側鎖芳香族炭化水素基を探索し、接着強度が芳香族環の数に
伴い増加し、トリチル基が最も高い接着強度を示すことを見出している。第３章では、接着に適した高分
子主鎖構造を明確にし、CH/π相互作用の解離を引き起こす高分子運動性の抑制すること接着強度が向上す
ることを明らかにし、優れた接着材の設計指針として「側鎖に複数の芳香環を有する剛直棒状高分子によ
る接着システム」を提案している。第 4章では、その設計指針の妥当性を検証するため、異なる構造であ
るナフチル基をもつポリ(アクリルアミド）を合成し、その接着強度を調査している。その結果、接着強度
は既報論文や市販のポリオレフィン用接着材の強度から目標値とした 0.6MPaの 3倍以上の 2.1MPaを示し、
過去の接着システムを凌駕する実用的な接着システムの構築に成功している。第５章では、本研究の総括
と今後の実用化への展望を述べている。 
 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
本論文は、ポリオレフィン材料に対して有効な接着システムの開発を目的として、CH/π相互作用を用い
る接着システムの構築とそのために必要な接着材の設計指針について研究したものである。 
 まず、ポリ（メタクリレート）を接着体の母骨格として、多点 CH/π相互作用に有利な側鎖芳香族炭化
水素基を探索し、接着強度が芳香族環の数に伴い増加し、トリチル基が最も高い接着強度を示すことを見
出した。さらに、接着に適した高分子主鎖構造を明確にし、CH/π相互作用の解離を引き起こす高分子運動
性の抑制効果を明らかにし、優れた接着材の設計指針として「側鎖に複数の芳香環を有する剛直棒状高分
子による接着システム」を提案した。そして、その設計指針の妥当性を検証するため、異なる構造である
ナフチル基をもつポリ(アクリルアミド）を合成し、その接着強度を調査した。その結果、接着強度は既報
論文や市販のポリオレフィン用接着材の強度から目標値とした 0.6MPa の 3 倍以上の 2.1MPa を示し、過去
の接着システムを凌駕する実用的な接着システムの構築に成功した。 
 このように、これまで困難であったポリオレフィン材料に対して、接着機能に関する構造因子を詳細に
検討することで、CH/π相互作用を用いる実用的な接着システムの開発に成功している。 
 平成 29年７月 13日に剽窃チェックソフトを使用し、オリジナルであることを確認した。 
平成 29年 7月 24日に公開論文発表会・審査会を開催し、論文発表と質疑が行われた。 
 以上述べたように、審査委員会は本論文が博士（ 工学 ）の学位に値するものと判断した。 
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西内 李佳 
博 士（学 術） 
千大院園博甲第学６８号 
平成２９年９月３０日 
学位規則第４条第１項該当 
最終氷期最寒冷期の本州中部から西部の森林植生の標高・地形分布 
（主査）教 授  小林 達明 
（副査）教 授  百原 新      准教授  野村 昌史 
    准教授  梅木 清       
 
 
論 文 内 容 の 要 旨  
 
本州の中部と西部において，低地から丘陵・山地に至るまでの地形変化に応じた最終氷期最寒冷期の森林
の分布立地を，花粉化石と大型植物化石にもとづいて明らかにした．当時の本州には，トウヒ属バラモミ
節，カラマツ属，チョウセンゴヨウといった現在では分布域が限られるマツ科針葉樹が広く分布していた．
本州中部ではシラビソ，トウヒ，コメツガといった現在の亜高山帯針葉樹林の構成種は丘陵や山地の斜面
を中心に分布しており，低地でも台地などの斜面に生育していた．温帯落葉広葉樹は，主に沿岸部の低地
や台地・丘陵を刻む谷底の中湿な環境に生育し，山地でも広い湿原や湖の周囲にわずかに分布していたと
考えられた．本州西部でも，低標高地の急斜面に亜高山帯針葉樹林が成立し，温帯落葉広葉樹は山地の湿
原の周囲の中湿な環境に生育していた．最終氷期最寒冷期の森林分布は，標高が高くなるにつれ温帯性樹
種から亜高山帯針葉樹に移り変わるとこれまでは考えられていたが，本研究では温帯性樹種と亜高山帯針
葉樹の分布域が現在よりも広い範囲で重なっており，関東地方の低標高域や西日本でもそれぞれが地形に
応じて棲み分けていたことが明らかになった．最終氷期最寒冷期の寒冷・乾燥気候によって，湿潤な環境
を好む落葉広葉樹の分布が谷底や湿原の周囲に限定され，乾燥した斜面に針葉樹が分布するという棲み分
けが，現在よりも顕著であった可能性が示唆された．  
                   
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
本論文は別紙（論文要旨）のように、本州中部および中国地方の最終氷期最寒冷期の森林植生の標高・
地形分布を研究したものである。本論文は平成 29年 6 月 23日に提出され、その後上記 4 名の審査委員に
より論文の内容および構成等の観点から慎重に審査された。 
平成 29 年 7 月 20 日に、公開論文発表会を開催し、論文の発表と論文内容に関する質疑応答を行った。
発表会の後に審査会を開催し、以下の結果を得た。 
本研究は、地形との関連を復元しやすい谷の上流部の植物化石に着目し花粉と大型植物化石の両方を検
討したこと、従来は気温条件との関係だけで植物の分布が議論されてきたが、乾燥気候が卓越した最終氷
期では地形に対応した乾湿条件が植物の分布を大きく左右したこと、内陸域でも湿潤な場所に落葉広葉樹
種が分布したため最終氷期最寒冷期終末の温暖化の開始とともにそれらが急速に分布拡大したことを明ら
かにしたことが学術論文として評価された。発表会の質疑応答を経た審査会において、予備審査会で指摘
のあった、従来の研究に対する位置づけが十分明確に表現され、図表の不備も修正されたこと確認され、
学位論文に値すると判断した。 
以上より申請者が博士（学術）の学位に値する専門分野における学識と研究能力を有すること、および
外国語については、国際誌や国際学会での発表と、本審査会の発表を英語で行ったことにより、十分な英
語の能力をもつことを確認した。学位規定の公表論文の条件である論文については、和文誌に 2 本（第四
紀研究，植生史研究）と国際誌 Quaternary Internationalに公表済みであることを確認し、学位規定の
公表論文の条件を満たすことを確認した。 
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論 文 審 査 委 員  
AKHMAD ARIFIN HADI 
博 士（学 術） 
千大院園博甲第学６９号 
平成２９年９月３０日 
学位規則第４条第１項該当 
Identifying Impressive Landscape Objects and Important Places using 
Visitors’ Geotagged Photos and GPS Tracking 
（来訪者の GPS トラッキングデータとジオタグ付き写真を用いて把握し
た印象的な景観の構成要素と位置） 
（主査）教 授  本條 毅 
（副査）教 授  古谷 勝則      准教授  梅木 清 
    教 授  小林 達明       
 
 
論 文 内 容 の 要 旨  
 
The visitors' preferences is important to be considered to manage the landscape effectively. The 
visitors­employed photography (VEP) method combined with GPS tracking method were used to identify  
preferred or impressive landscape objects and information of respondents' movements. The research 
was conducted in Bukit Kucing Forest (BKF) and Bogor Botanical Garden (BBG) Indonesia. There were 
61 participants in BKF and 35 participants in BBG. Each participant walked inside the site and 
captured impressive landscape objects using their own smartphone. GPS logger were attached to each 
participant to record their actual geo-positions on-site. The places where GPS tracking points and 
vantage points of geotagged photos significantly clustered were analyzed by using Getis-Ord Gi* 
hotspots analysis in ArcGIS. Beside vantage points analysis，each photo was identified its focused 
object. The result shows that there were places where participants took photos more frequently, 
both in ordinary photos or selfie photos. According to photos' focused objects, the impressive 
landscape objects that frequently captured in participants’photos are plants, man-made structures 
and opening areas. As conclusion, the use of photos combined with GPS tracking is effective method 
to identify places and impressive objects of a landscape and represent them spatially. The hotspots 
maps and popular impressive objects selected by participants were valuable information for landscape 
planning and management of both sites.  
Keywords: landscape, preferences, Geotagged photos, selfies, GPS, hotspots, colonial   
                   
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
本論文は現地調査によるジオタグ付き写真を用いた印象的な景観構成要素の把握について検討したもの
である。本論文は平成 29 年 6 月 23日に提出され、その後上記 4 名の審査委員により論文の内容および構
成等の観点から慎重に審査された。 
平成 29 年 7 月 11 日に、公開論文発表会を開催し、論文の発表と論文内容に関する質疑応答を行った。
発表会には審査委員と一般聴衆の合計で約 18名が参加した。発表会後に審査会を開催し、以下の結果を得
た。 
本研究は、以下の点が学術論文として評価できる。都市内の森林と植物園を対象に、利用者の印象と行
動を、一般に普及しているスマートフォンと GPS を活用して、誤差を少なくしながら簡便に取得する手順
を示した。また、得られた写真と利用者の行動データより、行動と興味を持つポイントの関係について理
論を示した。これらはランドスケーププランニングに貢献する理論となる。審査の結果、学位論文に値す
ると判断した。 
以上より申請者が博士（学術）の学位に値する専門分野における学識を有すること、および外国語につ
いても試験の結果、その英語の能力をもつことを確認した。さらに、本論文の内容に関する論文が Journal 
of Indonesian Tourism and Development Studies （2017,5(2), 73-80）と Journal of Architecture & 
Environment（2017,60(1), 27-40）に公表されていることを確認した。 
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論 文 審 査 委 員 
土居 邦弘 
博 士（学 術） 
千大院園博甲第学７０号 
平成２９年９月３０日 
学位規則第４条第１項該当 
東日本大震災の緊急時政府食料調達の考察 
－不測時の安定的食料供給への提言－ 
（主査）教 授  小林 弘明 
（副査）教 授  櫻井 清一    教 授  松岡 延浩 
    教 授  栗原 伸一     
（外部審査委員）宇都宮大学農学部教授  安藤 益夫  
 
 
論 文 内 容 の 要 旨 
 
東日本大震災において，政府は初めて被災者支援のための食料支援を調達から輸送までを直接実施した．
日最大 150万食の主食の調達にも困難を極め，トラックの調達も長時間を要し,被災地への食料の輸送が大
きく遅れる事態に陥った．政府食料調達のデータ分析から，食料及び輸送手段の調達は事前準備が十分利
用されていた．一方,要請に対応した食料を増産できる生産拠点は地域的に偏りがあり被災地までの輸送距
離が長距離となり，燃料や車両不足などによりトラックの確保が遅れるなど不可避的な理由により,発災当
初，被災地では食料が届かず必要数量を確保できなかったことが明らかになった．また，POS データの分
析から被災地以外の地域において買いだめと考えられる消費行動が存在し，結果として政府が実施する食
料調達の妨げとなった．中央防災会議（2016）は首都直下地震において東日本大震災の 10倍の食料支援が
必要であるとしている．東日本大震災での食料需給に関する分析結果，食品企業の生産能力に関するアン
ケート調査，食品企業の地域的な偏在を踏まえて，首都直下地震時における三種類の主食（精米，即席麺，
パン）の需給状況を推定した．この結果，東日本大震災時並みの規模で一般市民に対する食料供給及び被
災者支援を実施した場合，三種類とも需給が逼迫することが明らかとなった．これに対応するためには，
支援食料が不足する一週間以上の食料備蓄を官民とも進めるとともに，発災時には食料の買いだめをしな
いという消費行動，不測時に対応した実現可能な企業のＢＣＰ策定・準備が重要である．  
                   
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
本論文は東日本大震災発生後に政府が実施した緊急時食料調達行動の実績をデータに基づき検証し、問
題点を明らかにするとともに、得られた知見に基づいて首都直下地震をはじめとする不測の事態に備えた
食料の備蓄ならびに供給体制構築に向けて提言を行っている。本論文は平成 29 年 6 月 23 日に提出され、
その後上記 5 名の審査委員（外部審査委員も含む）により論文の内容および構成等の観点から慎重に審査
された。 
平成 29年 7月 4日に公開論文発表会を開催し（参加者 11名）、論文の発表と論文内容に関する質疑応答
を行った。発表会の後に審査会を開催し、以下の結果を得た。 
本研究は以下の点が学術論文として評価できる。①政府が調達した食料に関するデータを集計・分析し、
緊急食料調達の成果と問題点を定量的に実証している。②政府の食料調達行動の分析に加え、震災時に発
生した消費者の買いだめ行動も分析し、それが被災地の食料供給に及ぼす影響を考察している。 
予備審査時に指摘を受けた事項については、全て適切に加筆ないし修正がなされていた。発表会でのプ
レゼンテーションもわかりやすく、応答にも問題は見られなかったため、本研究は学位論文に値すると判
断した。 
以上より申請者が博士（学術）の学位に値する専門分野における学識を有すること、また外国語（英語）
についても参考論文として提出された国際シンポジウム招聘報告等の内容から、英語の能力をもつことを
確認した。さらに、本論文の内容に関する論文が「農村経済研究」「日本災害食学会誌」等に計 6報公表さ
れていることを確認した。 
 氏 名 
学位（専攻分野）  
学 位 記 番 号  
学位記授与の日付 
学位記授与の要件 
学 位 論 文 題 目  
 
論 文 審 査 委 員  
窪田 吉紘        
博 士（医学） 
千大院医薬博甲第医１４３０号 
平成２９年９月３０日 
学位規則第４条第１項該当 
Low-tube-voltage CT assessment of Adamkiewicz artery 
(低管電圧 CT による Adamkiewicz 動脈の描出に関する検討) 
（主査）教 授  横手 幸太郎 
（副査）教 授  中谷 行雄    教 授  松宮 護郎 
 
 
論 文 内 容 の 要 旨  
 
【目的】Adamkiewicz 動脈は胸髄の主な供血路として知られている。大動脈の手術におい
て術前にこの血管を同定することは術後の脊髄麻痺のリスク低減や手術時間の短縮に寄与
すると考えられるが、CT での同動脈の正確な描出は未だに難しいとされている。造影 CT
での低管電圧撮像は動脈など脈管の造影効果の上昇が期待される。本研究では低管電圧撮
像が従来の撮像に比べて Adamkiewicz 動脈の描出能の改善に寄与するかの検討を目的とし
た。 
【方法】2016 年 4 月から 2017 年 4 月にかけて 100-kVp ないし 120-kVp で撮像された大動脈
の CT-angiography (100-kVp 群 41 症例、120-kVp 群 42 症例、計 83 症例)を後方視的に検討し
た。造影 CT の動脈相で、大動脈の CT 値、contrast-to-noise ratio (CNR)及び脊髄の image noise
を算出し比較した。Adamkiewicz 動脈の描出能はその描出の程度を 4 段階で２名の放射線科
医がそれぞれ独立して評価した。また、被ばく線量を算出し、比較を行った。 
【結果・考察】低管電圧(100-kVp)群において大動脈の CT 値、CNR が有意に上昇した(P < 
0.001, P = 0.041)。Image noise に有意差は見られなかった(P = 0.139)。視覚評価では 100-kVp
群でAdamkiewicz動脈の描出能が有意に上昇した(100-kVp群; 2.73 ± 0.98, 120-kVp群; 2.02 ± 
1.00, P = 0.002)。低管電圧撮像による動脈の CT 値の上昇及び脊柱管内の CNR の向上が
Adamkiewicz 動脈の描出能の向上に寄与したと考えられた。被ばく線量は二群で有意差が見
られなかった(P = 0.355)。CT 装置に実装されている AEC (automatic exposure control)が image 
noise を一定に保つために管電流を変化させたことが一因と考えられた。 
【結論】低管電圧撮像によって、大動脈の造影効果が上昇し、大動脈の CNR が改善した。こ
れにより脊柱管内の CNR が改善したことが、Adamkiewicz 動脈の描出能の向上に寄与したと
考えられた。 
 
 
 
 
 
                  
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
  
大動脈の外科手術や血管内治療において脊髄の主要な供血血管である Adamkiewicz 動脈を術
前に同定することは、治療の合併症である脊髄虚血のリスク低減や施術時間の短縮につなが
り有用であるとされている。しかしながら、同動脈は非常に細く、周囲を骨に囲まれている
ため、CTによる描出は未だに容易ではない。造影 CTにおける低管電圧撮像は、脈管の描出に
有用であると考えられるため、学位申請者の窪田吉紘は従来の電圧(120kVp)による撮像と、
低管電圧(100kVp)による撮像でのAdamkiewicz動脈の描出能を定量的及び視覚的に評価した。
対象は 2016 年 4 月から 2017 年 4 月の間に 320 列の CT 装置で大動脈の CT angiography を行
なった 83 例(120kVp 群が 42 例、100kVp 群が 41 例)であった。電圧以外の撮像条件は全て同
一であった。定量的評価として大動脈の CT 値、CNR、objective image noiseを算出し比較し
た。視覚的評価として Adamkiewicz 動脈の描出を 2 名の放射線科医がそれぞれ 4 段階評価し
た。被ばく線量の比較も行なった。その結果、120kVp 群と比べて 100kVp 群で Adamkiewicz
動脈の描出能が向上した(100kVp群;2.73 ± 0.98,120kVp群;2.02 ± 1.00, P = 0.002)。定
量評価では 100kVp 群で大動脈の CT 値及び CNR が有意に上昇した。一方で objective image 
noise に有意差は見られなかった。画質を保ちつつ、脈管のコントラストが上昇したことで
Adamkiewicz動脈の描出が向上したと推察された。被ばく線量は二群間で有意な差はなかった。
本論文は、Adamkiewicz動脈の描出における低管電圧撮像の有用性を明らかにした価値ある業
績と認められた。 
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学位記授与の日付 
学位記授与の要件 
学 位 論 文 題 目  
 
 
論 文 審 査 委 員  
森本 沙知        
博 士（医学） 
千大院医薬博甲第医１４３１号 
平成２９年９月３０日 
学位規則第４条第１項該当 
Simple broad-range polymerase-chain reaction detects bacterial-culture negative 
subclinical intra-amniotic infection in preterm birth 
（Broad-range PCR法は早産での潜在的な子宮内感染を検出する） 
（主査）教 授  下条 直樹 
（副査）教 授  白澤 浩    教 授  中谷 行雄 
 
 
論 文 内 容 の 要 旨  
 
【目的】子宮内感染は早産の主要な原因である。最近、早産に至る前に不顕性の慢性感染の
状態が存在していることが明らかになってきた。本研究では、16SrRNA遺伝子配列を用いたメ
タゲノム解析が潜在的子宮内感染の診断に有用か否か検討した。 
【方法】切迫早産の管理の目的で経腹的羊水穿刺が施行された切迫早産患者 64例を対象とし
た。羊水から DNA を抽出し、ウレアプラズマ・マイコプラズマ・細菌に共通する 16SrRNA 配
列に対するプライマーを用いて遺伝子増幅を行い、アガロースゲル上で検出した。さらに、
サブクローニング後にサンガー法により遺伝子配列を決定し、公開データベースと照合して
種または属の同定を行った。さらに、realtime PCR 法により羊水中の細菌由来 DNA コピー数
（ΔCq）を決定した。羊水感染の存在は、羊水中の IL-6、IL-8、糖濃度により診断した。 
【結果と考察】メタゲノム解析の有用性を検討するため、細菌培養陽性例(9 例)を除く 55 症
例について解析を行った。55症例中、PCR陽性症例が 13例あった。この 13例では、PCR 陰性
例に比べて胎盤の炎症細胞浸潤が高度で、羊水サイトカインの上昇と糖濃度の低下、臍帯血
および新生児血 CRP の上昇が認められた。したがって、メタゲノム解析は、細菌培養陰性と
なった症例で子宮内感染を検出できることが示された。さらに、メタゲノム解析で検出され
た患者あたりの菌種数は、細菌培養で検出された菌種数より多く、メタゲノム解析により混
合感染の検出率が高まることが示された。また、細菌 DNA量(-ΔCq値)は、羊水中サイトカイ
ンや糖濃度、新生児血 CRPなどと相関していた。 
【結論】メタゲノム解析は、潜在的な羊水感染の検出と重症度の評価に有用である。 
 
 
 
 
 
 
             
 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
  
 早産の主な原因である子宮内感染は培養困難、不可能な細菌によるものも多く、早産前に
不顕性の慢性感染が存在していることが明らかになってきた。本研究では、16S rRNA 遺伝子
配列を用いたメタゲノム解析(PCR 法)が羊水培養陰性の不顕性子宮内感染の診断に有用か否
かを検討した。 
 切迫早産症例の羊水を採取し、一般細菌培養と 16S rRNA上のプライマーを用いた PCR法を
行い、細菌を検出した。さらに real time PCR 法により羊水中の細菌由来 DNA コピー数を決
定し、細菌量を相対的に定量した。PCR法の有用性を検討するために、羊水培養陽性を顕性感
染とし、培養陰性例の PCR法の結果で臨床検査項目を検討した。PCR陽性群で羊水中サイトカ
インの上昇、糖濃度の低下を認め、胎盤の炎症細胞浸潤が高度であった。このためメタゲノ
ム解析で不顕性の子宮内感染が検出可能と考えられた。細菌 DNA 量は羊水中サイトカインや
糖濃度、臍帯血サイトカイン、新生児血 CRP と相関しており、細菌 DNA 量が多いほど子宮内
感染、胎児感染が重症であると考えられた。 
 メタゲノム解析は不顕性子宮内感染の検出と重症度評価に有用であり、切迫早産管理にお
いて、羊水培養検査が陰性であった際に個別の治療戦略を立てられる可能性がある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 氏 名 
学位（専攻分野）  
学 位 記 番 号  
学位記授与の日付 
学位記授与の要件 
 
学 位 論 文 題 目  
 
 
論 文 審 査 委 員  
渡辺 憲史        
博 士（医学） 
千大院医薬博甲第医１４３２号 
平成２９年９月３０日 
学位規則第４条第１項該当 
Nuclear lamina structure in osteocytes regulates bone metabolism through the 
mitochondrial function 
（骨細胞の核ラミナ構造はミトコンドリア機能を介して骨代謝を制御す
る） 
（主査）教 授  田中 知明 
（副査）教 授  岩間 厚志    教 授 三木 隆司  
 
 
論 文 内 容 の 要 旨  
 
【目的】骨細胞は骨組織中に豊富に分布する終末分化細胞であり、細胞寿命が長く、骨代
謝制御に重要な役割を担っている。一方、細胞の加齢変化において核膜構造異常やミトコ
ンドリア機能不全が知られている。本研究では、骨細胞の加齢変化に着目し、核膜構造と
ミトコンドリア機能の関連を調べた。 
【方法】骨細胞のミトコンドリア機能不全モデルとして骨細胞特異的 SOD2 欠損マウスを
用いた。成熟した(5 ヶ月齢)骨細胞特異的 SOD2 欠損と老齢（3 年齢）マウスの大腿骨切片
を用いて骨量減少過程での骨細胞の核膜構造変化を調べた。また、ミトコンドリア脱共役
剤存在下での初代骨細胞と骨細胞様細胞の核膜構造変化と核膜タンパク質の発現変化を解
析した。 
【結果・考察】SOD2 欠損マウス大腿骨中の骨細胞は核膜タンパク質 lamin A/C と lamin B
の発現低下を伴う核膜構造異常を示した。培養系での再構築系として、ミトコンドリア脱
共役剤を添加し、骨細胞にミトコンドリア機能不全を誘導した。骨組織中の変化と同様に
核膜肥大と核膜タンパク質の発現低下、及び骨形成抑制マーカーsclerostin の発現亢進を認
めた。この結果は、ミトコンドリア機能不全による核膜タンパク質の発現低下と核膜構造
異常を示唆した。レスキュー実験として、lamin A/C と lamin B の過剰発現を行ったところ、
ミトコンドリア機能不全による核膜肥大と sclerostin の発現亢進を正常化した。さらに老齢
マウスの骨細胞でも核膜構造異常と核膜タンパク質の発現低下が生じていた。以上の結果
から、骨の加齢変化過程で骨細胞の lamin A/C と lamin B の発現低下が核膜構造と骨制御因
子の遺伝子発現を変化させ、骨恒常性を破綻させると示唆された。 
【結論】骨細胞の骨代謝制御機構において、ミトコンドリア機能により制御される核膜構造
の恒常性が重要であることが明らかとなった。 
 
 
 
 
                  
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
  
骨細胞は、骨組織中に豊富に分布する終末分化細胞であるが、細胞の加齢変化において、核
膜構造異常やミトコンドリア機能不全の関連が示唆されている。本研究では、骨細胞のミト
コンドリア機能不全モデルとして、骨細胞特異的 SOD2 欠損マウス由来の大腿骨切片を用い
て、骨細胞における核膜構造変化を調べた。加齢マウスにおいて、laminA/C と laminB の発現
低下を伴う核膜構造異常・細胞核形態異常を示し、骨細胞特異的 SOD2 欠損マウスも同様の
フェノタイプを示した。さらに、老齢マウスや骨細胞特異的 SOD2 欠損マウスから単離した
primary osteocyte を用いて検討した結果、SOD2 欠損 osteocyte で核の肥大と laminA/C と
laminB の発現低下を認めたと同時に、ミトコンドリア機能不全を確認した。さらに、新たな
骨粗鬆症の創薬ターゲットとして注目を集めている sclerostin の発現亢進を認めた。laminA/C
と laminB の過剰発現により、核肥大の抑制を確認しており、骨の加齢性変化過程でのミトコ
ンドリア不全に伴い、骨細胞の laminA/C と B の発現低下が核膜構造と骨制御因子の発現を変
化させ、骨恒常性を破綻させることを示している。本研究は、骨代謝制御機構において、ミ
トコンドリア機能によって制御される核構造の恒常性維持が重要であることを示した価値あ
る業績と認められた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 氏 名 
学位（専攻分野）  
学 位 記 番 号  
学位記授与の日付 
学位記授与の要件 
学 位 論 文 題 目  
 
 
論 文 審 査 委 員  
加賀 勘家        
博 士（医学） 
千大院医薬博甲第医１４３３号 
平成２９年９月３０日 
学位規則第４条第１項該当 
Expression profile of urothelial transcription factors in bladder biopsies with 
interstitial cystitis 
（間質性膀胱炎生検における膀胱粘膜転写因子の発現プロファイル） 
（主査）教 授  中谷 行雄 
（副査）教 授  中島 裕史    教 授 松江 弘之  
 
論 文 内 容 の 要 旨  
 
【目的】間質性膀胱炎は膀胱の非特異的な慢性炎症を伴い、尿意切迫感や膀胱痛などを呈
する疾患と言われている。原因は特定されておらず、ハンナ病変や膀胱水圧拡張後の点状
出血が診断要件となっているが、国際的に認知された診断基準はなく、その診断方法も定
まっていない。本研究は、間質性膀胱炎における膀胱粘膜転写因子の発現プロファイルを
解明する事を目的とした。 
【方法】膀胱癌細胞株を用いて、E カドヘリン合成を指標に上皮型と間質型に分けた。この
細胞株を用いて尿路上皮特異的なマスター転写因子候補を選別し、mRNA 量が上皮型で高
い転写因子を絞り込んだ。その候補転写因子の妥当性を検証するため、間質性膀胱炎患者
の生検組織における転写因子の発現量を測定し多変量解析を行った。 
【結果・考察】上皮型の膀胱癌細胞株は既知の尿路上皮マーカーを高発現し、レチノイン
酸への感受性を認めた。これを用いて 28 種類の候補転写因子を同定した。候補転写因子の
うちハンナ病変部で EVX1、OVOL1、EHF、ELF3、GRHL2 は発現が低下しており、VDR、
ELF4、IRF1、ETS2、NR4A2、ZBTB7B は高発現していた。次いで主成分分析により、第四
成分まで用いて候補転写因子を分類した。第一成分はレチノイン酸受容体に関わる転写因
子と相関を示した。第二成分では尿路基底細胞マーカーKRT5 と相関し、KRT7、UPK1B、
UPK3A と逆相関を示した。第三成分では上皮幹細胞マーカーTP63 や KRT20、UPK1A、
UPK3B と相関し、第四成分は SHH、FOXA2 と相関した。これらを指標に間質性膀胱炎検
体を分類すると、ハンナ病変部では第一・第三成分で相関の強い候補転写因子を発現して
いる傾向があり、これは病変部での尿路上皮再生能の亢進と前駆細胞の減少を意味し、尿
路上皮再生の恒常性が破綻しているものと考えられた。 
【結論】候補転写因子は間質性膀胱炎の新規診断マーカーとして期待でき、病態解明に寄与
する可能性が示唆された。 
                 
 
 
 
 
 論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
 根治治療のない間質性膀胱炎の病態解明と新規治療確立のため、間質性膀胱炎に関わるマ
スター転写因子の発現プロファイルを調べるのが本論文の目的である。 
マスター転写因子の特徴の一つである該当臓器での発現が高い性質を利用し、上皮や間質
への分化能を有する複数の膀胱癌細胞株を用いて上皮への分化に関わると思われる候補転写
因子を絞り込んだ。 
次に、間質性膀胱炎の生検組織における病変部と非病変部での転写因子の発現を定量し、
既知の尿路上皮マーカーを用いて上記の手法がこれまでの報告と乖離していない事を検証し
た。そして、候補転写因子の病変部での定量の他、転写因子同士も交互に影響しあっている
ため、同じカスケード上で動いている転写因子をまとめるために因子分析で 4 軸まで分類し
た。その 4 軸を用いてもう一度病変部の発現量をプロットし、最終的には病変部で組織再生
は誘導されているが、前駆細胞が枯渇しており、膀胱上皮が再生しないのが病態メカニズム
ではないかと示唆された。本論文は間質性膀胱炎のマスター転写因子の発現プロファイルを
行って新たな病態メカニズムについて示唆し、間質性膀胱炎の病態解明と新規治療確立のた
めに意義のある論文と認めた。 
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論 文 審 査 委 員  
正司 真弓        
博 士（医学） 
千大院医薬博甲第医１４３４号 
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学位規則第４条第１項該当 
Serum podocalyxin levels correlate with carotid intima media thickness, 
implicating its role as a novel biomarker for atherosclerosis 
（血中ポドカリキシン値は頸動脈内膜中膜肥厚度と相関し動脈硬化の新
たなバイオマーカーとなる可能性がある） 
（主査）教 授  石井 伊都子 
（副査）教 授  小林 欣夫    教 授  淺沼 克彦 
 
論 文 内 容 の 要 旨  
 
【目的】ポドカリキシン（Podocalyxin: Podxl）は糸球体上皮細胞（ポドサイト）表面に存
在する膜タンパク質として同定された。ポドサイトの細胞形態維持に重要であり、糸球体
障害時に尿中で増加する。我々は以前、糖尿病腎症の早期から尿中 Podxl が増加すること
を報告した (Shoji et al. Biomarkers. 2016;21:164-7)。一方、Podxl は腎臓以外の血管内皮
細胞、造血幹細胞、血小板にも発現し、細胞の接着能や遊走能に関与することが報告され
ている。そこで、血中 Podxl (s-Podxl)を測定し、各種臨床所見との関連を明らかにするこ
とを本研究の目的とした。 
【方法】2014年 4月から 2015年 5月までに千葉大学医学部附属病院糖尿病・代謝・内分泌
内科に入院しインフォームドコンセントを得た 52人について、病歴、臨床検査項目と Podxl
の関連について解析した。s-Podxl は Sandwich-type enzyme-linked immunosorbent assay
法で測定した。 
【結果・考察】s-Podxl の平均値は 14.2 ng/ml (2.7–37.1 ng/mL)であった。各種臨床パラメ
ーターの単相関では、pulse pressure (r = 0.28, p = 0.0420)、頸動脈の内膜中膜肥厚度（intima 
media thickness ：IMT）と有意な正相関 (r = 0.30、p = 0.0307)、HDL-C と有意な負の相関 
(r = -0.36、p = 0.0087)を示した。IMT > 1mm を目的変数としたロジスティック解析では
s-Podxl (OR 1.11; CI 1.02-1.22, p = 0.023) は有意な説明変数であり、古典的な心血管リス
クである年齢、性別、現喫煙、高血圧、脂質異常症、糖尿病の有無による調整した多変量解
析においても有意な説明変数であった  
(OR1.15; 95%CI 1.02-1.22、p = 0.026)。IMT > 1mm を予測する s-Podxl のカットオフ値
は 14.2 ng/ml であった (AUC 0.68、感度 61%、特異度 67%)。 
【結論】s-Podxl は頸動脈内膜中膜肥厚度と相関し、動脈硬化の新たなバイオマーカーとなる
可能性がある。 
 
 
 
 
                  
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
腎臓の糸球体足細胞に主に発現している糖タンパク質ポドカリキシン (Podocalyxin) は、
糸球体足細胞が損傷を受けると尿中に排出さため, 尿中ポドカリキシンは腎臓病による糸球
体損傷のマーカーとして用いられている。しかし、本研究では、血清に存在するポドカリキ
シン (s-Podxl) に焦点をあて、52名の患者にて酵素結合免疫吸着検定法により測定し、頸動
脈内膜中膜肥厚度(IMT) との相関関係を検証した。ロジスティック回帰分析や多変量解析に
より、s-Podxlが冠動脈疾患の有意な説明変数であることが示された。本研究は、s-Podxlと
病態の関連について言及する報告であり、非常に有意義である。また、すでに確立されてい
る簡便な測定法があることを考慮すると、実臨床で測定可能なバイオマーカーとしての有用
性を示すものである。以上により、今後更に発展を望める、意義のある論文と認めた。 
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論 文 内 容 の 要 旨  
 
【目的】熱中症や薬物中毒の際に発症する横紋筋融解症や、外傷時に起こる挫滅症候群は高
ミオグロビン（Mb）血症を引き起こすため、これら病態の判断に血液・尿中の Mb 値を利用
する。しかし法医学では、血液中の Mb 値は死後変化の影響を受け信頼性が低いことが知ら
れている。また尿中の Mb 値は血液に比べると死後変化の影響を受けにくいが、尿は解剖時
に採取できないことが多いため、高 Mb 血症の判断は、法医学の分野では容易ではない。そ
こで今回、高 Mb 血症が判断可能な法医試料におけるマーカー物質の探索を行った。 
【方法】マーカー探索には、千葉大学で司法解剖された事例中、血清中 Mb 高値事例 11 事
例（Mb group）、Mb 値が高値ではない事例 26 事例（Control group）、計 37 事例の血液を試料
とした。試料中の脂質を Bligh and Dyer 法を用いて抽出し、LC/QTOF-MS で脂質分析を行っ
た。得られた測定結果を多変量解析で解析し、特異的な挙動を示す物質の抽出、それら物質
の推定を行い、マーカー物質の探索を行った。 
【結果・考察】Mb group では、脂肪酸の酸化物の増加、プラズマローゲン脂質（Plg）の減
少を認めた。Mb は非酵素的ラジカル連鎖反応による脂質酸化の触媒になることが知られて
おり、今回 Mb group で増加した脂肪酸の酸化物は、試料中に多量に存在する Mb が触媒と
なって生成したと推定された。また Plg は、ビニルエーテル結合を有した脂質であり、この
エーテル二重結合が様々な酸化剤のターゲットとなるため、高度不飽和脂肪酸の酸化を著し
く防ぐことが報告されている。今回確認された Plg の減少は、試料中の Mb で生成されるラ
ジカルにより Plg が消費されたものと考えられる。 
【結論】本研究では、高 Mb 血症で脂肪酸酸化物の増加およびプラズマローゲン脂質の減少
を認め、それら物質が法医試料における高 Mb 血症の病態マーカーとなる可能性を見出した。 
 
 
 
 
 
              
     
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
  法医学においては、ご遺体の死後変化により、ご遺体が生前ミオグロビン血症を引き起こ
していたか否か判断することは難しい。しかし腎不全を起こし死に至る可能性の高いミオグ
ロビン血症の判断は、死因究明を行う法医学の立場としては非常に重要である。そこで本研
究は、法医学で利用可能なミオグロビン血症マーカー探索を、法医試料を利用し、LC/QTOF-MS
を用いた網羅的なリピドミクス解析により行った。その結果、ミオグロビンが高値であるご
遺体の血液中では、アラキドン酸、リノール酸、オレイン酸、ステアリン酸といった脂肪酸
酸化物の増加や、ホスファチジルエタノールアミン（PE）、プラズメニル-PE といった体内で
抗酸化脂質として働く脂質の減少を認め、これらの脂質が、法医ミオグロビン血症マーカー
物質と成りうる可能性を見出した。今回見出した脂質の挙動（ミオグロビン高値血液での脂
質の増減）は、ミオグロビン由来の酸化ストレスにより起こる挙動であるとして矛盾はなか
った。更に本研究では、法医試料を用いても病態のマーカー探索が可能であることも示す結
果となっており、今後更に発展が望める、意義のある論文と認めた。 
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出性ステント植え込み部のプラーク輝度の変化に関する検討） 
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論 文 内 容 の 要 旨  
 
【目的】虚血性心疾患に対する経皮的冠動脈形成術において、薬剤溶出性ステント（DES）
が頻用される。DES 留置後のプラーク増生は再狭窄の原因となり、その増生および脆弱性
には微小血管が関連している。本研究は、DES 留置後慢性期にマイクロバブルを冠注し、
光干渉断層法（OCT）を用いて DES 内を撮像し、微小血管及びプラークの輝度変化、及び
その関連を検討する事を目的とした。 
【方法】40 名の DES 留置後の患者に対して、約 9 ヶ月後の確認造影検査においてマイクロ
バブル冠注前後で DES 留置部位の OCT 撮像を行った。新生内膜については 1mm 毎、また
微小血管については 0.1mm 毎の解析を行い、その平均輝度を冠注前後で比較した。また、
心血管危険因子である糖尿病の有無との関連も検討した。 
【結果・考察】新生内膜の平均輝度はマイクロバブル冠注前後で有意な上昇が観察された
（95.5 [85.7, 106.2] vs. 96.5 [88.7, 109.9], p = 0.001）。DES 内の微小血管は 13 名で観察され、
同じくマイクロバブル冠注前後で有意な平均輝度上昇が観察された（27.4 [17.5, 32.0] vs. 
32.5 [25.3, 35.0], p = 0.002）。但し、肉眼的に微小血管が確認できなかった症例でも新生内膜
の平均輝度の上昇が見られ、より小さな微小血管形成の関与が示唆された。また、糖尿病
患者では非糖尿病患者よりも新生内膜の平均輝度上昇が大きい傾向が見られ（4.6 [0.6, 8.5] 
vs. 1.4 [-1.1, 3.0], p = 0.05）、より多くの微小血管新生を来している可能性が考えられた。 
【結論】マイクロバブル冠注により DES 留置後の新生内膜及び微小血管の OCT 輝度が上昇
することが示された。この手法は、微小血管の認識を容易にし、プラークの脆弱性の評価に
有用な可能性が示唆された。 
 
 
               
 
 
 
 
    
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
虚血性心疾患に対する経皮的冠動脈形成術において、薬剤溶出性ステント（DES）留置が行わ
れる。ステント留置後のプラーク増生は再狭窄の原因となり、その増生および脆弱性には微
小な新生血管が関連している。本研究は、DES 留置後慢性期に、マイクロバブル冠注併用下に
光干渉断層法（OCT）を用いて DES内を撮像し、微小血管及びプラークの輝度変化を検討した。
その結果、マイクロバブル冠注により DES 留置後の新生内膜及び微小血管の OCT 輝度が上昇
することが観察された。また、動脈硬化因子である糖尿病を持つ患者において、その輝度上
昇の割合は大きかった。肉眼的に微小血管が確認できない症例においてもOCT輝度は上昇し、
可視不能な微小な血管の関与が考えられた。 
 本論文は、マイクロバブル冠注併用による OCT 輝度変化がステント内新生内膜の微小血管
の存在を示唆し、その脆弱性の評価に有用である可能性を示す、意義のある論文と認めた。 
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論 文 内 容 の 要 旨  
 
【目的】ポリコーム群 (PcG) 複合体はヒストン修飾因子である。PcG 複合体はヒストン
H2AK119 のモノユビキチン (H2AK119ub1) 化を行う PRC1 と H3K27 のメチル化を行う
PRC2 に大別され、造血制御において重要な機能を有する。本研究においては、Pcgf5 を含
む PRC1.5 複合体の造血における機能の解明を目的とした。 
【方法】Pcgf5 条件的遺伝子欠損マウス (Cre-ERT;Pcgf5fl/fl) の骨髄細胞をレシピエントマウ
スに移植することで、造血特異的に Pcgf5 を欠損するマウス作成し、その造血解析を行った。
また、造血幹・前駆細胞を用いてウエスタンブロットと RNA-seq、ならびに顆粒球・マク
ロファージ前駆細胞 (GMP) とマウス未分化造血細胞株（MEL）を用いて Pcgf5 とそのヒス
トン修飾である H2AK119ub1 の ChIP-seq 解析を行い、Pcgf5 の標的遺伝子を同定した。 
【結果・考察】Pcgf5 は造血幹・前駆細胞で高発現し、分化にしたがい発現が低下すること
が確認された。しかしながら、移植マウスの末梢血、骨髄の解析において Pcgf5 欠損 
(Pcgf5Δ/Δ) 細胞に顕著な異常は認められなかった。一方で、Pcgf5 を含む PRC1.5 複合体は
H2AK119ub1 修飾活性を持つことが in vivo で初めて確認された。これまでに H2AK119ub1
は転写抑制性の修飾であることが報告されている。しかしながら、H2AK119ub1 レベルと
遺伝子の転写発現間に明らかな相関関係は認められなかった。このことから他の Pcgf ファ
ミリー因子が Pcgf5 の欠失を補完していることが考えられる。実際、ChIP シークエンス解
析を行った結果、Pcgf5 の標的遺伝子の大部分が Pcgf1 の標的遺伝子でもあることが示され
た。 
【結論】Pcgf5は造血細胞においてH2AK119ub1修飾に機能するものの、その機能欠失は Pcgf1
などの他のファミリー因子により大幅に補完され、明らかな造血異常をもたらさないものと
考えられた。 
 
                  
 
 
 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
  
Plycomb-group RING finger protein Pcgf1-6 は Polycomb repressive complex 1 (PRC1)の構成蛋白
であり、H2AK119 のモノユビキチン化を触媒する。Pcgf5 は PRC1.5 の構成要素であるが、そ
の生物学的な機能はよく分かっていなかった。本研究では、Pcgf5 を含む PRC1.5 の造血にお
ける機能解明を目的に造血幹細胞における Pcgf5 欠損の影響について解析した。Pcgf5 発現は
造血幹・前駆細胞で高く、分化によって低下した。Cre-ERT;Pcgf5fl/fl骨髄移植したマウスにお
いて骨髄移植４週後に Pcgf5 を薬物誘導性に欠損させた。末梢血、骨髄の解析において、Pcgf5
欠損細胞に顕著な異常は認めず、造血への影響を認めなかった。さらに、Pcgf5 欠損骨髄細胞
の骨髄再構築能にも異常を認めなかった。しかし、Pcgf5 欠損造血幹・前駆細胞では
H2AK119ub1 レベルの有意な低下を認めた。H2AK119ub1 は転写抑制性の修飾であると報告さ
れているが、H2AK119ub1 レベルと遺伝子の発現との間に明らかな関連を認めなかった。
ChIP-seq では Pcgf5 標的遺伝子の大部分が Pcgf1 標的遺伝子であった。このことから、Pcgf5
欠損は H2AK119 モノユビキチン化に影響したが、その影響は Pcgf1 等の他のファミリー分子
により代償されることにより、造血異常をもたらせなかったと考えられた。本論文では、遺
伝子改変動物を用いた造血機能の評価、ChIP-seq、RNA-seq 等によるゲノムワイド解析といっ
た多様な解析により、造血における Pcgf5 ならびに PRC1 の機能を報告するものであり、価値
ある業績と認められた。 
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論 文 審 査 委 員  
杉浦 淳史        
博 士（医学） 
千大院医薬博甲第医１４３８号 
平成２９年９月３０日 
学位規則第４条第１項該当 
Early predictors of weaning failure from veno-arterial extracorporeal membrane 
oxygenation in patients with acute myocardial infarction-induced cardiac arrest 
（体外式膜型人工肺を要する心停止を合併した急性心筋梗塞患者の、機
械補助離脱可否の早期予測因子の検討） 
（主査）教 授 松宮 護郎  
（副査）教 授 織田 成人     教 授  巽 浩一郎 
 
論 文 内 容 の 要 旨  
 
【目的】 
カテーテル治療の進歩にも関わらず心原性ショックや心停止を合併した急性心筋梗塞患者
の死亡率は依然として高い。その中で、体外式膜型人工肺(VA-ECMO)を用いた補助循環療法
が昨今注目され、使用頻度が増えてきている。VA-ECMOを開始後、心機能回復が見込めない
症例には早期の左室補助装置(LVAD)への転換や追加が望まれるが、その患者選択・機器選
択・時期に関しては今なおエビデンスの蓄積が求められている。本研究は、ECMO 治療開始
後早期における、ECMO離脱不可の予測因子を検討する目的に立案された。 
【方法】 
2012 年 1 月〜2016 年 10 月の間に、循環器内科・心臓血管外科・集中治療部を有する 3 施
設に、体外式膜型人工肺 (VA-ECMO)を用いて経皮的冠動脈形成術(PCI)を行った急性心筋梗
塞患者を後ろ向きに解析した。機械的合併症症例、24 時間以内の死亡または離脱症例は除
外した。「ECMOからの離脱不可」は、「ECMO中の死亡」または「LVADへの移行」と定義した。
そのうえで、治療早期における ECMO離脱不可の予測因子を検討した。 
【結果・考察】 
計 57症例のうち、10例を除外して 47症例を解析し 21症例(45%)が ECMOから離脱できなか
った。そのうちLVADへの移行は3症例に行われ、ECMO療法中の死亡症例が18症例あった (循
環不全 10 例、脳出血・脳梗塞・低酸素脳症 6 例、その他 2 例)。多変量解析にて、ECMO
離脱不可の独立した予測因子は 24時間後の 左室収縮能 (LVEF) ≤ 10% (OR, 15.929; 95% CI, 
1.375–184.573, p = 0.027) および血清乳酸値  ≥ 3 mmol/l(OR, 29.871; 95% CI, 
1.968–453.289, p = 0.014)であった。また、ECMO離脱成功群では、48時間後まで持続的な
心機能回復傾向を認めた。 
【結論】 
24時間後における、低い LVEFと高い血清乳酸値が VA-ECMO離脱不可の独立した予測因子で
あった。このような状況では早期の LVADの追加または、早期の治療中断を考慮に入れても
よいかもしれない。 
                
   
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
本研究は、体外式膜型人工肺を要する心停止を合併した急性心筋梗塞患者について、多施設
共同後ろ向き観察研究を行い、機械補助離脱可否の早期予測因子を検討した。結果、24 時間
後における低い左室駆出率と高い血清乳酸値が離脱不可の独立した予測因子であることを明
らかにした。また、体外式膜型人工肺の離脱成功群では、48 時間後まで持続的な心機能回復
傾向を認めた。本論文は重症心筋梗塞患者における体外式膜型人工肺導入後早期からの評価
ができる可能性、および心機能改善の程度を予測できる可能性を示唆した。これらの所見（24
時間後における低い左室駆出率と高い血清乳酸値）を示す症例に、介入を行うことで予後の
改善が得られるかどうかは今後の検討を要するが、今後の臨床現場において実用性のある意
義のある論文と認めた。 
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論 文 審 査 委 員  
永尾 侑平        
博 士（医学） 
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Genetic and transcriptional landscape of plasma cells in POEMS syndrome 
（POEMS症候群における形質細胞の網羅的遺伝子解析） 
（主査）教 授  金田 篤志 
（副査）教 授  岩間 厚志    教 授  桑原 聡 
 
論 文 内 容 の 要 旨  
 
【目的】 
POEMS 症候群は単クローン性形質細胞を背景とした稀な傍腫瘍症候群とされるが、その形
質細胞の意義については明らかになっていない。 
本研究では POEMS 症候群における形質細胞の網羅的遺伝子解析を行 
い、他の形質細胞性疾患と比較することで本症候群の遺伝学的特徴を探索することを目的
とした。 
【方法】 
2014 年 7 月から 2016 年 6 月までに当院にて POEMS 症候群と診断された患者 20 名の骨髄
形質細胞を純化し、全エクソン解析、標的シーケンスおよび RNA シーケンスを行い、その
結果を多発性骨髄腫(MM)や意義不明の単クローン性ガンマグロブリン血症(MGUS)と比較
した。 
【結果・考察】 
全エクソン解析では 15 症例に計 359 の体細胞変異を認め、全 20 症例に対する標的シーケ
ンスにより最終的に 10 の重複変異遺伝子(KLHL6, LTB, RYR1, EHD1, EML4, HEPHL1, HIPK1, 
PCDH10, USH2A, ZNF645)が同定された。MM で高頻度に検出される NRAS, KRAS, BRAF, 
TP53 の変異はホットスポットのさらに深い解析を追加しても検出されなかった。コピー数
解析では 5 症例に染色体の数的変異が検出され、その一部に MGUS と共通の変異も認めら
れ、形質細胞性疾患としての発生初期の異常が重複していることが示唆された。RNA シー
ケンスによる遺伝子発現解析では疾患特異的な VEGF や前述の重複変異遺伝子では有意な
変化を認めなかったものの、MYC や NRAS 等の腫瘍関連遺伝子では POEMS で有意な発現
低下を認め、さらに主成分分析では POEMS 群は MM 群のみならず MGUS 群とも区別する
ことが出来た。 
【結論】 
POEMS症候群の形質細胞における遺伝学的特徴はMMやMGUSとは異なることが示された。 
 
 
 
                  
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
当院にて POEMS症候群と診断された患者 20 名の骨髄形質細胞を純化し、口腔粘膜細胞を正常
対照として変異解析(全エクソン解析、標的シーケンス)および発現解析(RNAシーケンス)を行
い、その結果を多発性骨髄腫(MM)や意義不明の単クローン性ガンマグロブリン血症(MGUS)と
比較している。全エクソン解析では 15 症例に計 359 の体細胞変異を認め、全 20 症例に対す
る標的シーケンスでは最終的に 10の重複変異遺伝子(KLHL6, LTB, RYR1, EHD1, EML4, HEPHL1, 
HIPK1, PCDH10, USH2A, ZNF645)を同定した。一方、NRAS, KRAS, BRAF, TP53 等の MM でのド
ライバー変異は全く検出されなかった。コピー数解析では 5 症例に染色体の数的変異を検出
し、一部は MGUS や MM と共通しており、形質細胞性疾患としての発生初期の異常が重複して
いることが示唆する結果であった。発現解析では、疾患特異的な VEGFや前述の重複変異遺伝
子については有意な変化を認めなかったが、MYC や NRAS 等の腫瘍関連遺伝子について POEMS
で有意に発現低下を認めた。主成分分析では POEMS 群は MM 群のみならず MGUS 群とも層別化
された。以上、POEMS症候群の形質細胞における遺伝学的特徴が MMや MGUSとは異なることを
示した本論文は、POEMS症候群の病態解明につながる重要な成果であり、価値のある業績と認
められた。 
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Income-related inequalities in access to dental care services in Japan 
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（副査）教 授  藤田 伸輔    教 授 諏訪園 靖  
 
 
論 文 内 容 の 要 旨  
 
【目的】 
社会的地位の低い層では歯科受診が少ないことが報告されている(Tchicaya et al., 2014; 
Grytten et al., 2012; Hjern et al., 2001; Listl et al., 2011; Murakami et al., 2014)。日本における検
討は、Murakami らの報告のみであるが、対象者の年齢層が 25-50 歳と限られており対象者
数も 4,357 人と比較的少ない。また、回収率 31.3％の質問票調査であり、選択バイアスや情
報バイアスの存在が示唆される。本研究では、欠損がほぼない大規模かつ客観的な既存デ
ータを用いて、日本における歯科受診と所得の関連を明らかにすることを目的とした。 
【方法】 
本研究の対象者は平成 26 年度の千葉市国民健康保険の被保険者であった 0-74 歳の男女
216,211 人である。歯科受診は、平成 26 年度に提出された診療報酬明細書から判断し、所
得は課税の為に申告された個人所得を用いた。本研究のアウトカムは歯科受診の利用（1 年
間の歯科受診の有無）と歯科受診日数である。歯科受診と所得の関連は世帯をクラスター
とした一般化推定方程式を用い評価した。 
【結果・考察】 
幼児期、学童期、成人期、高齢期を含むすべての年齢層で、所得の低下に伴い歯科受診利
用者の低下が認められ、低所得による歯科受診の抑制が示唆された。また所得と歯科受診
利用の関連は女性に比べ男性で強く、その傾向は、60 歳以上の高齢者で顕著であった。一
方、歯科受診日数は、高所得者に比べて低所得者で長く、低所得者が歯科を受診した際に
は、口腔状態が悪化している可能性が示唆された。 
【結論】 
すべての年齢層において、低所得者による歯科受診の抑制が示唆された。国民皆保険制度及
び子ども医療費助成制度のみでは、低所得による歯科受診抑制を完全に回避することは難し
いと考えられた。 
 
 
 
 
                   
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
  
本研究の目的は、日本人を対象に所得と歯科受診の関連を明らかにすることである。対象
者は、0 歳から 74 歳の千葉市国民健康保険被保険者 216,211 人である。所得は自治体で管理
されている税の申告のための個人所得を利用し、歯科受診は診療報酬明細書により判断した。
アウトカムは歯科受診の利用（1年間の歯科受診の有無）と歯科受診日数である。所得と歯科
受診の関連は、世帯をクラスタ－とした一般推定方程式にて評価した。すべての年齢階層で、
所得の低下に伴い歯科受診者の低下が確認され、低所得者での歯科受診の抑制が示唆された。
一方、歯科受診日数は、高所得者に比べて低所得者で長く、低所得者では歯科受診した際、
口腔状態が悪化している可能性を示唆した。我が国の国民皆保険制度および千葉市のこども
医療助成制度の存在下であっても、低所得による歯科受診の抑制を完全に回避することは難
しいことが示唆された。 
本研究は、自治体で管理されている既存のデータによって、幼児期、学童期、高齢期を含
むすべての年齢層において、低所得による歯科受診の抑制を明らかにした日本で初めての研
究である。また、歯科受診をした場合、低所得者では高所得者に比べ受診日数が長いことか
ら口腔状態が悪化するまで歯科受診しない可能性を示唆し、国内で報告の少ない口腔健康に
関する社会医学研究として意義のある論文と認めた。 
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論 文 審 査 委 員  
宮崎 浩一        
博 士（医学） 
千大院医薬博甲第医１４４１号 
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Current issues and future development strategy in East Asia for acceleration 
of drug development 
（医薬品開発推進に向けた東アジアにおける国際共同治験の課題と今後
の開発戦略に関する研究） 
（主査）教 授  羽田 明 
（副査）教 授  安西 尚彦    教 授  花岡 英紀 
 
 
論 文 内 容 の 要 旨  
 
【目的】国際共同試験を計画する際には、民族的要因を考慮する必要があるため、多くの
薬剤において民族差が小さいと考えられる東アジア地域での臨床試験が注目されている。
本研究では、ClinicalTrial.gov に登録された臨床試験データを基に、東アジア地域の国際共
同試験への参加状況、日系および外資企業が東アジア地域を国際共同試験に組み入れる傾
向に違いがあるかを調査した。 
【方法】2008 年 1 月 1 日から 2015 年 12 月 31 日までに ClinicalTrial.gov に登録された企業
主導の Ph2 および Ph3 国際共同試験のデータを対象に、米国、欧州主要 3 カ国（ドイツ、
フランス、イギリス）、東アジア地域における臨床試験の実施状況、日系および外資企業に
よる臨床試験実施数の推移、東アジア地域の国際共同試験への組み入れ状況の比較を行っ
た。 
【結果・考察】国際共同試験への欧米の参加比率は依然として高いものの、東アジア地域
の参加比率は年々増加しており、Ph2, Ph3 ともに欧米との差は縮小している。日系、外資企
業ともに、Ph2 よりも Ph3 に東アジア地域を組み入れる傾向が強い。また、日系企業の実施
する東アジアの参加する国際共同試験は全体の約 10%に留まるものの、日系企業は外資企
業に比べ、東アジア地域に限定した国際共同試験を積極的に実施している事が示された。 
【結論】新薬を迅速に患者に届けるためにも、国際共同試験を活用した医薬品開発は今後も
増加が予想されており、東アジア地域の国際共同試験への参加比率も年々増加している。一
方で、東アジア地域は Ph2 よりも Ph3 へ参加する傾向が示された。今後は日本を含む東アジ
ア地域が開発の早期から国際的な医薬品開発に参加できる体制が整備され、民族的要因が結
果に与える影響、試験の企画立案段階で考慮すべき点など様々な知見が蓄積され、当該地域
の患者にとって最適な開発戦略が進められることが期待される。 
 
 
 
 
                   
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
近年、本邦においても国際共同試験で得られた成績を基に、新医薬品承認申請を行う事例
が増加しており、民族差が小さいと考えられる東アジア地域での国際共同試験が注目されて
いる。本研究では、東アジア地域の国際共同試験への参加状況の解明を目的に、NIH と FDA
が共同で提供している治験および臨床研究に関するデータベースである ClinicalTrial.gov の
解析を行い以下の知見を得た。1．国際共同試験への東アジア地域の参加比率は年々増加し
ているが、フェーズ 2 に比しフェーズ 3 での参加比率が高い。2．治験依頼者別の解析では、
外資企業が実施する国際共同試験への東アジア地域の組み入れは、両フェーズとも有意に増
加している。3．東アジア地域が参加する国際共同試験のうち東アジア地域のみで実施され
る比率は、外資企業と比し日系企業において有意に高かった。以上の結果より、日本を含む
東アジア地域における新医薬品承認審査の最適化をめざすためには、この地域における国際
共同治験によるデータ蓄積を基盤として民族的要因の理解を深めることが必須であり、わが
国における積極的な取り組みが求められると指摘した。本論文は各地域における国際共同試
験の実態を明らかにし、わが国の課題とその対応策を提言したことで価値ある業績と認めら
れた。 
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Rapid mapping and differentiation of ventricular outflow tract arrhythmia using 
non-contact mapping 
（流出路起源の心室性不整脈アブレーションにおけるノンコンタクトマ
ッピングを用いた迅速なマッピングと起源の推定） 
（主査）教 授  松宮 護郎 
（副査）教 授  織田 成人    教 授  三木 隆司 
 
論 文 内 容 の 要 旨  
 
【目的】 
流出路起源の心室性不整脈に対するカテーテルアブレーションは有効な治療法であるが、
不整脈の起源の場所によって治療の成績や合併症は変わってくる。近年、アブレーション
の際に 3D マッピングシステムを用いることで起源の特定に有用な情報が得られる。本研究
ではノンコンタクトマッピングシステムを用いた流出路起源の心室性不整脈アブレーショ
ンにおけるマッピングと起源の推定について検討した。 
【方法】 
千葉大学医学部附属病院で 2012 年から 2015 年までに流出路起源の心室性不整脈に対して、
ノンコンタクトマッピングシステムを用いてカテーテルアブレーションを施行した 47 症例
を対象とした。右室流出路に留置した多電極カテーテルから得られる右室心筋の興奮伝搬
パターンを、初期の心筋興奮の等電位領域に絞って後ろ向きに解析した。 
【結果・考察】 
右室流出路(right ventricular outflow tract: RVOT)からのアブレーションで治療できた症例
(RVOT 群)が 35 例、右室流出路以外から治療ができた症例(Non-RVOT 群)が 10 例、治療が
できなかった症例が 2 例であった。治療できた 45 例において、等電位領域の長径、短径、
面積は RVOT 群と Non-RVOT 群で有意な差を認めなかった。しかし、RVOT 群の方が
Non-RVOT 群に比べて等電位領域の縦横比は大きく(1.9 ± 0.1 vs. 1.3 ± 0.1; P<0.001)、興奮伝
搬速度は遅かった(2.2 ± 0.4 versus 4.2 ± 0.7 mm2/msec; P=0.02)。これらは右室流出路周辺の心
筋層における心筋線維の走行の違いによるものと考えられる。過去の研究で不整脈のマッ
ピングによって得られる所見から起源を特定する報告があるが、カテーテル中の不整脈の
頻度やカテーテルの操作によってマッピングの正確性は変化する。従来の方法に比べてノ
ンコンタクトマッピングシステムは迅速なマッピングが可能であり、そこから得られる心
筋の興奮伝播パターンから起源の特定が可能である。 
【結論】 
ノンコンタクトマッピングシステムは流出路起源の心室性不整脈アブレーションにおいて有
用なマッピングツールであり、起源の特定に有用である。 
                  
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
  流出路起源の心室性不整脈に対するアブレーションにおいて、近年では 3Dマッピングシ
ステムを用いることでアブレーションに有用な情報が多く得られるようになってきた。しか
し、カテーテル中の不整脈の頻度やカテーテルの操作により不整脈の起源を特定することが
困難なケースもある。本研究では流出路起源の心室性不整脈のアブレーションの際にノンコ
ンタクトマッピングを用いた症例を対象とし、不整脈のマッピングとその起源の推定につい
て検討した。右室流出路に留置した多電極カテーテルから得られる心筋の興奮伝搬パターン
を、心筋興奮の初期成分の等電位領域に絞って後ろ向きに解析した。右室流出路からのアブ
レーションで治療できた症例(右室流出路群)が 35例、右室流出路以外から治療ができた症例
(非右室流出路群)が 10例であった。この 45 例において、等電位領域の長径、短径、面積は 2
群間で有意な差を認めなかったが、右室流出路群では非右室流出路群に比べて等電位領域の
長短比は大きく、単位時間当たりの増加面積は少なかった。これらは心筋層における心筋線
維の走行や配列の違いによるものと考えられる。本研究はノンコンタクトマッピングが迅速
な流出路起源の心室性不整脈のマッピングを可能とし、心筋の興奮伝搬パターンの解析によ
り不整脈の起源を高率に推定しうることを示した意義のある論文と認めた。 
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論 文 審 査 委 員  
松村 琢磨        
博 士（医学） 
千大院医薬博甲第医１４４３号 
平成２９年９月３０日 
学位規則第４条第１項該当 
Circulating anti-coatomer protein complex subunit epsilon (COPE) 
autoantibodies as a potential biomarker for cardiovascular and cerebrovascular 
events in patients with obstructive sleep apnea 
（閉塞性睡眠時無呼吸症候群患者における心血管／脳血管イベントのバ
イオマーカーとしての抗 COPE 抗体の可能性） 
（主査）教 授  小林 欣夫 
（副査）教 授  安西 尚彦    教 授  眞鍋 一郎 
 
 
論 文 内 容 の 要 旨  
 
【目的】中等症から重症の閉塞性睡眠時無呼吸症候群（OSAS）は、心血管障害や脳血管障
害といった重症の動脈硬化関連疾患の独立した危険因子であることが知られている。しか
し、OSAS 患者における動脈硬化関連疾患の発症の予測は困難である。我々は、予備研究に
おいてゴルジ体区画における蛋白質輸送を調節する細胞質複合体である coatomer protein 
complex, subunit epsilon（COPE）に対する自己抗体（抗 COPE 抗体）が、動脈硬化の新たな
マーカーとなる可能性を明らかにした。今回、OSAS 患者において抗 COPE 抗体価が心血管
及び脳血管イベントと関連するかについて評価を行った。 
【方法】ポリソムノグラフィーにおいて OSAS と診断された 82 人の成人患者及び健常人 64
人を対象とし、Amplified luminescence proximity homogeneous assay 法により血清中の抗
COPE 抗体価を測定した。抗 COPE 抗体価と動脈硬化に関連する臨床背景との関連を評価し
た。 
【結果・考察】抗 COPE 抗体価は、OSAS 患者群において健常群よりも有意に高値であり、
うち中等症～重症の OSAS 患者でより高値であった。また、心血管障害／脳血管障害、高
血圧症、肥満を合併する OSAS 患者において高値であった。OSAS 患者における単／多重ロ
ジステッィク解析では、抗 COPE 抗体価高値は心血管／脳血管障害の有意な予測因子であ
った。 
【結論】OSAS 患者において抗 COPE 抗体価が高値であることは、心血管及び脳血管イベン
トのリスクである可能性が示された。抗 COPE 抗体価が高値である OSAS 患者は、より慎重
に強度の強い治療を必要とする可能性がある。 
 
                  
 
 
 
 論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
 閉塞性睡眠時無呼吸症（OSA）患者は、内皮機能障害による動脈硬化を発症し、心血管
／脳血管障害の高リスクである。本研究では、健常者及び OSA 患者の血清中の、細胞質内コ
ートタンパク質 coat protein complex I（COPI）複合体のサブユニットである coatomer 
protein complex, subunit epsilon（COPE）に対する自己抗体（抗 COPE 抗体）を、Amplified 
luminescence proximity homogeneous assay 法を用いて測定した。抗 COPE 抗体値は、OSA
患者では健常者よりも有意に高値であり、うち中等症～重症の患者でより高値であった。ま
た OSA 患者のうち、肥満、高血圧症、心血管／脳血管障害を合併する患者で抗 COPE 抗体
値はより高値であった。OSA 患者において心血管/脳血管障害の既往を予測する最も強い因子
は、抗 COPE 抗体高値であることだった。 
OSA患者における将来の心血管／脳血管障害の発症リスクを評価する動脈硬化マーカーは
まだないが、本研究で用いた抗 COPE 抗体は心血管／脳血管障害の既往と関連していること
から、一つの候補であると考えられる。今後更なる研究を行うことにより、抗 COPE 抗体が、
OSA患者の治療の必要性を判断する際に臨床的に有用な心血管／脳血管障害の発症リスクマ
ーカーとして用いられる可能性が考えられ、意義のある論文と認められた。 
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長 田 和 士 
博 士（薬学） 
千大院医薬博甲第薬学１５号 
平成２９年９月３０日 
学位規則第４条第１項該当 
代替薬選択のための医薬品情報の創出－ 高血圧治療薬を例に－ 
（主査）教 授  伊 藤 晃 成 
（副査）教 授  関 根 祐 子  特任教授  神 﨑 哲 人 
 
論 文 内 容 の 要 旨 
 
本研究では、病院内非採用持参薬に対する代替薬の成分および投与量の選択に用いること
のできる指標の作成および評価を目的に検討した。高血圧治療薬のアンジオテンシンⅡ 受容
体拮抗薬を対象に、臨床試験データを用いて、Ema x モデルによる 1 日投与量と降圧度の回 
帰式を導き出し、高血圧症に対する日本の承認用量ごとの予測降圧度を算出することで、「1 
日投与量ごとの予測降圧度一覧表」を作成した。さらに、病院薬剤師を対象としたアンケー
ト調査を実施し、「1日投与量ごとの予測降圧度一覧表」の有用性を評価した。「1 日投与量ご
との予測降圧度一覧表」の作成により、代替薬の成分および投与量の選択の指標を創出でき
たと考えられた。アンケート調査により、病院内非採用持参薬に対して、代替薬の提案が必
要になるケースが存在しているものの、代替薬の提案が満足に行えていない現状が認められ、
代替薬の成分および投与量を選択における指標の必要性が明らかとなった。さらに、回答者
の 9 割超が「1 日投与量ごとの予測降圧度一覧表」は、代替薬の選択に有用だと回答したこ 
とから、本一覧表は代替薬の成分および投与量の選択において有用なツールであると考えら
れた。 
本研究により、病院内非採用の持参薬に対する代替薬の成分および投与量の選択における
有用な指標を創出でき、病院内非採用の持参薬に対する代替薬の選択に際し、有益な情報を
提供するものであると考えられた。 
 
 論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
薬剤師が持参薬を確認した際、同一成分の薬剤が病院内に採用されていない場合、代替薬を用量ととも
に提案することが必要となる。しかし、持参薬と同程度の臨床効果が得られる代替薬の用量に関する指標
は見当たらず、代替薬の成分および投与量の選択に苦慮する。 
 本研究は、病院内非採用持参薬に対する代替薬の成分および投与量の選択に用いることのできる指標の
作成および評価に関して検討したものである。 
 高血圧治療薬のアンジオテンシンⅡ受容体拮抗薬を対象に、臨床試験データを用いて、Emax モデルに
よる 1 日投与量と降圧度の回帰式を導き出し、高血圧症に対する日本の承認用量ごとの予測降圧度を算出
することで、「1 日投与量ごとの予測降圧度一覧表」を作成し、代替薬の成分および投与量の選択の指標を
創出した。また、「1 日投与量ごとの予測降圧度一覧表」の有用性を評価するため、病院薬剤師を対象とし
た調査を実施している。その結果、代替薬の提案が満足に行えていない現状が認められ、代替薬の成分お
よび投与量の選択における指標の必要性を明らかとしている。さらに、回答者の 9 割超が「1 日投与量ご
との予測降圧度一覧表」は、代替薬の選択に有用だと回答しており、本一覧表は代替薬の成分および投与
量の選択において有用なツールであることを示した。 
 本研究により、持参薬に対する代替薬の成分および投与量の選択における有用な指標を創出するととも
に、病院内非採用の持参薬に対する代替薬の選択に際し、有益な情報を提供するものであると推察された。 
これらの成果は、患者の入院前後の薬物療法の有効かつ安全な継続に寄与することが大であり、博士（薬
学）の学位論文として価値のあるものと認めた。 
 氏 名 
学位（専攻分野） 
学 位 記 番 号  
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学位記授与の要件 
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論 文 審 査 委 員  
山 崎 璃 沙 
博 士（薬学） 
千大院医薬博甲第薬学１６号 
平成２９年９月３０日 
学位規則第４条第１項該当 
Anti-fibrotic Effects of Cyclosporine A on Pulmonary Fibrosis: Role 
of Hypoxia-inducible Factor-1α 
(肺線維症におけるシクロスポリン A の抗線維化作用の解明:  
転写因子 Hypoxia-inducible Factor-1α の関与) 
（主査）教 授  山 口 直 人  
（副査）教 授  高 野 博 之  教 授  岩 間 厚 志  
特任准教授 Ｍａｒｋ Ｂｉｘ 
 
論 文 内 容 の 要 旨 
 
Idiopathic pulmonary fibrosis (IPF) is a chronic lung disorder characterized by 
aberrant tissue remodeling and the formation of fibroblastic foci composed of fibrogenic 
myofibroblasts. Transforming growth factor-β1 is one of the factors responsible for fibrosis 
because it promotes fibroblast to myofibroblast differentiation (FMD) and is associated 
with the up-regulation of α-smooth muscle actin. Therefore, the inhibition of FMD may 
represent an effective strategy for the treatment of IPF. The author herein describes the 
treatment of human lung fibroblasts (WI-38 and HFL-1 cells) with cyclosporine A (CsA), 
which reduces transforming growth factor-β1-induced FMD via the degradation of 
hypoxia-inducible factor-1α (HIF-1α). Additionally, treatment with CsA and a HIF-1α 
inhibitor (HIFi) decreased the expression levels of α-smooth muscle actin and fibronectin 
in primary myofibroblast-like cells obtained from a patient with pulmonary fibrosis. This 
phenomenon indicates that CsA and HIFi promote the dedifferentiation of myofibroblasts. 
In mice intratracheally administered CsA or HIFi at an early fibrotic stage (7, 8, and 9 
days post-bleomycin instillation (dpi)), the alleviation of lung fibrosis was observed at 14 
dpi. These results suggest that CsA exhibits anti-fibrotic effects by degrading HIF-1α and 
also that the CsA-HIF-1α axis provides a new insight into therapeutic options for the 
treatment of IPF. 
 論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
本論文は，有効な肺線維症治療薬の探索とその作用機序の解明を目的としたものである。
IPF(特発性肺線維症 )は原因不明の慢性進行性疾患であり，肺組織の線維化により呼吸困難
を起こして死に至る病気である。線維化の主要メカニズムは，線維芽細胞が分化した筋線
維芽細胞から分泌されるコラーゲン等の過剰産生にあるので， IPF 治療には筋線維芽細胞
への分化抑制が重要であると考えられる。  
しかし， IPF 患者が自覚症状を持つ頃には，筋線維芽細胞を主体とした線維化巣が既に
存在している。そこで，本論文では「筋線維芽細胞への分化抑制」と「筋線維芽細胞の脱
分化誘導 (線維芽細胞への再転換 )」を併せ持つ薬物の探索を試み，効果的な IPF 治療薬の
開発を狙った。具体的には，細胞レベルでの候補薬スクリーニングにおいて，筋線維芽細
胞への分化抑制評価に加えて，IPF 患者肺由来の初代筋線維芽細胞の脱分化評価を行った。
スクリーニングでは，抗線維化作用は未知だが， IPF の急性増悪時に有効性が期待される
免疫抑制薬を検討した。  
その結果，シクロスポリン A (CsA) が，筋線維芽細胞の①成立抑制と②脱分化促進とい
う少なくとも 2 種類の作用により肺線維症に効果を持つ可能性を見出し，CsA のマウス経
気管投与が肺線維症治療効果を発揮しうることを示した。この CsA の効果は，従来までの
免疫抑制作用 (カルシニューリン阻害作用 )  とは異なり，低酸素誘導因子 HIF-1α を抑制す
ることによって現れることが判明した。  
以上により，本論文は，臨床で用いられる CsA が筋線維芽細胞の成立抑制及び脱分化促進作
用を有し，マウス個体レベルでも有効であることを初めて明らかにした。従って，本論文は
HIF-1α という新しい線維症治療ターゲットの提案につながる重要な論文であり，博士  (薬
学 ) の学位論文として価値あるものと認めた。 
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木 下   亮 
博 士（薬科学） 
千大院医薬博甲第薬科３１号 
平成２９年９月３０日 
学位規則第４条第１項該当 
固体分散体の非晶質特性に及ぼす製剤化プロセスパラメーターの影響 
（主査）教 授  戸井田 敏 彦 
（副査）教 授  根 矢 三 郎   教 授  秋 田 英 万 
 
論 文 内 容 の 要 旨 
 
近年、膜透過性は高いものの溶解性が低いため開発困難な難水溶性化合物が増えている。その溶解性改
善の手法として、薬物をポリマー中に分散させ、薬物を結晶から非晶質へと変化させる固体分散体（SD）
が広く注目されている。しかし、SD は高い溶解性改善効果が期待されるものの、薬物が非晶質状態のため
物理安定性が低く、SD を用いた製剤化工程は困難と考えられている。そこで本研究では、この困難な SD
の製剤化研究の必要性と、それに関わる研究報告の少なさに着目し、湿式造粒・乾燥工程の製法因子が SD
中の薬物の品質に及ぼす影響について評価した。検討①として、乳棒乳鉢での造粒・乾燥を実施し、得ら
れた SD 顆粒を溶解性の指標として溶出試験により、また物理安定性の指標として粉末 X 線回折測定によ
り評価した。得られた定量値を統計解析ソフトにより解析した結果、SD の溶解性に影響を与える因子は、
造粒液の量及び造粒液の水/エタノール比率であること、また物理安定性に影響を与える因子は乾燥温度で
あることが明らかとなった。さらに、至適な造粒・乾燥条件は、造粒液に水だけを用い、造粒液量を少な
く、また乾燥温度を高くすることだと見出した。また検討②として、その至適条件にて小型の造粒機にて
湿式造粒を実施した結果、実機スケールでも製法因子を適切に制御することにより、SD を湿式造粒にて製
剤化しても溶解性改善効果が保持できることが検証された。 
 
 論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
近年、低分子医薬品の分野において、膜透過性は高いものの溶解性が低いため開発困難な難水溶性化
合物が増えてきている。その溶解性改善の手法として、薬物をポリマー中に分散させ、薬物を結晶から
非晶質へと変化させた固体分散体が広く注目されている。しかし、固体分散体は高い溶解性改善効果が
期待されるものの、薬物が非晶質状態のため物理安定性が低く、固体分散体を用いた製剤化工程は困難
と考えられている。木下さんは企業研究者として、この困難な固体分散体の製剤化研究の必要性と、そ
れに関わる研究報告の少ない点に着目し、湿式造粒・乾燥工程の製法因子（プロセスパラメーター）が
固体分散体中の非晶質薬物の品質に及ぼす影響について評価した。検討①として、乳棒・乳鉢での小ス
ケールの造粒・乾燥を実施し、得られた固体分散体顆粒を溶解性の指標として溶出試験により、また物
理安定性の指標として粉末 X 線回折測定により評価した。得られた定量値を統計解析ソフトにより解析
した結果、固体分散体の溶解性に影響を及ぼす因子は、造粒液の量及び造粒液の水/エタノール比率であ
ること、また物理安定性に影響を及ぼす因子は乾燥温度であることが明らかとなった。さらに、至適な
造粒・乾燥条件は、造粒液に水だけを用い、造粒液量を少なく、また乾燥温度を高くすることであるこ
とが明らかとなった。また検討②として、その至適条件にて小型の造粒機にて湿式造粒を実施した結果、
実機スケールでも製法因子を適切に制御することにより、固体分散体を湿式造粒により製剤化しても溶
解性改善効果が保持できることを検証した。 
以上の研究は、湿式粉砕による固体分散体の製剤化が実機スケールでも可能であることを示した実用的
な内容であり、博士（薬科学）の学位に相応しいものと認めた。 
 氏 名 
学位（専攻分野） 
学 位 記 番 号  
学位記授与の日付 
学位記授与の要件 
学 位 論 文 題 目  
論 文 審 査 委 員  
呉   思 遠 
博 士（薬科学） 
千大院医薬博甲第薬科３２号 
平成２９年９月３０日 
学位規則第４条第１項該当 
触媒的 Diels-Alder反応を用いるカルバゾール類天然物の全合成研究 
（主査）教 授  石 橋 正 己 
（副査）教 授  荒 野   泰   教 授  根 本 哲 宏 
 
論 文 内 容 の 要 旨 
 
 カルバゾール類天然物は、カルバゾール骨格を有し、強力な薬理作用を持つため、医薬品
開発や農薬開発に広く用いられている。しかしながら天然からの供給量が十分ではなく薬理
活性評価や構造証明が不十分なものも多く、全合成が必要とされている。そこで、筆者はこ
れら化合物群の構造証明、量的供給を目指し全合成研究に着手した。 
所属研究室では、シロキシビニルインドール誘導体および電子不足Ｅ−オレフィンを基質とし
たキラルホルミウム触媒を用いる不斉 Diels-Alder反応を開発し、光学活性多置換ヒドロカ
ルバゾール骨格の構築法を報告している。 
そこで、この触媒的不斉 Diels-Alder反応を用いて、高収率、高不斉収率で光学活性ヒド
ロカルバゾール誘導体を合成した。続いて、オキサゾリジノン部位の還元と続く一連の官能
基変換により、ヒドロカルバゾロンを合成し、本化合物を共通合成中間体として、シリルエ
ノールエーテル中間体を経由し、メタノール存在下、超原子価ヨウ素試薬を用いて、ケトン
α位への酸素官能基の導入を行い、多置換カルバゾール類天然物カルバゾマイシン Bの全合
成を行った。 
さ ら に 、 キ ラ ル ヒ ド ロ カ ル バ ゾ ロ ン 天 然 物 （ 3-Hydroxy-1,2-dimethyl- 
2,3-dihydro-1H-carbazol-4-one）の初不斉全合成を達成し、その絶対立体化学を確定した。 
 
 論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
カルバゾール類天然物は、カルバゾール骨格を有し、強力な薬理作用を持つため、医薬品開発や農
薬開発に広く用いられている。しかしながら天然からの供給量が十分ではなく薬理活性評価や構造証
明が不十分なものも多く、全合成が必要とされている。そこで、筆者はこれら化合物群の構造証明、
量的供給を目指し全合成研究に着手した。 
所属研究室では、シロキシビニルインドール誘導体および電子不足Ｅ−オレフィンを基質としたキラ
ルホルミウム触媒を用いる不斉Diels-Alder反応を開発し、光学活性多置換ヒドロカルバゾール骨格の
構築法を報告している。 
そこで、この触媒的不斉Diels-Alder反応を用いて、高収率、高不斉収率で光学活性ヒドロカルバゾ
ール誘導体を合成した。続いて、オキサゾリジノン部位の還元と続く一連の官能基変換により、ヒド
ロカルバゾロンを合成し、本化合物を共通合成中間体として、シリルエノールエーテル中間体を経由
し、メタノール存在下、超原子価ヨウ素試薬を用いて、ケトンα位への酸素官能基の導入を行い、多
置換カルバゾール類天然物カルバゾマイシンBの全合成を行った。さらに、キラルヒドロカルバゾロン
天然物（3-Hydroxy-1,2-dimethyl- 2,3-dihydro-1H-carbazol-4-one）の初不斉全合成を達成し、その
絶対立体化学を確定した。 
以上のように，本論文は新しい骨格構築反応を用いる天然物全合成研究に関して興味深い知見を得た
研究であり，博士（薬科学）の学位論文として価値あるものと認めた。 
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学 位 記 番 号  
学位記授与の日付 
学位記授与の要件 
学 位 論 文 題 目  
 
 
 
 
論 文 審 査 委 員  
孫  雨 晨 
博 士（薬科学） 
千大院医薬博甲第薬科３３号 
平成２９年９月３０日 
学位規則第４条第１項該当 
Characterization of cancer-type organic anion transporting 
polypeptide 1B3 as a novel cancer biomarker and therapeutic target 
for human colorectal cancer. 
（新規大腸がん診断およびがん自殺遺伝子療法の標的としての応用を目
指したがん型 organic anion transporting polypeptide1B3の基盤研究）
（主査）教 授  山 口 直 人 
（副査）教 授  樋 坂 章 博   教 授  伊 藤 晃 成 
 
論 文 内 容 の 要 旨 
 
Organic anion transporting polypeptide 1B3 (OATP1B3) is a liver-specific transporter that facilitates uptake of 
various endogenous and xenobiotic compounds. Recently, it has been reported that cancer-type OATP1B3 
(Ct-OATP1B3), which is a novel OATP1B3 mRNA isoform of liver-type OATP1B3 (Lt-OATP1B3), is expressed in 
several colorectal cancer (CRC) cells and tissues. Moreover, Ct-OATP1B3 mRNA expression is reported to be 
exclusively restricted to cancerous tissues. Based on these facts, Ct-OATP1B3 is expected to have a potential to be a 
novel cancer biomarker and a therapeutic target for CRC. However, these possibilities remain unclear because 
expression characteristics of Ct-OATP1B3 mRNA have not been fully clarified in large number of CRC patients. 
Therefore, it is necessary to characterize its detailed expression profile in CRC. To this end, the mRNA expression 
profile was investigated in two different CRC cohorts (n= 39 and 97). The results showed that Ct-OATP1B3 mRNA 
expression was predominant over Lt-OATP1B3 mRNA expression in CRC, and that the mRNA was overexpressed in 
cancer-specific manner. These data suggest that Ct-OATP1B3 mRNA is a primary and cancer-specific OATP1B3 
mRNA expressed in CRC. As Ct-OATP1B3 mRNA shows cancer-specific expression profile, its diagnostic power 
was then examined in order to evaluate its potential as a cancer biomarker. As a result, the mRNA possessed high 
diagnostic power to discriminate between CRC tissues and normal tissues, suggesting that the mRNA can be a 
tissue-based CRC detection biomarker. Next, the clinical significance of Ct-OATP1B3 mRNA expression was also 
examined because such information will add further value to its mRNA as a cancer biomarker. It was found that 
higher Ct-OATP1B3 mRNA expression was associated with better overall survival in Stage II/III CRC patients, and 
that the mRNA expression can be an independent predictor for overall CRC survival in those patients. In this regard, 
the current data indicate that Ct-OATP1B3 mRNA can also be a prognostic biomarker for the patients. Meanwhile, in 
addition to biomarker potentials, cancer-specific expression of Ct-OATP1B3 confers its potential uses in targeted 
cancer therapy. To examine this possibility, it was tested if Ct-OATP1B3 can be a target molecule for 
spliceosome-mediated RNA trans-splicing (SMaRT)-based herpes simplex virus thymidine kinase (HSV-tk) therapy 
which is a suicide gene therapy targeting caner-specific pre-mRNA utilizing an artificial RNA trans-splicing molecule 
(RTM). In the current strategy, RTM was designed to generate fusion mRNA/protein between Ct-OATP1B3 and 
HSV-tk via SMaRT reaction, inducing ganciclovir (GCV, a substrate for HSV-tk) mediated cytotoxicity in 
Ct-OATP1B3 positive cells. In this study, it was firstly confirmed that Ct-OATP1B3-specific RTM mediated 
generation of Ct-OATP1B3-HSV-tk fusion mRNA/protein in CRC cells. Next, functionality of the RTM was tested in 
in vitro CRC cells and in vivo CRC tumor-bearing mice. The results showed that GCV-induced cytotoxicity 
specifically killed Ct-OATP1B3 positive CRC cells expressing the RTM. Moreover, it was found that the growth of 
in vivo CRC tumors harboring the RTM was inhibited upon GCV treatment. Collectively, these results clearly 
demonstrate that it is feasible to use cancer-specific Ct-OATP1B3 as a target of SMaRT-based HSV-tk therapy. 
Taken all data together, it can be concluded that Ct-OATP1B3-derived RNA is a promising cancer-specific molecule 
for development of not only a novel cancer detection and prognostic biomarker but also a SMaRT-based suicide gene 
therapy for CRC. 
 
 
 
 
 
 論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
 本論文は , 有機アニオントランスポーターである OATP1B3 のスプライシングバリアン
トである Ct-OATP1B3 の mRNA 発現が腫瘍特異的であるという報告を基に, 大腸がん診断バイオマー
カーおよび治療標的としての基盤確立を目的にしたものである。 
まず, ヒト大腸がん組織由来試料を用いて Ct-OATP1B3 mRNA の検出感度・特異度の解析をおこない, 
それぞれ 80.4%と 88.7%であることを明らかにした。これらの値は既存の腫瘍マーカーはもとより, 開発
中の腫瘍マーカーと比べても極めて高い値となっている。さらに, 本研究において, Ct-OATP1B3 mRNA
の発現量が大腸がん患者予後とも関連することを見出しており, 本 mRNA が予後診断マーカーとしても
有用である可能性を示した。 
 一方, 本研究では Ct-OATP1B3 mRNA を標的とした治療法として, 転写編集技術を利用した自殺遺伝
子治療法の開発に取り組んだ。転写編集技術は, Ct-OATP1B3 pre-mRNA を自殺遺伝子の mRNA へと編集
する技術であり, これによりがん細胞特異的な自殺遺伝子発現, ひいては抗がん活性発現が可能となる。
本研究では Ct-OATP1B3 mRNA を標的とした転写編集核酸を設計し, これを Ct-OATP1B3 mRNA 陽性大
腸がん細胞に導入することにより, in vitro 及び in vivo において本遺伝子治療システムが抗がん効果を発
揮することを明らかにした。 
以上の研究成果は, 従来困難であった高精度・汎用的な大腸がんの検出や診断, および Ct-OATP1B3 陽性大
腸がん患者に対する分子標的治療, を可能するとする技術革新の基盤となっていると考えられる。したが
って, 本論文は, 博士(薬科学)の学位論文として価値あるものと認めた。 
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論 文 審 査 委 員  
印 田 宏 子 
博 士（看護学） 
千大院看護博甲第１７９号 
平成２９年９月３０日 
学位規則第４条第１項該当 
在宅療養高齢者における尿路感染予防に関する研究 
－膀胱留置カテーテル留置による尿路感染症を予防するためのケア 
プロトコール－ 
（主査）教 授  岡 田   忍 
（副査）教 授  諏 訪 さゆり   教 授  生 坂 政 臣 
    准教授  石 橋 みゆき 
 
 
論 文 内 容 の 要 旨  
 
本研究は、在宅で膀胱留置カテーテル（以下カテーテル）を留置している高齢者において尿路感染を防
止するためのケアプロトロールの作成・評価を目的に以下の３つの研究を実施した。 
【研究Ⅰ】既存のケアプロトコールを在宅で適用する場合の実用性の検討と修正点の抽出 
１）在宅のカテーテル留置利用者と家族介護者、訪問看護師への半構造化面接・参加観察・尿の細菌 
学的評価から、既存のケアプロトコールに追加すべき項目や修正点を抽出した。 
２）訪問看護ステーションの留置利用者を対象に質問紙調査を行い、さらにケアプロトコールに含め 
るべき内容について抽出・確認した。 
研究 I の結果、在宅ではカテーテル抜去の可否は利用者・介護者の意向も含めた包括的アセスメント 
に基づいて判断すべきこと、留置を継続せざるを得ない場合が多く、尿路感染のリスクが高いことか 
ら、カテーテル管理・尿路感染防止のための具体的ケアを加えることなどの必要性が示された。 
【研究Ⅱ】ケアプロトコール試案の作成と修正 
【研究Ⅰ】に基づいて既存のケアプロトコールを元に試案を作成し、泌尿器科医等の専門家に評価を 
依頼した。その結果、アセスメントに必要な情報収集の煩雑さや抜去の判断に対する疑念、抜去時の 
調整の必要性などの指摘があり、これに基づいて試案を修正した。 
【研究Ⅲ】ケアプロトコールの実施可能性と有用性の評価 
作成したケアプロトコールを留置者利用者５名のケア担当訪問看護師と紙面上で展開し、２名につ 
いて実際にケアプロトコールを適用した。留置利用者はいずれも留置継続と判断され、プロトコール    
に基づいたカテーテル管理・排尿ケアを実践してもらった。尿の細菌学的調査と訪問看護師へのイン    
タビューからプロトコールの効果を評価した。紙面展開では訪問看護師と研究者の評価はいずれも一 
致し、抜去に向けて取り組むべき課題が明確になった。適応２週間の間に尿路感染の兆候は観察されな 
かったが、細菌学的な改善はみられなかった。留置利用者は訪問看護以外の介護サービスも受けており、 
プロトコールに基づいたケアを他職種と共有する必要性が示された。 
以上より 
作成したケアプロトコールは特に留置継続時にカテーテル留置による尿路感染予防のケアに活用で   
きると考えられた。しかし、在宅療養開始時点で既にカテーテル留置が決定されている場合が多く、プロ
トコールの活用の場については今後検討が必要である。 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
膀胱留置カテーテルの留置は尿路感染症のリスクであり、特に要介護度が高く、運動量の低下した在宅
療養者では容易に細菌尿を来たすこと、尿路感染症が全身状態に与える影響が大きいことから、不必要な
留置を避けることが重要である。しかしその一方で、在宅では留置の理由が不明確なまま留置を継続した
り、介護力の問題などから留置が長期にわたってしまう現状がある。 
本研究は、在宅で膀胱留置カテーテルを留置している高齢療養者の尿路感染予防を目的に、既存のケア
プロトコールを利用して在宅で訪問看護師が中心となって使用するケアプロトコールを作成し、膀胱留置
カテーテルを留置している高齢療養者５名へ紙面による模擬展開・適用の結果から、実施可能性・尿路感
染防止における有用性について評価したものである。ケアプロトコールは、文献検討、訪問看護現場での
参加観察・半構成的面接、質問紙による実態調査、専門家の意見聴取を経て作成し、その特徴は①介護力
や本人・家族に意向に基づく包括的な抜去可否の判断、②抜去時の詳細な調整・対応、③留置継続時の根
拠に基づくケアを盛り込んだことである。 
ケアプロトコールの紙面展開・適用の結果、実際に抜去となった療養者はおらず、実施可能性・尿路感
染防止における有用性については十分に評価できなかったが、ケアプロトコールの使用は、訪問看護師が
抜去の可否についてアセスメントし、抜去に向けた課題を明確にする機会となり、在宅での不必要な膀胱
留置カテーテルの抜去につながる可能性が示唆された。また、活用の場を退院時などに広げ、在宅医療に
かかわる他職種と共有することで、在宅での不必要な膀胱留置カテーテルの留置を防ぎ、抜去に向けた取
り組みを促進する効果も期待できると思われた。 
以上より、本論文は博士（看護学）の学位を授与するに値するものと認める。 
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論 文 審 査 委 員  
佐 藤 仁 美 
博 士（看護学） 
千大院看護博甲第１８０号 
平成２９年９月３０日 
学位規則第４条第１項該当 
原発性悪性脳腫瘍患者の家族が生活の変化に適応するための対処を促す
看護支援モデルの開発 
（主査）教 授  諏 訪 さゆり 
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論 文 内 容 の 要 旨 
 
  
  
本研究の目的は、原発性悪性脳腫瘍患者の家族が生活の変化に適応するための対処を促す看護支援モデ
ルを開発することである。モデルの開発には、①看護モデルの作成、②看護介入の評価、③モデルの洗練
が含まれる。本研究は、以下の 2 つの研究で構成される。 
 
研究 l 
研究 l の目的は、原発性悪性脳腫瘍患者の家族が生活の変化に適応するための対処を促す看護支援モデ
ルを作成することである。先行研究 1・2・3、文献検討から、家族のニーズをアセスメントし、【医療従事
者とのコミュニケーション】【情報提供】の視点からニーズを満たす看護支援を提供することで、家族の対
処が促され、生活が安定するというモデルを作成した。 
 
研究 2 
研究 2 の目的は、研究 1 のモデルに基づいた看護介入の評価とモデルを洗練することである。前向き縦
断的事例研究デザインを用い、原発性悪性脳腫瘍患者の家族 6 名（男性 l 名、女性 5 名）に対し、研究 1    
で作成したモデルに基づいた看護介入を行った。介入の評価は、対象者の語りから対処の促進や生活の安
定、介入者からみた対象者の変化、看護目標の達成度により判断した。客観的尺度として測定した介護負
担度や QOL はアセスメントの情報、介入の評価を補完するデータとなった。実施した看護支援は質的帰
納的に分析にした結果【他の医療従事者とのコミュニケーションの促進】【理解度の確認と説明・教育】【気
持ちの共感・傾聴】【家族への注目】【情報提供】になり、看護支援の構成要素に追加した。対象者におい
ては、看護目標が達成され、語りからも対処を促す内容や生活が安定した内容が現れた。 
以上のことから、研究 2 の目的が達成され今後の課題と方向性が明らかとなった。 
 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
原発性悪性脳腫瘍患者は、診断から死に至るまでの進行が早く、その過程において再発を繰り返す。 
また、神経学的に生活を営む機能が障害されることから、介護する家族の生活にも急激に多くの困難をも
たらす。そこで本研究では、原発性悪性脳腫瘍患者の家族が生活の変化に適応するための対処を促す看護
支援モデルを開発することを目的として実施した。 
まず、先行研究 1・2・3 において、家族の体験とそれに影響を与える 11 の側面、5 つの構成要素から
成る家族のニーズ、さらに生活の変化に適応するための対処を促す支援として 5 カテゴリーを明らかにし
ており、研究 l ではこれらの先行研究と文献検討をもとに、家族の体験とニーズに焦点を置いた看護支援
モデルを作成した。 
研究 2 では、前向き縦断的事例研究デザインを用いて、研究 l で作成した看護支援モデルに基づき、原
発性悪性脳腫瘍患者の家族 6名を対象者として 2～4か月の期間で介入を実施し、その結果から看護支援モ
デルを評価・洗練した。介入の評価は、対象者の語りから、対処の促進、生活の安定の状況、また介入者
が捉えた対象者の変化、看護目標の達成度によって行った。その結果、家族のニーズとして＜医療従事者
とのコミュニケーション＞＜家族への配慮＞＜情報提供＞＜専門的なアドバイス・指導・説明＞＜気持ち
の傾聴・共感＞が明らかになり、これらのニーズを満たすための 35カテゴリーの看護支援から成る看護支
援モデルが開発された。 
本研究で開発された看護支援モデルは、希少がんであり、かつ急激に生活が変化する原発性悪性脳腫瘍
患者と家族の在宅生活の安寧をもたらす看護支援の質向上に寄与し、学術的価値を有する論文であり、博
士（看護学）の学位を授与するに値するものと認める。 
 
 
 
  
氏名・生年月日  
学位（専攻分野）  
学 位 記 番 号  
学位記授与の日付 
学位記授与の要件 
学 位 論 文 題 目  
 
 
論 文 審 査 委 員  
Uki Noviana 
博 士（看護学） 
千大院看護博甲第１８１号 
平成２９年９月３０日 
学位規則第４条第１項該当 
Development of a Nursing Support Program on Finding Meaning in Life 
for Relocated Disaster Survivors of the 2010 Mt.Merapi Eruption, 
Indonesia 
（主査）教 授  岩 﨑 弥 生 
（副査）教 授  宮 﨑 美砂子   教 授  眞 嶋 朋 子 
    教 授  Fitri Haryanti 
 
論 文 内 容 の 要 旨 
 
 Disaster and relocation can cause suffering due to losses and daily life distress. Frankl stated that in 
suffering, people with‘meaning in life' have better chances to survive. However, nursing support in 
finding meaning in life for relocated disaster survivors remains unexplored. This study aims to 
develop nursing support program based on model in enabling relocated disaster survivors of 2010 Mt. 
Merapi eruption to find meaning in life. 
 
A study framework of nursing support program in finding meaning in life was constructed based on a 
conceptual model of meaning in life developed from a qualitative-synthesis study (Noviana et al., 2016) 
and Gibbs reflection cycle (1988). 
 
This study uses theoretical based approach for developing nursing support program in finding 
meaning in life that includes two studies, Study I: designing and pilot testing; Study II: Evaluating. 
Study I consists of three steps: Designing, Pilot testing, and Revising. Designing nursing support:  
a draft support program was designed based on the study framework added with Reflection in group 
and Photographs for reflection tool as methods to conduct the support program. The draft was 
consulted to an expert in using photographs for community-based research and two public health care 
providers who are in charge in the relocation area. Pilot Testing was conducted by a researcher to 
evaluate the process of the nursing supports. Six women (26-47 years old) participated in the program. 
Six considerations to reapply and six consideration points to revised the support program were 
identified. Revising the nursing supports: the support program is revised based on the consideration 
points emerged in the process evaluation and advices from experts. The revised nursing supports 
consists of three group sessions. In between of the group sessions, participants were individually 
assisted to prepare participating in group sessions. Group session I: learn using camera and practice 
taking photos. Group session II: share photos of daily life influenced by disaster and relocation 
(description, feeling, and evaluation). Group session III: Connecting to idea of meaning in life through 
making photos-map (analysis) and draw an action plan. Study II aims is to conduct impact evaluation 
of the support program (McKenzie and others 2009). The researcher implemented the support 
program for a group of relocated survivors. Six women (31-41 years old) participated in the program. 
Six immediate responses were identified (identify daily life changes, identify meaning in the changes 
of daily life, recognize meaning in life, aware meaning in life from daily life experiences, find main 
meaning in life, and plan to modify attitude toward daily life for meaningful life). The intended 
outcome of meaning in life found that all participants’meaning in life scores of LAP-R Questionnaire 
increase after participating in the support program. The qualitative data found that participants 
recognize sources and components of meaning in life from daily life experiences. 
 
The characteristics of the developed nursing support program are the following. Group reflection using 
photographs is useful to support in finding meaning in life after disaster and relocation; Step by step of 
the reflection process are useful to find meaning in life from daily life experiences toward meaningful 
life after disaster and relocation; and Considering the local culture and group interaction is necessary 
to conduct the supports program. 
 論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
This dissertation describes a unique intervention to support relocated survivors of 2010 Mt. Merapi 
eruption in finding ‘meaning in life'. The dissertation consists of two studies. The study one had three 
steps: i) designing nursing intervention based on Frankl's theory of ‘meaning in life' and Gibbs’ 
reflective cycle, ii) pilot testing of the intervention, and iii) revising the intervention. The study two 
was conducted to assess the impact evaluation of the revised intervention by which the direct causal 
effect of the revised intervention on the outcomes was examined. 
Six women aged 31-41 participated in the study two. The core components of the intervention 
include group reflection on ‘meaning in life' embedded in daily life and utilization of photographs in 
facilitating group reflection. The revised intervention consists of three group sessions and individual 
sessions in between.  At the first group session, participants learned how to take photos. At the 
second group session, participants shared photos they had taken. At the last session, participants   
made photomaps to connect their ideas of ‘meaning in life' in everyday life and planned actions to lead 
a more meaningful life. Results indicated the effectiveness of group sessions and usefulness of 
photographs in eliciting ‘meaning in life' after a traumatic experience of disaster and relocation. 
In developing nursing intervention by combining Frankl’s theory of ‘meaning in life' and Gibbs’ 
reflective cycle, the dissertation makes a unique and valuable contribution to the nursing knowledge 
base. Furthermore, findings are benefit to the area of post-disaster community mental health. 
We therefore recommend that the candidate be awarded the degree of Doctor of Philosophy. 
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論 文 内 容 の 要 旨  
 
1930 年代に、今では Sprague-Grundy 関数（SG 関数）と呼ばれるものを使って不偏ゲームを解析でき
ることが Sprague と Grundy によって独立に示された。その後、様々なゲームの研究が進められた。中で
も 1954 年に、Welter は Welter ゲームと呼ばれる Nim の誘導部分ゲームの SG 関数の明示公式（SG 公
式）を与えた。 Nim の誘導部分ゲームで SG 公式が知られていたゲームは（その p 飽和まで範囲を広げ
ても）、自明なものをのぞくと、Nim と Welter ゲームのみだった。 
本研究では、p 飽和という概念を導入し、SG 公式を持つゲームを構成した。主結果を二つに分けて述べ
る。 
一つ目に、p 飽和 Welter ゲームの SG 公式を与えた。さらに p 飽和 Welter ゲームの SG 関数と対称
群の既約表現の次数との関係も与えた（Welter ゲームと対称群の表現との間に何らかの関係があることは、
佐藤幹夫によって 1970 年代に予想されていた）。  
二つ目に、桁分離型 SG 関数という概念を導入し、 SG 公式を持つゲームの族を構成した。この族は、
Nim は含むが Welter ゲームは含まないものになっている。さらに、構成したゲームの中から、特に p 反
転ニムというゲームに焦点を当てて、このゲームの p 飽和指数も決定した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
  
本論文では，代数学（特に，対称群の表現論）と関連するゲームについて研究を行い，ｐ飽和という概
念を導入し，これまで知られていなかった Sprague-Grundy関数の明示公式を持つゲームを構成し，対称群
の表現論への応用を与えた。主結果は，以下の 2つに分けて述べられる。 
１． p飽和 Welterゲームの Sprague-Grundy関数の明示公式を与え，対称群の既約表現の次数との関係
を明らかにした。p飽和 Welterゲームでは，局面は分割λで表すことができ，分割λに対しては対称群の
既約表現ρ(λ)が対応している。このとき，次の 2つを示した。 
(1)局面λの Sprague-Grundy数 sg(λ)が|λ|となる必要十分条件は，表現ρ(λ)の次数が pと素である
ことである。 
(2)表現ρ(λ)を sg(λ)次の対称群に制限した表現は，次数が pと素となる既約成分を持つ。 
このような関係の存在は，佐藤幹夫によって 1970年代に予想されていたことである。 
２. 桁分離型という概念を導入し，Sprague-Grundy関数の明示公式を持つゲームを構成した。この族は，
ニムは含むが Welterゲームは含まないものになっている。この中から p反転ニムというゲームに焦点を当
てて，その p飽和指数を決定した。 
 
これらの結果は，独創性が高く，大変優れたものであると認められる。 
 
７月２７日に本論文に関して剽窃チェックを行い、問題がないことを確認した。 
以上述べたように、審査委員会は本論文が博士（ 理学 ）の学位に値するものと判断した。 
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論 文 内 容 の 要 旨  
学習オートマトン（Learning Automaton, LA）とは未知環境（Random Environment, RE）上で動作する
確率オートマトン（Stochastic Automaton, SA）のことである。LAに関する研究は、理論の明快さ、収束
性の良さなどの利点から注目され、自律分散システムとしてのマルチエージェントシステム（Multi-Agent 
System、 MAS）モデル化手法、通信ネットワーク制御問題など、様々な研究が行われている。また、複数
個の SAと複数個の REからなる LAチームモデルが提案され、ネットワーク分散型制御問題へ応用されてい
る。この応用例では、LAチーム中の各 SAは完全並列分散的に動作できるので、システム全体の目標が達
成されやすい。一方、一般に MASでは、エージェント間の協調動作取得、コミュニティ自律的形成などが
要求され、協調学習機能が必要となる。 
 本研究では、MASの並列分散動作のみならず、協調動作をもモデル化できる協調学習機能を持つ LAチー
ムモデルを提案する。まず、協調的 LAチームモデルの詳細な定義を与え、学習の収束性について議論する。
また、MASの協調動作の例題として、ネットワークにおける分散型最短経路探索問題、およびインターネ
ット通信における輻輳制御問題を取り上げて、提案モデルを応用する。計算機実験の結果、前者では環境
変動に対する提案モデルの有効性が、また、後者では通信回線容量の増大に対する提案モデルの有効性が
確認できた。 
 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨  
学習オートマトンとは未知環境上で動作する確率オートマトンのことである。学習オートマトンは、理
論の明快さ、収束性の良さなどの利点から注目されている。また、複数個の確率オートマトンと複数個の
未知環境からなる学習オートマトンチームモデルが、マルチエージェントシステムのモデル化手法として
提案されている。一般に、マルチエージェントシステムでは、エージェント間の協調動作取得、コミュニ
ティ自律的形成などが要求され、協調学習機能が必要となる。 
 本論文では、マルチエージェントシステムの協調動作をモデル化できる協調的学習オートマトンチーム
モデルを提案している。まず、協調的学習オートマトンチームモデルの詳細な定義を与え、学習の収束性
について議論している。また、マルチエージェントシステムの協調動作の例題として、ネットワークにお
ける分散型最短経路探索問題、およびインターネット通信における輻輳制御問題を取り上げて、提案モデ
ルを応用している。計算機実験の結果、前者では各ノード上に置かれた確率オートマトン間の協調関係が
局所的に確立され、大域的目標を実現でき、また、後者では通信回線容量の増大時における帯域使用率の
大幅な改善を達成でき、提案モデルの有効性を確認している。 
 平成 29年 7月 24日に公開論文発表会・審査会を開催し、論文発表と質疑が行われた。 
 平成 29年 7月 24日に剽窃チェックソフトを使用し、オリジナルであることを確認した。 
 以上述べたように、審査委員会は本論文が博士（ 工学 ）の学位に値するものと判断した。 
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論 文 内 容 の 要 旨  
 
ヨウ素酸化細菌はヨウ化物イオン（I-）を分子状ヨウ素（I2）へ酸化する細菌の総称で、日本各地のか
ん水や海水から単離されている。本論文は、ヨウ素酸化細菌の持つ特異な酵素（IOX）を用いた酵素殺菌剤
の開発、及びヨウ素酸化細菌のさらなる応用を目指し、ドラフトゲノム解析を行った結果について纏めた
ものである。IOX の生成物である I2は、種々の微生物や一部の細菌芽胞に対しても殺菌力がある。現在広
く普及しているヨウ素系除菌剤はポビドンヨード（PVP-I）であるが、天然由来の酵素を利用した除菌剤も
需要が伸びつつある。そこで IOXと I-からなる除菌システムの抗菌スペクトルを確認したところ、食中毒
細菌等を 5 分以内に除菌できた。また３種の芽胞に対する除菌効果を PVP-I と比較したところ、IOX の方
が優れた効果を示した。さらにヨウ素の殺菌力の本体である遊離ヨウ素を定量したところ、IOX は遊離ヨ
ウ素をより多く発生でき、食品製造現場等における今後の応用が期待された。次にヨウ素酸化細菌の１種、
Roseovarius sp. A-2株のドラフトゲノム解析を行った。およそ 4.58 Mb のゲノムより、CDS は 4,514個、
tRNAが 46個、rRNAは１コピー見出された。ゲノム中には、IOXの構造遺伝子 ioxAが存在した。解糖系の
鍵酵素をコードする pfk や光合成遺伝子群は欠損していた。これに対し、一酸化炭素や水素、還元型硫黄
化合物をエネルギー源とする遺伝子群や、DMSP を資化する遺伝子群が存在した。以上の結果から、A-2 株
は一般的な糖ではなく、かん水や海水に存在する別の炭素源やエネルギー源を優先して利用することが示
唆された。  
                   
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
 本論文は国内のかん水より分離されたヨウ素酸化細菌の応用利用、およびそのドラフトゲノム解析につ
いて検討したものである。本論文は平成２９年６月２３日に提出され、その後上記４名の審査委員により
論文の内容および構成等の観点から慎重に審査された。 
 平成２９年７月２７日に、公開論文発表会を開催し、論文の発表と論文内容に関する質疑応答を行った。
発表会の後に審査会を開催し、以下の結果を得た。 
 本研究は、以下の点が学術論文として評価できる。ヨウ素酸化細菌 Iodidimonas sp. Q-1 のヨウ素酸化
酵素 IOX を用いて幅広い微生物や芽胞に対し効果のある新規ヨウ素系殺菌剤を開発し、本殺菌剤が高い遊
離ヨウ素濃度を維持することを明らかにした。また、別の主要なヨウ素酸化細菌である Roseovarius sp. A-2
のドラフトゲノム解析を行い、ヨウ素酸化酵素遺伝子や中枢代謝系をはじめとする本菌の推定代謝経路を
詳細に明らかにすることで、将来的な応用利用への道筋を開いた。 
 しかし、発表会の質疑応答を経た審査会において論文内の誤字や表のアレンジに関して課題が明らかと
なった。これらの課題に対しては修正が軽微であり、修正確認を行い、学位論文に値すると判断した。 
 以上より申請者が博士（学術）の学位に値する専門分野における学識を有すること、および外国語につ
いても試験の結果、英語能力を持つことを確認した。さらに、本論文の内容が Applied Microbiology and 
Biotechnology (2015), 99:10011-10018、および Journal of Genomics (2017), 5:51-53 に公表されてい
ることを確認した。 
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論 文 内 容 の 要 旨  
 
国営武蔵丘陵森林公園におけるヤマユリ個体群を対象として、①微地形・林相及び林床管理水準とヤマ
ユリおよび他出現種との関係、②生育適地における林冠優占種および落葉かき実施がヤマユリ個体群動態
に及ぼす影響、③栽培環境下におけるヤマユリ各生活史段階における各器官への資源配分および資源量の
季節変化、の 3 点に注目し、ヤマユリ個体群が生育する環境および林床管理が及ぼす影響を把握した。結
果、①ヤマユリは林床管理強度の高い林分に生育し，アカマツが優占する明るい丘頂斜面群において個体
数が多い傾向があった。②ヤマユリ幼令個体は自生条件下で抽だい個体への推移に平均 7～9年を経ている
こと，小サイズの抽だい個体に推移した後に生存率は当年生実生と同程度に低下すること，弾力性行列を
分析した結果，ヤマユリは開花個体以外の生育ステージにも弾力性値を分散させており他の森林性多年生
草本と異なる傾向を示すこと，落葉かきに伴う当年生実生の定着が個体群成長率（λ）の増加に寄与して
いることが明らかになった。 
③ヤマユリの地下部重量と葉面積のアロメトリー関係は一枚葉と抽だいの２つの生活史段階で異なり小
サイズの抽だい個体（B1）は物質生産部分に高比率の資源配分が行われるため、芽吹き時から地下部重量
回復までに期間を要し、これが自生条件下における高い死亡率を示すことが示唆された。有性繁殖器官に
ついて，ヤマユリは多年生草本としては高い資源配分が確認された。 
これらの結果を元に、国営武蔵丘陵森林公園を事例とした自生ヤマユリ個体群保全のための管理指針を
考察した。  
              論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
 本論文は丘陵地公園のヤマユリの生態と管理について研究したものである。本論文は平成 29 年 6 月 23
日に提出され、その後上記 4名の審査委員により論文の内容および構成等の観点から慎重に審査された。 
 平成 29年 8月 2日に、公開論文発表会を開催し、論文の発表と論文内容に関する質疑応答を行った。 
 本研究は以下の点が学術論文として評価できる。ヤマユリは丘陵地の微地形や植生、管理状況によって
分布状況が異なっていること、ヤマユリ個体は成熟までに 10年弱を要しており、茎抽出直後に一旦死亡率
が高まること、落ち葉かきが個体群成長率の増加に寄与しているが、コナラ林林床では珠芽による繁殖が
多いこと、ヤマユリ地下部が 0.67g 前後になると個体は成熟期に移行することなどを明らかにしており、
これらの成果をもとに良好な開花をもたらす管理方法を提案している。 
 発表会の質疑応答を経た審査会の結果、予備審査会で指摘された課題は概ね解消されているが、用語や
図の著作権の問題等で若干の課題が残った。しかし、この課題に対しては修正が軽微であり、修正確認を
行い、学位論文に値すると判断した。 
 以上より、申請者が博士（農学）の学位に値する専門分野における学識を有すること、および外国語に
ついても試験の結果、問題ない能力をもつことを確認した。さらに、本論文の内容に関する論文が日本緑
化工学会誌 40巻 2号 372−386頁（2014）に公表され、もう一報が同誌に受理されていることを確認した。 
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論 文 内 容 の 要 旨 
【目的】液晶パネルの材料として用いられるインジウム（In）の生産量は 1990 年代以降急増
し、その吸入により肺障害（間質性変化・気腫化）が生じることを我々は報告してきた。本
研究の目的は、’02 年～毎年実施している In 作業者を対象にした呼吸器検診の結果を解析し
In による肺障害の経年推移の特徴並びに作業環境改善の効果を明らかにすることである。 
【方法】’02 年～’10 年の 9 年間毎年検診を受けた 84 名の男性作業員を、’02 年の血清 In 濃
度（sIn）により 4 群に分け、呼吸器症状の有無、sIn、血清 KL-6 及び SP-D、肺機能検査、
胸部 HRCT について解析した。 
【結果】息切れは’02 年にはいなかったが、’10 年には 3 名が自覚した。作業環境の改善によ
り、sIn は 9 年間で幾何平均 8.6(標準偏差 4.2)から 4.9(4.9)ng/ml に低下し、 KL-6 も 448.0(2.1)
から 275.0(1.8)IU/ml へと低下した。離職者 34 名から得られた sIn 半減期は 8.09 年（中央値）
であった。HRCT 上間質性変化は各群とも改善傾向を示したが、sIn の最も高いグループ 4
では’06 年以降下げ止まり、気腫性変化はグループ 4 で経時的に悪化した。一秒率はグルー
プ 4 で低下傾向が大きかった。 
【考察】9 年間で In 加工室の作業環境濃度は 1/100 以下になり、sIn、KL-6 は低下し、HRCT
上間質性変化も改善したが、グループ 4 では気腫性変化が経年的に進行し、高曝露群では不
可逆性の気腫化の生じる事が示唆された。喫煙歴との関連は認められなかった。sIn の半減
期は長く In の肺胞からクリアランスには長期間を要すると推察される。 
【結論】作業環境改善により、sIn、間質性肺炎マーカーは低下し間質性陰影は部分的に改善
するが、高度曝露群では気腫化の進行を招く。今後、作業環境中 In 濃度の更なる低減と検診
による肺障害の早期発見が重要である。
 論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
インジウム(In)は液晶パネルの製作に必要不可欠な金属で近年その生産量は増加している。
天田らは、In作業者が肺障害により死亡したことを受けて In作業者を対象に呼吸器検診を実
施し、In 吸入により肺障害が生じることを見出し、作業環境の改善に取り組んできた。本研
究では、研究開始初年度から毎年実施した呼吸器検診 9 年間の結果をまとめ、In 吸入による
肺障害の経年推移の特徴と作業環境改善の効果を調査した。環境中 In 濃度は 9 年間で 1/100
以下となり、血清 In濃度、間質性肺炎マーカーの KL-6および SP-Dは経年的に低下した。胸
部 HRCT 上の間質性変化は改善傾向を認めたが、血清 In 濃度の高い群ではその改善は部分的
であり、気腫性変化は経年的に悪化を認め、一秒率の低下傾向も大きかった。 
 In による肺障害の歴史はまだ浅く、その臨床経過をまとめた報告はほとんどない。本研究
論文は単一工場における同一症例を対象として経年調査し、In 曝露軽減・中止により、全体
として間質性肺炎病変は軽快するものの、高度曝露の場合は気腫化の進行を招くと結論付け
た。今後も In 生産量の増加に伴い In による肺障害例が増える可能性が高く、In 吸入低減の
必要性を示し、同時に In肺障害早期発見の重要性を示唆した意義のある論文と認められた。 
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論 文 内 容 の 要 旨  
 
1980 年代後半から 2000 年代前半にかけて非循環器系医薬品による催不整脈リスクを理由
とした市販後撤退が相次ぎ、薬剤誘発性 QT 間隔延長および催不整脈リスクの予測は重要な
課題となっている。本研究では簡便かつ少量の化合物で包括的な QT 間隔延長および催不整
脈リスク評価が可能な試験系としてヒト iPS 細胞由来心筋細胞と多電極アレイ（MEA）シス
テムの組み合わせに着目し、本評価系の一般化の可能性や創薬段階における安全性スクリー
ニングへの応用可能性を評価した。その結果、本評価系は、薬剤適用前値および薬剤反応性
のいずれも施設間差や細胞のロット間差が小さく、医薬品の安全性評価手法として一般化可
能な評価系であると考えられた。また、MEA 機種間差比較や使用細胞の構造的特徴づけによ
り本評価系の課題を抽出した。様々な種類の薬剤を評価した結果、拍動数変化の解釈や Late 
Na+電流調節作用薬の催不整脈リスク評価には注意が必要だが、本評価系は hERG チャネル
以外の心筋イオンチャネルや受容体調節薬の作用を検出し、既存の in vitro 評価系で擬陰性
となる薬剤やマルチイオンチャネル作用薬の QT 間隔延長リスクおよび催不整脈リスクを適
切に評価することができた。以上のことから、本論文では新たな心毒性評価系として、創薬
段階からヒトにおける QT 間隔延長および催不整脈リスクを包括的に予測可能な評価系を構
築した。 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
1980 年代後半から 90 年代前半にかけて、非循環器系薬による致死性の心室性頻拍のリス
クを理由とした医薬品の市販後撤退が相次ぎ、医薬品の開発において心血管系の安全性評
価は重要な課題となっている。多くの製薬会社では創薬早期段階からパッチクランプ法に
よる hERG チャネル阻害試験を化合物のスクリーニングに用い、hERG チャネル阻害作用
のある化合物は十分な追加検討をされる前に速やかに開発候補から除外されている。しか
し、hERG 阻害試験等のみの評価では有用な医薬品候補化合物を開発初期に除外してしま
う可能性があり、創薬初期から催不整脈リスクに対する包括的な評価が可能な試験系が求
められている。このような現状から、本研究では簡便かつ少量の化合物で包括的な心筋の
再分極過程の評価が可能な試験系としてヒト iPS 細胞由来心筋細胞と多電極アレイ（MEA）
システムを組み合わせた試験系に着目し、本評価系の一般化可能性や創薬段階における安
全性スクリーニングへの応用可能性を評価することを目的とした研究を行った。 
今回得られた知見に基づく本評価系は、創薬段階からヒトにおける QT 間隔延長リスクお
よび催不整脈リスクを包括的に予測可能な、新たな心毒性評価系となり得ると考えられ、
本評価系の導入により医薬品候補化合物スクリーニングの効率化が期待される。従って、
本研究は医薬品安全性学及び毒性学における新たな評価法を構築し、その結果、効率的な
医薬品開発を可能とするため、大きな社会的インパクトを産むものと考えられた。 
以上のことから、本論文は博士（薬学）の学位に相当するものであると、論文審査担当
者一同は結論した。 
 
